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 わが国経済の安定成長への推進にあたり、機械情報産業をめぐる経済的、社会的諸条件

は急速な変化を見せており、社会生活における環境、防災、都市、住宅、福祉、教育など、

直面する問題の解決を図るためには、技術開発力の強化に加えて、ますます多様化、高度

化する社会的ニーズに適応する機械情報システムの研究開発が必要であります。 

 このような社会情勢に対応し、各方面の要請に応えるため、財団法人機械システム振興

協会では、財団法人ＪＫＡから機械工業振興資金の交付を受けて、機械システムに関する

調査研究など補助事業を実施しております。 

 これらを効果的に実施するために、当協会に総合システム調査開発委員会（委員長：東

京大学名誉教授 藤正 巖氏）を設置し、同委員会のご指導のもとに推進しております。 

 この「保全情報、運転情報の相互活用システムに関する調査研究報告書」は、上記事業

の一環として、当協会が財団法人製造科学技術センターに委託して実施した成果でありま

す。関係諸分野に関する施策が展開されていくうえで、本調査研究の成果が一つの礎石と

して皆様方のお役に立てれば幸いであります。 

 

 

 平成２３年３月 

 

                          財団法人機械システム振興協会 

 

 



 

 

はじめに 
 

わが国の機械産業のものづくり現場では、戦後一貫して、製造業による国づくりを

目指して、世界に通用する工業製品の生産に努めてきました。資源小国のわが国が、

その経済を成り立たせていくためには、工業製品を輸出して外貨を獲得し、原材料を

輸入しなければなりません。そのためには、輸出競争力をもった工業製品の生産が必

須であり、中でもコスト競争力は重要な要素であります。 

工業製品のコスト競争力を向上させるためには、製品設計段階での工夫とともに、

製品生産での合理化が求められています。 

当財団が実施した「保全情報、運転情報の相互活用システムに関する調査研究」は、

このような状況を背景にした、生産設備の保全部門と運転部門の情報連携による生産

合理化に関する調査研究であります。本調査研究は、単なる保全コストの削減にとど

まらず、保全部門と運転部門の有機的連携により、設備保全の立場から工業製品の国

際競争力を向上させ、ひいては企業業績を向上させうるシステム構築を目指してまい

りました。 

本報告書が、関係各位の今後の設備管理計画の一助になれば幸甚であります。 

 

平成２３年３月 

 

財団法人 製造科学技術センター 

理事長 庄 山  悦 彦 
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１．調査研究の目的 

わが国の機械産業のものづくり現場では、当該企業の生産計画に基づいて、生産設備を

運転する運転部門が製品を製造している。運転部門が重視する任務は、生産計画に基づい

た製品の製造を行い、生産計画を達成することである。一方、生産設備の保全部門は、保

全計画に基づいて保全作業を実施している。保全部門が重視する任務は、故障の低減や、

保全コストの削減である。 

運転部門は、生産スケジュールを優先させ、また、保全部門は、メンテナンススケジュ

ールを優先させるという、異なる要求を持っている。 

これまで、これらの運転部門と保全部門の関係は意識されてはきたが、それらの連携を

常に考慮した、運転と保全の計画へのダイナミックな反映はなされていない。これは、現

状の生産設備では、これまでの長い経験から、運転と保全の方法が確立しており、そこで

は両者の関係がそれぞれに対する固定的な制約条件として予め考慮されているためと考え

られる。 

しかし、最近の経済環境や市場の激変、あるいは、厳しいコスト削減の下では、これら

の関係を動的に考慮した運転とメンテナンスの統合的な管理が必要となってくることが予

想される。例えば、設備に重大な影響を与えない範囲で、運転要求に応じて保全時期を柔

軟に調整したり、次期シャットダウンメンテナンスまで設備を持たせたりするために運転

条件を緩和するなどの選択肢を考慮することができれば、種々の要因の変化により柔軟に

対応できるようになり、企業利益への貢献度合いが高まると考えられる。 
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２．調査研究の実施体制 

財団法人 機会システム振興協会内に総合システム調査開発委員会を設け、また、財団

法人 製造科学技術センター内に、本事業の運営と事業計画作成、調査研究遂行、事業の

取りまとめなどを実施するために「保全情報、運転情報の相互活用システムに関する調査

研究委員会」を設け、当初の目的を達成すべくこれを推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全情報、運転情報の相互活用システムに
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財団法人 機械システム振興協会 総合システム調査開発委員会 
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３．調査研究の内容 

以下のような計画に基づき、調査研究実施した。 

（１）保全情報、運転情報の相互活用の現状とニーズ調査 

機械産業の生産設備に係わる保全情報には、保全計画、保全履歴、修理交換部品管

理データなどがあり、運転情報には、当該企業の生産計画、運転計画、運転履歴など

がある。運転部門が運転計画を立案するためには、保全情報を入手することで、また、

保全部門が保全計画を立案するためには、運転情報を入手することで、より適切な計

画立案が可能となる。本調査研究では、必要とする情報や入手のタイミングなどにつ

いて、現在の活用状況と今後保全部門が必要とするニーズを調査する。 

 

（２）保全情報、運転情報の相互活用を促進するための技術課題の検討 

生産設備の保全情報と運転情報の相互活用を行うために、データフォーマット、イ

ンターフェースなど技術的な課題が予想される。現在提供されているコンピュータ設

備保全管理システムや、コンピュータ事業資産管理システムの現状も参照しつつ、こ

れらの技術課題を検討する。 

 

（３）保全情報、運転情報の相互活用システムの概念検討 

保全計画、保全実施などの各部門は、相互活用システムによって、従来得られなか

ったデータが入手可能となる。これらのデータを利用することで、効率の高い運転計

画、保全計画の立案を可能とするシステムの概念を検討する。 

 

（４）システムの概念検証のためのシミュレーション評価 

保全情報、運転情報の相互活用システムの概念を機械設備に適用した場合のシミュ

レーション評価を実施する。 
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第 1 章 保全情報、運転情報の相互活用の現状と課題 

１．１ 運転とメンテナンスの連携の技術的・管理的課題 

１．１．１ 設備管理の課題 

 作業の機械化、自働化や作業環境の整備が進むにつれて、それらの生産手段の管理の重

要度が益々増大している。生産設備によって作業の容易化、省力化、労働条件の好適化な

どの効果が上がる反面、設備投資の資金や維持経費の増加という問題が発生しているのは

周知のことである。 

設備管理の主体は機械設備の管理にあるが、管理の方法は単なる事後保全（故障の修理）

から、事前対策としての予防保全や生産保全へと進み、管理の領域も導入計画や設備配置

にまで拡大しつつある。それに伴って機械設備に関連して工具や測定器の管理も重要視さ

れてきている。（図 1.1.1） 

 設備の管理としては、設備の開発から運用終了まで通した、ハード、ソフト、メカ、

文書、テストなどの変更を考慮した機能の一貫性を保証する管理、「バージョン管理」もこ

れに含まれる。 設備のライフサイクルを通しての、ハード、ソフト、メカ、文書などによ

る変更を制御・記録することも重要な要件といえる。しかし、設備現場では増設、改造、

取替えなどが発生するたびに変更を十分に記録更新しているとは言い難い状況も散見され

る。 

 

   
 

 

設計 製作・構築 運転 廃棄 

生産設備 
健全な運転の維持が必要

故障・事故・動作不良の発生 

生産設備はライフサイクルの中で運転期間が最も長い

 生産状況（量と品質と納期）⇔設備状況（リアルタイム監視） 

        適切な管理（増設、改造、取替え など） 

図 1.1.1 生産システムの設備管理 
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図 1.1.2 設備管理システムの活用状況 

設備管理システム導入調査(2006年度)
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設備の管理をトータルに実施するためには、保守を行う設備データの管理（設備管理）、

その設備に対する作業計画、作業の実施、報告を扱う作業データの管理（作業管理）、作

業に必要な人材、資材、機械のデータ管理（リソース（材）管理）の機能を有機的に組

み合わせて構成することが必要とされる。設備管理、作業管理、リソース管理を連動さ

せて、PDCA サイクルを確立するためには、継ぎ目のない業務環境を構築し、統合化さ

れたデータベースによる文書管理、履歴データベースによる高度な管理が必要である。 

それらの管理を実現するために種々のシステムが提案されている。実際に、設備管理 

のシステムは、各企業の事業体で取組みがなされていることは図 1.1.2 の通りで年々増

加しつつある。 
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１．１．２ 業種ごとの保全管理の状況調査 

保全情報と運転情報の相互利用の規格として検討を進めている ISO18435 の実現可能性

を視野に、規格の方向性を確認するとともにアプリケーション事例として当てはめること

が可能かどうかを調査するために、文献、講演、現地訪問などを基に日本国内の製造企業

の現状把握を行った。 

対象企業は、先進（最新）的および設備診断技術や設備保全技術を有する事業所とし、

業種に偏ることなく選定した。その結果、自動車製造工場、総合化学工場、火力発電所、

石油精製工場、製鉄工場、製紙工場を調査し、6 業種の現状を確認した。 

 以下は、調査結果を要約したものである。 

 

（１）調査結果のサマリ 

調査は以下のような内容を中心に実施した。 

①設備保全を立てる上での特徴 

計画的停止時期や傾向監視による保全計画の立て方などを確認した。 

②運転計画と保全計画相互で、調整又は相互活用などの実情 

運転計画と保全計画を両立するために行っている調整方法などを確認した。 

③運転部門と設備部門相互の情報交換方法 

定期的な会合、システム活用による情報交換などを確認した。 

 

（２）自動車製造工場 

①設備保全計画の特徴 

設備全体の点検や補修は、半年単位の生産計画を考慮し負荷を判断した上で実施時期を

決めたり、生産の隙間をうまく利用したりして行われている。大型連休では生産ラインを

停止するため、このタイミングで補修に時間がかかる作業が実施されている。 

一方、日常保全業務は製造の中に取り込んでいる。自動車の生産は、ほとんどが注文生

産でライン上を流れており、基本的に停止させないことで高稼働率維持を目標としている。 

 

②運転計画と保全計画の相互活用 

日常保全業務が製造の中に取り込まれていることで、生産と保全は一体化しているとい

える。保全を怠りトラブルが発生すれば、その影響は即座に生産に影響を与えることにな

り稼働率に影響する。注文に対してリアルタイム生産を行っている自動車業界では、両者

の密着度は高いといえる。これらは相互のシステム間でも同様に管理されている。 
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（３）総合化学工場 

①設備保全計画の特徴 

コンビナート地区では、1 社で全ての製品を生産しているわけではなく、コンビナート

を構成する各社の特徴を活かしたプロセス連携で成り立っている。従って、設備停止計画

を自社の都合だけで決めることは難しい。同様に自社工場内においても上流・下流プラン

トとの関係を持っているため、各製造部署間での調整も必要となる。 

定期保全は 1 年に 1 度、約 1 ヶ月をかけて一斉に行われているが、化学工業設備では高

圧ガス保安法・消防法・労働安全衛生法などの法規を考慮し計画している。 

 

②運転計画と保全計画の相互活用 

計画的な保全は、生産計画やプラント間・原料取引先間との関係を考慮して立案されて

いる。 

保全と生産を両立させるためには、相互の情報交換と共有が不可欠であり、更に安全管

理は何よりも優先するため、各部門が常に連携して生産を維持している。また、前述の通

りコンビナート特有の事情も常に加味されている。 

 

③運転部門と生産部門の情報交換 

部門間では、朝会を毎日、月 1 回の保全定例会議、定期検査前に実施する定修計画会議、

定期検査後に実施する定修結果報告会、年 1 回の修繕費検討会議、個別工事着工前の安全

打合せ、などの場で相互の情報交換が行われている。それぞれ情報共有すべき内容や目的

が決められている。 

 

（４）火力発電所 

①設備保全計画の特徴 

電気事業法に基づいた定期的な検査の実施が義務づけられており、2 年ごとに発電設備

を停止して定期事業者検査（2 ヶ月程度）を実施し、定期点検のない年には中間点検（2 週

間程度）を実施し、設備の保全を行う。いずれも電力の安定供給の観点から、予め長期的

な「年間停止計画」を策定し受電会社との調整を行っている。 

 

②運転計画と保全計画の相互活用 

発電計画と保全計画の実績管理については、発電計画は日常、月間、年間を通し常に計
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画／実績を管理している。一方設備保全については、設備異常対応を除く計画分は定めら

れた点検期間の中で実施することとしており、大きく乖離することはない。 

 

③運転部門と生産部門の情報交換 

発電計画と原材料搬入計画の連携については、年間の発電計画に基づき、必要な燃料（石

炭、軽油）、副資材（薬品など）を明確に数量化し、日常の管理の下で、受け入れ・払い出

しを行っている。運転部門と保全部門の情報連携については、運転部門で確認された異常

（警報、漏洩など）は、緊急性の度合いにより伝達手法（電話、作業依頼票）は異なるも

のの、保全部門へ伝達され補修作業が行われる。また、補修作業にあたっては、件名ごと

に作業内容の確認がなされ、系統のアイソレーション（隔離）や電源ロックなどの安全措

置についても相互に調整を行ったうえで作業に着手している。 

 

（５）石油精製工場 

①設備保全計画の特徴 

4 年連続運転が生産計画の基本であり、これを実現する保守を行う。４年に一度、生産

装置を停止して、保全工事を実施する。その他、1 又は 2 年程度で不具合が発生する装置

などについては、マイナー点検を個別に実施する。 

 

②運転計画と保全計画の相互活用 

石油精製は、原油の性質によって得られるアウトプットが決まるため、最終製品の生産

量から生産計画を立てることが難しい。基本は 4 年計画だが、運転条件などの変化やコン

ディションなどによって計画を見直している。主に、過去と異なる運転条件や変化の把握、

原油の性質の違いによる腐食性などの変化などがそのコンディションに相当する。 

 

③運転部門と生産部門の情報交換 

運転情報は PI（プロセス情報システム）や社内ポータルサイトなどを活用し、保全情報

は MAXIMO を利用して設備管理とともに運用されている。それぞれは独立して運用され

ている。 

両部門の情報交換手段は、毎日のスタッフミーティング、週次で運転データの傾向監視

活動、その他適宜変更管理に関するものがある。また点検整備の計画と実施結果は都度情

報共有を行っている。 
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（６）製鉄工場 

①設備保全計画の特徴 

保全計画は、工場ごとに異なる。一般的には、年 2 回の生産計画の見直しと同時に主な

工事と設備工事の計画も行う。ラインによっては、月次の保全停止計画も立案されている。

保全方法は、原則 TBM で行われているが、回転機器のオンライン診断や配管の減肉管理

などを活用した CBM を並行して活用し、保全周期の延長を行っている。 

 

②運転計画と保全計画の相互活用 

基本的に生産計画の中には、定期的な保全計画が組み込まれている。特に圧延ラインの

ような摩耗系機器の多いラインでは、ロールを一定の生産量を基準に交換するため、計画

的な停止と保全を行う必要がある。 

また、突発故障に対しても一定の時間内であれば生産に影響が出ないよう、ライン制御

やストック対応などで調整を行っている。 

 

③運転部門と生産部門の情報交換 

日常的な朝礼や会議などで情報交換が行われている。設備診断情報などはシステムで傾

向管理しているが、保全管理をまとめるシステムはヒアリングでは明確になっていない。 

 

（７）製紙工場 

①設備保全計画の特徴 

長期一斉休転は年間 1 から 2 回あり、7 から 14 日間ほぼ全工場設備を停止して清掃や

検査補修を行う。また、圧力容器の官庁検査も行っている。短期休転は月 1 回あり、主に

抄紙機プラントの抄紙機用具を取り替えている。 

 

②運転計画と保全計画の相互活用 

毎日の操業会議で保全部門からメンテナンスに関する情報を提供し、逆に操業部門から

運転情報を提供する。故障の兆候があり、設備を修理する必要がある場合、両部門間の打

合せによって操業計画の見直しを行っている。修理の内容や兆候によっては、次回の計画

休転まで抄速を落として運転したり銘柄を変更したりして運転するなどで対応する場合も

ある。 

 

③運転部門と生産部門の情報交換 
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操業部門は、操業計画表を保全部門に提供。保全部門は、休転での保全計画表を操業部

門に提供している。 

 

１．１．３ 調査結果のまとめ 

調査した 6 社の保全に対する基本的な考え方は以下のように要約できる。 

（１）保全計画の立て方 

保全の基本は定期的な SDM (Shutdown Maintenance)計画に基づき補修を行っている。

SDM の際に補修する箇所は過去の経験値やメーカー設計値などと重要度ランク（リスク

評価）に基づき要否と周期などを決定している。また、重要設備については運転中のオン

ライン診断や停止時に非破壊検査などを行い、傾向監視を行っている。これらは経験と診

断に基づく CBM と捉えることができる。このように、CBM(Condition Based 

Maintenance)を取り入れた TBM(Time Based Maintenance)という保全方式が一般的で

ある。業種による違いは、この経験値の積み重ね方とリスク評価による違い、それに加え

て生産や関係部署への影響度合いが加味されている。 

経験値では、過去の故障修理結果や点検時に分解検査を行った結果から摩耗や劣化度を

把握し、これらを的確にデータベース化して管理し利用する方法と、人の知見として保有

し活用する方法の二つがあり、これらの組み合わせも存在している。さすがに人の知見だ

けでプラントを維持管理する手法をとっている業種はほぼないとみられるが、データだけ

で判断するのも危険であることからデータと人の両方を上手く使い分けるのが一般的で、

それらをどう使い分けているかの違いが業種で現れていると見られる。表 1.1.1 では、計

画保全を立案する際の手法として蓄積データや状態データの活用と人の経験値や知見の活

用状況をおおまかに示した。 

 

表 1.1.1 調査結果のまとめ 

業種 計画保全立案方法 設備管理システム 

自動車 バランス型 導入し、活用 

総合化学 バランス型 導入し、活用 

電力 データ重視型 導入し、活用 

石油精製 バランス型 導入し、活用 

製鉄 人間経験重視型 導入し、一部活用 

製紙 人間経験重視型 導入しているが未整備 
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（２）運転と保全の連携 

計画的な保全は、会社規模で生産全体の影響を加味しながら計画されるため、企業の損

益には織り込み済みであるが、突発的な故障や日常保全の中で発生する補修はそうでない

場合も存在するため、いかに突発故障を少なくするか、もしくは突発故障があったとして

も生産に影響を与えないで済ませるかが、日常保全の方法に大きく影響している。そのた

めに製造部門と保全部門との情報連携はどの企業でも当然行われている。情報連携の方法

に対しても様々なデータを活用する方法と、経験に基づく人間系による方法があり、その

両方を上手く活用することで運用されているのが一般的と見られる。例えば、生産計画や

運転情報は、生産する製品や原材料の変化によってプラントの劣化や性能に影響を与える

可能性の視点から、保全計画を見直しする要素となる。一方、設備の状態を適時診断技術

などで把握し、故障の兆候を発見し保全の要否を判断することは、生産計画に影響を与え

ることなどから適時情報提供される項目である。これらは調査結果から、情報連携の代表

的な実例として挙げられた。 

運転状態や保全結果などから緊急に補修が必要と判断された場合で、かつプラントのシ

ャットダウンを必要とする場合は生産に多大な影響が出てしまう。このような場合は、例

えば同一プラントが存在する工場は、別のプラントや別工場で生産を補ったり、在庫の活

用で時間を稼いだりする方法が取られている。また、本来の性能が維持できない場合や運

転に余裕がある場合などは、プラント運転の負荷を軽くし、次回のシャットダウンまで持

たせる方法が取られている。このような場面では、生産管理システムや在庫管理システム

などが整備されていないと、管理は容易ではなくなり人の手が多く必要なってしまうため、

システムが有効に活用されている。 

自動車工場では、生産部門に保全が直接的に組み込まれている。組立産業においては、

生産ラインの停止は完成品生産の停止に近い状態になるため、停止時間をいかに少なくす

るかが生産部署のテーマとなっている。特に自動車産業では、注文仕様に応じてリアルタ

イム生産を行っており、生産在庫の考え方がないことから保全は常に生産を意識して実施

しなければならない点は特徴的といえる。 

 

（３）顕在化するリスクは何か 

企業を運営していくためには、様々な経営ファクターがある。安全と品質を重視し、安

定した生産という視点からみると、次のようなリスクを回避することが生産と保全を考え

る上の要点であろう。 

・生産停滞による納期遅れや受注売上の減少 



14 
 

・保全コストの増加によるコストの増加 

・公害発生や企業イメージのダウン 

・コンビナートや周辺工場への受給変化にともなう損失 

今回の調査では、全てを確認できていないが、業種の性質などから推定も加え、表 1.1.2

のように整理した。 

 

表 1.1.2 発生リスク例 

業種 受注売上の 

減少 

コストの 

増加 

企業 

イメージ 

周辺工場 

受給変化 

自動車 ✓ ✓   

総合化学 ✓ ✓ ✓ ✓ 

電力 ✓ ✓ ✓  

石油精製 ✓ ✓ ✓ ✓ 

製鉄 ✓ ✓   

製紙 ✓ ✓   

 

１．１．４ 運転とメンテナンスのシステム連携の課題 

システムの連携は、結果的にその連携の効果が企業の損益に大きく影響し、利益の創出

や企業存続などにつながらなければならないが、極端な表現をすればそういう目的意識を

持てるだけの認識や活用事例が存在しないことも要因ではないだろうか。では、何故そう

いう認識や事例に至らないのだろうか。 

企業全体の基幹システムは整備されている。ERP は整備されている。生産管理システム

も整備されている。設備管理や保全管理システムも導入した。ADID で示されているアク

ティビティのほとんどは個別又は一部連携でシステム化されている。 

生産システムがコンピュータ化されて久しいが、従来は生産管理システムから一方的に

生産指示が送られてくる関係のみだったが、その情報量が多くなり通信速度が爆発的に向

上したことで、生産管理システムと、制御用システムや上位系システムのデータ連携によ

る相互データ交換は一般的になった。その他の情報システムや基幹システムなどとの連携

も含めると、操業性の改善は生産量と生産コストに直接つながり効果がはっきりと可視化

できるというメリットがあり情報システム化が進んだといえる。 

一方の設備管理システムや保全管理システムも導入は進んでいるが、その活用度合いは
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業種や企業によって大きく異なっている。これらのシステムを単純にデータ蓄積としてい

るか、そのデータを分析し活用することで信頼性や可用性の向上につなげる活動を行い、

SDM の作業項目整理や予算計画の効率化などを実施しているか否かが問われる。ただ、

信頼性や可用性の向上は、その生産システム全体を常に健全な状態で維持管理することに

つながるのだが、逆に保全を実施しなかった際に本当に突発故障や機会損失に至ったかど

うかは正しく把握することは不可能に近い。従って過去の実績と重要度などからリスクを

評価し、必要な保全を選択して実施することになる。そういう意味ではシステム化による

恩恵はなかなか直接的に評価することができない。 

このことが生産関連のシステムと設備保全関連のシステムとの持つ意味の違いだとする

と、その連携を行ったとしても双方のメリットは少ないのではないだろうか。例えば、設

備保全のリスクを経済指標も含めて可視化し、そのリスクが適切にリアルタイムに評価で

きるようになったとすると、双方のバランスがとれ、外乱への対処をどうすることが最適

化を評価するような仕組みにつながり、全体をシステム連携する効果が見えてくるのでは

ないだろうか。 

また、全てをシステム化するのではなく、人の経験値や判断力を最大限に有効活用しな

ければ、重大は判断を誤ってしまう可能性もある。そのため人材育成は、重要な企業戦略

の一つである。日本国内では、2007 年問題に代表されるような年齢構成上の課題や、新設

プラントが増えないことによる経験機会の少なさなどがあり育成に苦慮しているが、それ

を補う育成方法の見直しや技術伝承の重要性の再認識などでカバーされようとしている。

加えて、システムを上手く使いこなす術も身に付けば、人と人・人と機械の情報連携が進

み、より適切な運転と保全の連携が図れるものと期待する。 
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１．１．５ 運転とメンテナンスのシステム連携のための IT 技術の活用 

各企業により運転とメンテナンスを統合するシステムの採用は、システムの大小、管理

の内容などでばらつきが大きい。また、活用の度合いも企業によりばらつきが大きいが、

全ての事業体とも必要性については認識が一致している。今後の取り組むべき課題として

は以下の事項が挙げられる。 

・人間系とのインターフェースが難しい。 

・システム技術との実現コストバランスが取れない。（日本では、新規プラントでなく

改造レベルでの件数がほとんどである。） 

・設備診断の自動化技術（エキスパート頼り）との情報のリンクをどうつなげるか 

・設備改造のリアルタイム管理ができない。 

（最新の工場設備の図書化ができていない。） 

・使い勝手の改善が必要。 

キー・音声・センサなど多様な入力、解析・検索のし易さ、見易さ 

・設備の属性情報の取得の煩雑さがある。（一貫性もない。） 

仕様、バージョン、ロット 

これらの課題に対して、現場作業に関しては、IT 技術の活用が始まっている。その背景

には、①高度な判断を要求されるシーンでの操業ミス、②高機能化による管理負荷増、③

ノウハウを持つベテランの業務範囲の拡大による作業指示（指導）徹底の難しさ、④ノウ

ハウを持つベテランの不足という課題により問題が発生してきたことがある。 

このような厳しい環境下において生産活動／保全･保守活動を支援するには、必要な情報

を必要な場所で簡単に作成し（電子化・システム化）かつ取り出すことができ、生産活動に

携わる様々な人が空間・時間を問わず情報を共有化できる仕組みを提供することが今後の重

要な課題となってくる。その課題解決にIT技術を活用する取組みが注目されている。メリッ

トとして、現場点検業務の定型化、定量化、システム化を支援し、若年者や外注者での確実

な点検を実現し、時間的余力の創出や上位システムとのスムーズなデータ連携により点検管

理や寿命予測などの高付加価値業務へのシフトも支援できるようにすることである。 

具体的な例を挙げると、①音声認識技術、②計器ワイヤレス化技術、③電子ペン応用技術、

④ID認識技術（タグ）の技術を活用した以下のような事例が試みられている。 

① 判断サポート機能 

まず現場点検において種々の条件項目の中から点検周期や設備状況に応じて、今やる点検

ルート、点検項目を選択するにはベテランといわれる熟練者のノウハウの流用が不可欠であ

る。ベテランのノウハウを定型化し、点検シナリオ・項目としてデータベース化する。点検
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ノウハウデータベースは点検サーバー上に構築され、わかり易く追加、改編が簡単にできる

インターフェースを提供する。 

② 点検サポート機能 

  点検シナリオを実際の現場で応用する場合、一般的には無線などの通信インフラを整備 

してハンディな端末を利用して操作および判断・処理のサポートを行う。 

③ 点検管理機能 

巡回点検終了後、従来は点検簿として紙で記録・保管されていたが、モバイル端末デ

ータを点検サーバーにアップロードすることで点検管理、傾向管理を実施する。また

システムとしては、音声メモや画像などの五感的データの収集も容易に収集管理でき

る。 

 ④ 設備ＩＤ認知機能 

設備個体管理は、設備そのものの設置時期、仕様、バージョンを管理しなければ機器の

交換、改造などは難しい。そのため、近年、種々の用途に適用されているICタグを活

用する試みも出てきた。管理の範囲としては設備製造者が提供する製品から廃棄まで適

用することを基本としている。利用者は、そのタグを読めさえしたら設備の型式、仕様、

製造時などが即分かり容易に管理が可能となる。 

 

現在、上記の各機能の実現を多くの企業が取り組み試行している。しかし、個別の取り組

みでは、その開発コスト（人員含め）などが膨大となり。多くの企業、特に中小企業は容易

に取り組むことができない。そのため、技術の確立するものから公開し、大いに標準化する

べきと考える。 

 例えば、生産情報と設備情報、設備と操作者とのインターフェースなどは、統一される

べきであり、また個体設備の識別の仕組みも標準化し、業界全体で導入することにより、

システム構築コスト、運用の安全コストの簡素化を図るべきである。 
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１．２ 米国における保全管理の現状と保全管理システム Maximo1について 

 本節では現在米国を中心としてグローバルで活動されている保全管理に関しての現状

と IBM の保全管理システム Maximo をグローバルで使用されている保全管理のシステム

の例としてその概要を説明する。 

 

１．２．１ 保全管理システムが使用される環境および社会的な背景 

はじめに保全管理システムについて論じる前に海外とわが国の産業構造、文化などその

背景に関して言及する。これは制度や習慣、文化的な背景が保全・運転間に対して影響を

及ぼすとともに、そのサポートを行う情報についても関連するためである。 

 

わが国では戦前・戦後を通して一つの企業や組織に属して業務を行う終身雇用制度が他

の欧米諸国に比べて長期間存続し、社会の安定に寄与してきた。従って作業員は一つの企

業に入社すると退社までその企業の業務を行い、企業に貢献を行う。また作業員はこの業

務を通して運転や保全に対する技術を取得するとともに、企業文化を継承し企業の安定に

貢献する。このため日本における労働流動性は他の諸外国に比べて低い。 

また管理職と技術者には明確な区別がない場合があり、技術者や管理職が実際の現場作

業に参加したり、外注業者を使用して保全活動を行う場合は技術者がその管理を行ったり

する。わが国では「多能工」という言葉で呼ばれる万能な作業員を育てる文化があり、１

担当者が何役もの職責を担当することは珍しくない。この意味では技術者および作業員の

中から、人事や組織管理に長けた担当者が管理者となる場合がある。 

 

これに対して海外ではマネージメント層(White Collar)と作業員層（Blue Collar）には

明確な区分があり、管理者は管理業務に徹し、また技術者は技術的な分析や調査、設計な

ど技術的分野で実力を発揮する。管理職は管理を専門に行うために教育を受けていること

がある意味で前提となり、Master of Business Administration（MBA）などの教育プロ

グラムについては良く知られている。 

更に、企業の業績によってダイナミックに生産計画や拠点変更を行う欧米のビジネスモ

デルでは、戦略的に企業構造を改革するための Strategic Restructuring にともなう一時

解雇（レイオフ：Lay Off）が行われるために、作業員の労働流動性は高く、組織内の知

識を蓄積し、管理プロセスを標準化して、管理者・作業員が仮にレイオフにより解雇され

                                                  
1 Maximo®は IBM の登録商標である。 
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ても組織のオペレーションを継続できる体制をとる必要がある。 

 

この考え方の違いは保全や運転の管理システムにも大きな影響を与えていると考えられ

る。例えば保全管理システムでは、表 1.2.1 のような違いを見て取ることができる。 

 

表 1.2.1 日本と欧米諸国の保全管理システムに対する違い 

 日本 欧米 

位置づけ 担当者の作業負担を改善するた

めのツール 

企業全体としての管理システム

導入 部門別 企業全体での導入傾向大 

システムに対する要

求事項 

非常に詳細で具体的 

使い勝手の重視 

要求事項の一般化 

情報リテラシー 管理職は強い。作業員は低い場

合がある。 

高い 

標準化 弱い 強い 

プロセス標準化を目的 

 

（１）システムに対する位置づけ 

先に記述した通り、日本では保全管理を担当する担当者は通常以下の作業を行う。 

 保全計画の作成（大日程作成、予算作成） 

 作業の指示（作業要領の作成、作業員(外注業者を含む)との打合せ、作業指示） 

 保全結果の評価（作業の実施/完了、作業集の問題点の把握） 

 技術的評価（老朽化・劣化分析、改善活動） 

 調達作業（保修資材の調達、外注企業に対する使役業務の調達） 

 在庫管理（保修資材の在庫管理） 

 安全・環境管理 

これは「多能工」という考え方により一人の担当者が管理対象のエリア（例：対象工程、

対象設備など）が設定されるとそのエリア全体の管理に責任を持つ（「一所懸命」に代表さ

れる言葉の通り、地面（領域）を自分の縄張りとして管理する傾向がある）。 

 

また日本の経済バブルの崩壊以降の経済状況の低迷、理工系業務に対する求職者の低下

（理工離れ）などの理由により1990年代から技術系のエンジニアは減少する傾向にあり、
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特にプラントなどの重厚長大産業では団塊世代の大量退職問題と相まって組織内の技術者

数の年齢ピラミッドは理想形とは程遠い。従ってプラントの技術者および保全担当者は業

務が非常に多忙で、自分の担当する業務の改善および省力化についての要求は非常に強い。 

 

これに対して欧米（特に米国）では、労働流動性が高いゆえの問題点があり、日本のよ

うに組織内に全ての知識・経験を持つ担当者が育たないために、情報の記録や管理につい

てはコンピュータシステムに依存しなければならない。例えば保全管理の作業手順に例を

とると、日本では長期に勤務している担当者又は外注業者がその企業の保全のやり方を熟

知しており、作業については作業件名のみで指示を行っても正しい仕事を行うことができ

る。しかし、人材の移動がある米国では仕事の手続きやそのやり方について一挙手一投足

について指示を行わないと仕事が完了できない場合がある。 

即ち、米国においては作業の標準化を行い、その情報をコンピュータシステムに蓄え、

必要な管理プロセスで管理し、作業員に指示を行うことができないとその企業の生産活動

に直接影響が及ぶ。従って情報システムの位置づけは企業全体のインフラストラクチャー

として捉えられ、業務の標準化およびプロセスに関する「管理システム」としての位置づ

けという側面が非常に強い。 

 

（２）導入 

上記の理由から、導入の形態はおのずと決定される。日本では保全管理システムは部門

の管理下のシステムとして一般的に認識されており、本社の情報部門が主導権を取りシス

テム構築・導入を行うケースは必ずしも多くない。情報システムの構築や選択は担当者又

は担当部門で行うため、他部門の要求事項を加味し、工場全体又は企業全体のシステムに

成長することが少ない可能性がある。このためシステム構築に準備できる予算も部門単位

となり予算規模は小さくなる傾向にある。この結果社内では、同様の管理を行うにもかか

わらず異なる保全管理システムが部門単位や管理対象単位に存在することになる。 

 

これに対して米国でのシステム導入はトップダウン方式が一般的であり、企業全体で統

一されたシステムを利用しようとする傾向にある。これを可能にするのは「保全管理シス

テム」は管理システムであり、技術分野をサポートする個別のシステムは別途存在するこ

とが挙げられる。管理者は管理視点から共通化され、透明性で堅牢なシステムを好む傾向

にあり、米国特有の労働流動性の特徴と相まって企業ワイドで適用される保全管理システ

ムが導入されている。 
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（３）システムに対する要求事項 

日本における保全管理システムの導入の主役は各保全部門の管理者、担当者およびエン

ドユーザである。従って構築されるシステムについてはエンドユーザの強い意志と要求事

項が反映される。本項（１）で記述した通り、担当者は多忙な時間を割いて保全管理シス

テムへデータを入力しまた情報を参照することから、保全管理システムの機能は担当者の

業務を肩代わりして軽減する機能、改善を行う情報を出力できる機能などが非常に重要に

なる。このため保全管理システムには技術的な分析要素を加えたシステム（例：減肉管理

システム、劣化診断機能など）が存在する。 

更にシステム導入について本社の IT 部門が関与することは必ずしも必須ではなく、情

報技術の観点からのシステムアーキテクチャーやソリューションを評価されることは少な

い可能性がある。逆に本社の情報部門として、プラント固有の技術に関連したディスカッ

ションを行うことや、プラントや工場で使用する現場のシステムに対して直接的な指示・

監督を行うことは、知識や職責（本社部門と各サイトの情報部門・ユーザの間では中央と

地方といった物理的な距離も関係して、本社部門が関与を敬遠する場合もある）の関係で

少ない場合がある。 

日本における保全管理システムの構築・導入は「ボトムアップ方式」である。 

 

もう一つの非常に大きな特徴として、システムをエンドユーザが使用する場合はその「使

い勝手」が非常に重要で、この要求事項がシステム構築における導入コストを増加させる

一因になっている場合もある。エンドユーザがシステムを使用するが、保全管理の場合エ

ンドユーザは現場の作業員であり、また協力会社の社員である。従ってシステムが使いや

すくないと情報の入力が滞り、有効な情報の出力ができなくなることでシステムの陳腐化

を生じさせる。 

 

これに対してグローバルでは、保全管理システムは文字通り「管理システム」であり、

「トップダウン方法」でシステム導入が決定される傾向にある。また管理面をサポートす

る設備台帳、作業管理、調達管理、在庫管理、契約管理および安全・環境管理などは管理

側面と技術側面でシステムとして分離され導入される。例えば劣化診断を例にとると、以

下のシステムの組み合わせで管理される。 

 

 共通の保全管理システム（情報の収集、管理を担当する。） 
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 劣化診断用の専門の技術システム（分析・評価などを担当する） 

 

これは日本では担当者が技術的な評価を含めて作業の全てを管理するのに対して欧米で

は作業管理の管理者と技術評価を専門に担当する技術者、実際の作業により測定作業を行

う作業員の連携（コラボレーション）で実現されるため、管理者は管理の目的に合致した

専門のシステムを利用し、技術者は数値計算や統計分析などのシステムを使用して分析・

評価を行う。この統計解析システムは別の分析用途にも使用できるため、日本のように具

体的な目的に合わせた個別システムを使用するのではなく、システムのコンポーネントを

分けて、それぞれに専門のシステムを割り当てる傾向がある。 

 

（４）情報リテラシー 

情報リテラシーは情報システムを使用するうえで非常に重要なスキルである。このリテ

ラシーの「ある」「なし」によって情報システムに求められる機能は大きく変わってくる。

保全管理の分野でその特徴的な事例をいくつか提示する。 

 

ビジネスインテリジェンス 

情報システムでは様々なデータを扱ってはいるが、そのデータが直接的に情報になるか

は別次元の問題である。例えば保全管理を行うためには各保全対象の管理者が、円滑に定

められた保全作業を滞りなく行っているかを知るためには、「積み残し作業」に関する件

数や費用、工数などを集計して保全管理の進捗状況や遵守率を計算することで管理を行う

ことができる。このような要求事項については所定の分析帳票を作成して週次、月次など

のタイミングで分析することで実現できる。 

一方、データウェアハウスのような機能を使用して担当者や管理者が自分の要求時応じ

たデータ分析を提供するビジネスインテリジェンスという機能を使用して情報分析を行

うスタイルもある。 

所定の分析帳票を用いて情報を出力する場合、その分析軸に従った評価を行うことは非

常に簡単で効率的であるが、その分析軸を超えて情報を提供することはできない。これに

対してビジネスインテリジェンスは利用者が自由に様々な分析軸を設定できることから、

情報リテラシーを持つ担当者や管理者にとっては非常に有益なツールであるが、システム

を上手に使用するためには使用するビジネスインテリジェンスの機能を学習し把握する

必要がある。この反面、分析方法を誤ると、間違った情報が提供され誤った判断を下す要

因にもなる。 
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日本ではどちらかというと全社の特定帳票による情報分析が好まれる傾向にある。これ

は保全管理システムがボトムアップ的な手法で導入・運用されていること、また管理職が

直接情報システムを使用してデータをダウンロードして情報分析を行うようなスタイル

で仕事を行っていないことによると考える。情報は実際の担当者から上司へ報告するよう

なスタイルが一般的である。 

これは興味深い現象である。先に本項（１）システムに対する位置づけで紹介したが、

グローバルでは標準化を促進し、人員の可換性を維持することで企業の組織自身の継続性

を担保することを紹介したが、この点に関しては、そのような考え方に逆行する。この現

象は管理者がその地位を保全し、企業活動に安定的に関与するためには自分の能力を組織

内で確立する必要があるため、情報の分析に関するコンピテンスを共通の知識という形で

共有することを避けることが一つの要因として考えられる。情報処理のリテラシー能力は

管理職としてのコア・コンピテンスである。 

 

星取表 

保全スケジュールを、縦軸に設備・作業を並べ、横軸に期日（週・月・年など）を並べ、

作業を実行すべき期間のマスに○などの印をつけて管理する表を保全管理の分野では「星

取表」と呼ぶことがある。（図 1.2.1）日本ではこの機能に強い要求と執着がある。これに

対してグローバルのユーザではこのような星取表に対する要求事項は必ずしも強くはなく

（皆無ではない）、むしろガントチャートを中心とするプロジェクト管理の機能を要求する

傾向にある。この現象は以下が原因と考える。 

 

日本では保全作業は子会社や協力会社で実施されることがあり、特に発電所や石油化学

プラントなど大規模プラント系ではその傾向が顕著である。これはメンテナンス作業が定

期点検（Shutdown Maintenance）中心で、定期点検に必要な保全作業員を常時雇用する

ことができないためである。このためプラントを保有する企業では保全計画を立案して、

協力会社などの工事業者に保全作業を請負委託する形態で管理され、保全管理はある意味

調達管理の一つのバリエーションとして捕らえることができる。実際の細かな作業の段取

りや作業手順などは長期的に保全サービスを行っている協力企業側がノウハウとして保

持しており、工事調達を行う企業側としては具体的な作業の管理を行う必要がない。また

下請法などの制約から工事発注元が協力会社の具体的な作業について逐次監視・管理を行

うことは法律上の問題になる場合がある。 
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従って保全作業を管理する企業や組織としては「星取表」レベルの管理で十分な場合が

ある。 

 

図 1.2.1 星取表のイメージ 

 

これに対して米国では保全作業自身は外注企業の作業員が行うがその作業自身の管理は、

保全作業の調達元の企業や組織の担当者が管理する必要があるため、細かな作業項目、作

業の前後関係、作業スケジュールを直接管理する必要が出てくる。つまり保全作業の管理

を含めて請負作業契約ではなく、実際の作業および労働力の提供といった使役契約で管理

される場合があり、詳細なスケジュール管理が必要になる。 

このような管理を行う場合各作業の識別、作業の上下・前後関係の定義、具体的なスケ

ジュール、必要作業員（人的資源）、資源に関連した予算などを統合的に関するためにプ

ロジェクト管理システムを使用するのが一般的である。 

このような仕事の上下・前後関係およびスケジュールなどを管理する行為は WBS（Work 

Breakdown Structure）管理と呼ばれ、その管理システムとしてプロジェクト管理システ

ムがある。（図 1.2.2） 

 

このプロジェクト管理のコンセプトや意味、実際のプロジェクト管理システムはビジネ

ス関連学部の大学の教育プログラムで紹介されていると思われるが、実際にシステムを活

用して仕事を管理しているかについては、欧米と比較すると日本では必ずしも傾向が強い

又は同等とはいい切れない。 

 

これも情報リテラシーを比較する一つの視点としては典型的な例と考えることができる。

作業を管理する環境は異なるが、一般的に知られているソリューションや情報システムに

ついての知識や活用方法の模索は重要と考える。 
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図 1.2.2 ガントチャートによる WBS 管理画面の一例 

 

（５）標準化 

どの国でも、標準化については総論としては賛成であるが、各論として反対というのが

一般的である。その理由は、標準化は組織のために行うもので個人のために行うものでは

ないからである。 

この点で、保全管理システムに限っては作業を行う現場の意見や要求事項を標準化して

システムを構築することは難しい。これは組織のガバナンス管理にも起因している。通常

企業を支える情報システムの例を表 1.2.2 に示す。 
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表 1.2.2 企業を支える代表的な情報管理システムの例 

情報システム名 機能の概要 

会計システム 企業会計全般を支えるシステムで貸借対照表／損益計算書を作成す

るための関連システム全般。現在では工場やプラント単位で独自に

会計システムを持って管理している例は少ない。会計コンプライア

ンスの管理は重要であり、会計システムは本社 IT 部門によって管理

される。 

調達システム 企業活動に必要な資材および使役の調達管理を行う。調達コンプラ

イアンスの管理は重要である。原材料に関しては本社調達システム

が管理するが、プラントや工場の保全管理に関する調達事項は個別

のシステムで管理される場合もある。 

調達システムは本社 IT 部門によって管理される。 

人事システム 従業員の人事情報を管理する。人事情報はプライバシーの情報とし

て機密情報を多く含むため企業全体として管理行うことが一般的で

ある。 

人事システムは本社 IT 部門によって管理される。 

物流システム 物流は製品（および原材料、半完成品など）の流れを管理するもの

で品物＝お金であり、企業活動を支える重要なシステムである。在

庫管理を含めて物流管理は本社 IT 部門で管理される。 

営業管理システム 受注管理システムを代表とする営業システムは、顧客情報、売上情

報を管理するシステムで本社 IT 部門によって管理される。販売する

対象によってはシステムが異なる場合がある。 

 

このような分類において保全管理システムが登場することはあまりない。従って主要な

システムとは必ずしも認識されていない可能性がある。また保全管理システムは先に指摘

した通り本社 IT 部門の管理下にない場合がある。 

しかし、企業の製造・生産活動を支えるのは製造設備であり、プラント設備であり、ま

た工場施設である。保全管理をおろそかにすると設備の故障が増加し生産活動に支障をき

たすのみならず、事故の発生は周辺住民を含めて安全や環境に大きな影響を与える。 

この点を考えると、保全管理システムに対する評価は実質の役割に比較して低いように

感じられる。 
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また標準化の観点から考えても、ユーザの要求事項に呼応して複数の会計システムや人

事システムが導入されることは通常は考えられない。これはシステムの標準化に関連する

意識の違いを表していると考えられる。 

更に、（１）情報システムに対する位置づけで記述した保全管理に関する背景やものの

考え方の違いにより、日本ではプロセスや情報システムを標準化した形での導入は最近ま

であまり多くはない。 

しかし、プラントにおける重大事故の発生、企業の社会的責任（Corporate Social 

Responsibility：CSR）の強化などにより 21 世紀に入って以降、企業全体としての保全管

理システムの導入が日本でも始まってきている。この一つの典型的な例として原子力発電

所での資産・保全管理が上げられる。原子力発電所ではプラントの安全性の更なる確保、

プラント寿命の拡張（コマーシャルライセンスの延長）および運転効率の向上を目的とし

て、電気事業法が改定され、従来の定期点検単位での一括管理から、電力会社が個別機器

単位での保全計画書の作成、定期事業者検査による監査などの新管理プロセスが導入され、

より決め細やかな保全管理の実現と監査可能な証跡の必要性の導入など改革プログラムが

導入されつつある。 

これは規制緩和にともなう規制強化の側面でもあり、そのバランスを鑑みて効率的な資

産・運転・保全活動を行うためには、より標準化の方向性が明確になってきている産業分

野である。 

 

この点で企業全体としての標準化とビジネスプロセスの構築や他システムとの連携など、

従来の各部門だけでは実現できなかったシステム導入を行うことが必要になると考える。

このような企業全体として取り組む資産管理を Enterprise Asset Management（EAM）

と呼ぶ。図 1.2.3 に EAM の適用分野を示す。 
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図 1.2.3 Enterprise Asset Management（EAM）の対象分野 

 

１．２．２ IBM の資産管理ソリューション Maximo の機能概要 

今まで説明してきた企業ワイドでの保全管理システムとして IBM のシステムを例とし

て保全管理システムが具備すべき機能を紹介する。本項では具体的な製品の機能について

触れるが、運転と保全を管理するシステム構築にあたり、備えるべき機能の一つのモデル

として位置づけ、システム導入や構築に関しての参考になれば幸いである。 

 

（１）資産台帳機能 

一般的に保全管理の領域では「資産」という呼び方を聞くと金融資産などを含めた一般

的な資産を連想するが、企業全体の保全管理対象物を「設備」と呼ぶと誤解を生じる可能

性があるため一般的な用語である「資産」を使用して説明を行う。例えばプラントや工場

の製造現場を担当している管理者にとっては「設備」や「機器」といった用語が分かりや

すい。一方、ビルや施設を管理する担当者にとっては「機器」という呼び方は適当でない

場合がある。更に企業全体としての管理を目指す場合、車両や情報機器なども管理対象と

なるために「資産」として表現する。 
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資産台帳を構築する場合、ポンプ、バルブ、計装設備などの種類が異なると管理項目が

異なる。また設備は別の小さな設備で構成されていることがあり、この階層を「設備」→

「機器」→「部位」などと表現する場合がある。通常の情報システムの設計論ではこのよ

うな実際に現実にある事物をモデル化することを物理モデルと呼ぶ。資産台帳の構築には

データベースが必要なことからこの物理モデルをデータベース上のテーブルと呼ばれる記

憶区画上にマッピングしてデータベースの定義を行う論理モデルを設計する。 

この段階で、正規化（Normalization）を行わないと物理モデル上の１事物に対して一

つの論理モデル上のテーブルが割り当てられる可能性がある。この場合ポンプ台帳、バル

ブ台帳、計装設備台帳などが設計され使用される。 

このときの問題点としては無数にある設備の種類単位にテーブルを設計していたのでは

標準化を行うことは難しく、またこの理由により、保全部門内で複数の管理システムが存

在する理由にもなる。 

 

この問題を解決するために“資産とは、ある特定の場所や機能単位（ロケーション）に

配置され、個別管理（１品づつ個別識別番号を持ち管理する）を行う「物」”であるという

定義に基づき、正規化を行うことで、全ての資産の分類に使用できる一般化された資産台

帳を作成することができるようになる。Maximo では一般化された資産およびロケーショ

ンの概念を導入し、異なる分類の資産を統一データベースで管理できるよう工夫されてい

る。 

 
図 1.2.4 資産台帳でのロケーション階層・資産階層・部品との関連付け 
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（２）調達管理機能 

資産は工事業者によって構築されるか又は外部のメーカーから資材を調達することによ

って企業や組織内に配置される。この点から考えると資産管理と調達管理は密接に連携す

る必要がある。しかし、残念なことに調達管理システムは調達部門の観点から設計・導入

されることが多く、保全管理の立場にたったサポート機能が十分に実現されているとはい

えない場合がある。例えば調達システムでは「XXXX 工事一式」といったような工事案件

名で調達要求や注文が管理される場合があるが、保全作業員の立場ではその工事が実際ど

の機器に対して実行されるのかを管理したい。しかし、このような情報を調達システムに

入力できるとは必ずしもいえない。 

従って、保全管理者や担当者は、また別のデータベース（例：表計算システムなど）や

メモなどに記録をとり保全対象資産、保全作業および調達を個別に関連付けて管理してい

る例が見受けられる。 

特にプラントなどで発生する調達行為はその件数のほとんどが保全作業に関連して作成

される調達トランザクションである。この点をとっても保全管理と調達管理の連携は、情

報管理の立場として調達コンプライアンス管理を強化するために重要であるとともに、ユ

ーザの利便性を向上させる働きを持つ。 

Maximo では資産台帳・作業管理と連携した形で標準的な調達管理機能を具備し、情報

の関連付けを自動的に行う。また実際の調達トランザクションは本社レベルの調達管理シ

ステムに自動的に転送され、調達コンプライアンスを遵守できるよう導入を行う。Maximo

がサポートする調達機能は以下および図 1.2.5 の通りである。 

 

 購買要求書管理 

 見積管理 

 注文書管理 

 受領管理（受領および検収） 

 請求書管理 
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図 1.2.5 調達管理機能 

 

 

（３）在庫管理機能 

調達された資材は在庫品として管理される場合がある。またプラントや工場内で使用す

る工具や測定器などの数量管理、貸し出し管理を行う必要がある。この要求事項をサポー

トするために Maximo では標準的な在庫管理機能を提供する。 

 

Maximo の在庫管理機能は資材や工具の利用証跡管理機能を具備しており、出庫・戻入

に際して出庫先の資産、場所（ロケーション）、担当者、作業指示書などを指定することが

出来、その在庫資材や工具が「いつ」「どこで」「だれが」「なぜ」「どのように」使用した

のかの証跡を取得することが可能である。 

以下に在庫管理の機能を示す。（図 1.2.6） 

 

 部品マスターの登録・管理 

 在庫数量管理（品名単位、ロット番号単位）、在庫品予約管理 

 再発注管理（再発注点、安全在庫数の設定） 

 資材・工具の使用に関する証跡管理 



33 
 

 

 

図 1.2.6 在庫管理機能 

 

 

（４）作業管理 

作業管理は保全管理システムの根幹を成す機能で、保全作業の計画登録、保全作業指示

書の作成、実績の記録を行う。作業指示とは言葉の印象から実際の作業者に対して作業を

具体的に指示するというイメージがあるが、実際の保全管理システムでは保全作業に関連

する情報を統一的に管理する「受け皿」であり、保全情報を参照する場合の要である。 

作業指示管理には以下の機能がある。（図 1.2.7） 

 

 作業計画の定義（作業件名、作業内容、作業ステップ、必要資源（作業員、資材、外

注サービス、工具）の標準化とテンプレート化 

 作業指示書の登録・管理 

 作業対象資産・ロケーションの特定（１作業複数対象の定義可能） 

 作業責任者・作業スケジュールの定義 

 予防保全定義による作業指示書の自動発行（時間ベース保全、利用度ベース保全） 

 状態監視情報からの作業指示書の作成 
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 作業員割当て管理 

 作業実績情報収集 

 ステータスによる作業進捗の把握 

 作業指示からの資材・工具予約 

 作業指示からの自動調達作成 

 

図 1.2.7 作業指示書と作業進捗 

 

作業指示書は、その呼び方は異なっても全ての保全管理システムにある機能であるため、

機能概要については簡単に触れたが特徴のある機能を以下に示す。 

 

【原価計算用の経費トランザクションの作成】 

作業指示書では金銭に関連する行為を行う場合（例：作業員の実際の作業時間の登録、

在庫品の出庫・戻入、作業に関連した調達行為、工具の使用）にはその費用（原価情報）

を経理システムに転送して詳細な原価管理を行うために、借方・貸方の勘定科目および会

計期間情報を伴って仕訳トランザクションを自動的に生成する。 

勘定科目は実際に作業を行う担当者の分類（例：内部作業員／外注作業員）、資材分類

コード、作業対象資産・場所などの情報から自動的に選択されて記録される。これは保全

情報を原価情報に関連づけるための重要な機能である。 
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【作業指示書の階層管理】 

ロケーション（場所）や資産には階層があることを先に示したが、作業にも「工事」→

「個別工事」→「作業」など階層を持って管理したい場合がある。Maximo では作業指示

書を階層化して管理することが可能で、この場合は以下の管理を適用できる。 

 上位作業指示書による一括ステータス管理 

 作業終了条件の設定による作業順序管理（先行作業が完了しないとシステム上、従属

作業は開始されないなどの制御） 

 作業指示書から関連作業指示書の作成（例：暫定作業に対する恒久対策作業の作成な

ど） 

 

（５）契約管理 

契約管理は調達管理の一環であるが、調達に関しての契約を管理する。通常プラントな

どでは契約を実際の保全管理者が管理している場合があり、調達はその契約に基づいて作

成されなければならない。Maximo ではこの要求をサポートするために以下の契約につい

て管理機能を具備する。 

 主契約（基本契約） 

 購買契約の定義 

 リース／レンタル契約 

 保証契約 

 契約条項の管理 

 

（６）その他の機能 

Maximo では資産・保全管理を統合化されたプラットフォームで実現するために以下の

ような補助的な機能を有する。 

 

機能名称 機能説明 

データベースの項目管理 ユーザが独自に管理しているデータ項目を追加、変更を行う。

画面変更機能 ユーザの要求事項に従ってある程度の画面のレイアウトの変

更、追加データ項目の表示をプログラミングレスで実現 

KPI 設定機能 主要評価指標（Key Performance Indicator）の設定 
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ワークフロー設定機能 部門内、部門間での承認・決済のためのワークフローの設計

機能。 

電子メール送信・受信機能 イベント発生時点での電子メールの自動送信、電子メールか

ら作業要求を自動作成する。 

エスカレーション機能 作業の遅れなどを検知して、督促のためのアクションを実行

する機能。 

セキュリティー設定機能 ユーザのセキュリティー権限に対して、画面、レコードおよ

びデータフィールドのアクセス権限の設定（ReadOnly, 

ReadWrite, Hide, Mask など） 

インターフェース機能 他システムとのインターフェースに定義。以下のプロトコル

をサポート 

 HTTP 

 EJB（Enterprise Java Beans） 

 ファイル（CSV、XML） 

 データベーステーブル間転送 

 JMS（Java Message Service） 

 Web サービス 

 その他 
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図 1.2.8 に Maximo 機能の全体図を示す。 

 

 
図 1.2.8 Maximo の機能全体図 
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１．２．３ 米国における EAM の典型的な導入事例と効果 

前項で言及したが２１世に入って以降、企業全体で資産・保全管理に取組む企業が出て

きている。この具体的な事例について米国の例をいくつか紹介する。 

 

（１）電力会社での導入事例 

米国の電力会社 A 社は Maximo を使用して企業の様々なビジネスに関する資産を、一つ

のプラットフォームを使用して統一管理を行っている。この企業は火力発電、原子力発電、

配電業務を行っている。電力会社のような大規模な企業になると通常事業部門が異なる場

合は、各々のシステムを個別の部門が選択して導入する場合が多く見られる。しかし A 社

では企業全体の効率向上を目的として１システムで統合管理を行うことを模索した。シス

テムの導入の目的は以下の三つの視点に従って以下のように定められた。 

 

 最適化の実現 

(ア) 投資金額の抑制による投資効果の相対的な向上 

(イ) 無駄作業、重複作業、再作業の削減 

(ウ) 管理面での複雑性の低減 

(エ) 自動化の実現 

(オ) 米国電力業界における競争力の強化 

 標準化の推進 

(ア) ドキュメント化された持続可能な標準管理プロセスの構築 

(イ) 情報一貫性の確保 

(ウ) 作業品質の確保 

(エ) 部門間の壁を越えた標準化の実現 

 対応速度と柔軟性の確保 

(ア) システムの変更容易性の確保 

(イ) ビジネス変化への即応性の強化 

 

この導入の実現を支えたコンセプトは、火力発電、原子力発電、配電業務など使用して

いる機器や管理対象をサポートする技術は異なるものの、設備台帳、在庫管理、調達管理、

作業管理など共通に適用できる分野は非常に多く、ビジネスレイヤの標準化と個別技術の

支えるシステムとの融合を考慮したことにある。この結果、約 500 のシステム間インター

フェースを削減し、システム間での独立性を確保するとともに、システムの全体としての



39 
 

柔軟性を向上させている。 

 

（２）国際空港での事例 

米国の B 国際空港では空港施設、ボーディングブリッジ、昇降機、受電設備、滑走路、

誘導灯、下水・雨水パイプラインなど統一管理を行っている。この中には空港セキュリテ

ィー関連設備、セキュリティーカメラ、施錠なども含まれる。更に空港の運用に欠かせな

い情報システムを Maximo を使用して管理を行っている。 

 

この組織の最も大きな特徴は情報システムのサービス管理の標準である ITIL2

（Information Technology Infrastructure Library、現在は ISO20000）の管理モデルに

従って空港全体の管理プロセスを構築しているところである。通常保全管理については

MIL 標準などで保全の個別プロセスに関しての標準を参照することができるが、空港とい

うサービス業としてのサービス管理を中心に捕らえている標準はない。ITIL は情報機器管

理サービスにおけるサービスサポートの管理方法を記述した規定で、英国商務省で開発さ

れ英国標準（BS15000）に登録された管理プロセスである。 

 

この事例の特徴は、プロセスを情報インフラストラクチャーの管理だけではなく、空港

の施設を始めとする様々なインシデント管理、問題管理、予防保全管理、変更管理、リリ

ース管理および設備データベースの維持管理に共通に適用していることである。 

 

図 1.2.9 に参考までに ITIL のサービスサポートプロセスのダイアグラムを示す。この図

を見ると、このプロセスが保全管理におけるトラブル対応プロセスと非常に類似しており

共通に適用できることが理解できる。 

 

                                                  
2 ITILⓇは、英国およびその他の国における英国政府 Office of Government Commerce
の登録商標である。 
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図 1.2.9 ITIL®のサービスサポートプロセス 

 

 

１．２．４ 最近の着目すべき企業の要求事項 

本節の最後に IBM に寄せられるユーザの要求事項で特に注目すべき内容を紹介する。

Maximo では産業分野で特徴ある要求事項がある分野について産業別ソリューションを提

供している。その一つに石油・ガスソリューションがある。この製品はグローバルのユー

ザの要求事項を製品に反映しており、その中には前項で説明した ITIL のサービスサポー

トプロセスに酷似しているものがある。 

 

図 1.2.10 にそのプロセスを紹介する。 
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図 1.2.10  石油・ガス産業ソリューションの管理プロセス 

 

このプロセスでは問題が発生した情報を「インシデント」「欠陥」として登録する。この

インシデントは「調査」プロセスで原因を調査する。調査結果が明確になると問題を解決

するための「改善」活動が行われる。改善の結論によって、対象となる機器の問題を解決

するために機器の「変更」を管理する。設備変更は操業などの条件に従って逐次導入され

るためにその変更を順次適用する「リリース」管理を行う。 

 

このような管理プロセスは通常、部門内の会議に議事録や電子メールなどで、担当者間

で情報を共有され、管理される。しかし、せっかく電子化されている情報もデスクトップ

コンピュータの記録容量の不足や電子メールサーバーの容量制限などで失われていく結果

にある。しかしこの情報はその企業や組織におけるノウハウそのものであり、貴重な情報

として次世代の保全担当者でも共有されるべき情報である。この意味で、問題管理プロセ

スの全般を情報システムでカバーし、情報の有効利用を模索することは重要と考える。 

 

上記のプロセスにおける調査についての画面ショットを図 1.2.11 に示す。 
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図 1.2.11 Maximo for Oil and Gas ソリューションの調査管理に画面の例 

 

この画面は調査結果をレビューし、問題が発生した根本原因分析についての管理プロセ

スで使用するもので、問題発生の根本原因を登録して、その解決のための責任者を明確に

するものである。本機能おいて指摘すべき点は、中央にある分析タイプに「５つのなぜ」

という分析手法が掲載されている点である。この分析手法は日本の自動車メーカーが提唱

するもので、この分析手法を始めとして改善活動、TPM3活動など日本のお家芸の活動内

容は米国やアジア、中東地域などでも広く紹介され、活発に活動している。欧米の文化で

はデータの入力は担当者・作業員の職責の一部であり、データ入力について日本ほどエン

ドユーザの抵抗は少ない。このような状況で情報が有効に活用され、日本の得意分野の知

見や経験が加味された場合、競争相手である国々の追従は益々厳しくなることが予想され

る。データの入力が不得手な日本にとっては携帯端末を使用しての効率改善を行うのはも

とより、データ入力の重要性などについての教育を含めて、情報リテラシーの向上は急務

と考える。 

 

 

 
                                                  
3ＴＰＭの商標、ロゴマークは、日本およびその他の国における社団法人日本プラントメン

テナンス協会の登録商標又は商標である。 
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１．３ 国際動向を踏まえたプラント経営と保全管理システム SAP について 

 設備保全業務関連の規格に対する国際標準化の動きを踏まえ、設備管理システムに求め

られる要件（期待を含む）とそれに対するソフトウェアベンダーの対応を、SAP 製品での

対応を例に挙げて記述する。 

 

１．３．１ 設備保全関連規格に関わる国際標準化の動き 

工業分野での国際規格としては、国際標準化機構（International Organization for 

Standardization）が定める ISO と国際電気標準会議（International Electrotechnical 

Commission）が定める IEC がよく知られている。設備保全業務においては、対象とする

設備に求められる要件が、機械や電気、計装などといった機能領域や、法令や業界によっ

て、異なることが一般的である。それゆえに、従来、業界単位、国単位、更には企業単位

で、その規準や技術標準が整備されてきたといえよう。しかしながら、1990 年代以降、

事業の国際化がより進行するに伴って、各種制度の国際化も促され、設備保全に関わる規

格に関しても、国際的に統一しようという動きが見られるようになってきている。図 1．

3.1 に、その一例を示す。米国、欧州、日本という国単位での動き、石油・ガス・化学・

電力などのプロセス装置産業、鉄道といった業界での動きの一部を、簡易的に図示したも

のである。 

例えば、ISO14224 では、もともと、複数の石油会社で構成する情報共有の組織からス

タートしたもので、石油の発掘から精製に関わる設備保全の情報を広く共有しようという

動きであった。ISO として認定後は、その範囲が石油・ガス・石油化学という領域に広げ

られ、近年、更に範囲を広げていこうという動きもあるといわれている。 

IEC６２２７８では、鉄道車両や制御システムなどの信頼性（Reliability）、アベイラビ

リティー（Availability）、保全性（Maintainability）、安全性（Safety）、経済性（ライフ

サイクルコスト）について規定している。もともとは、BS（British Standard）規格や

EN（European Norm）規格にて利用されてきたものが、IEC の国際規格として認定され

たものである。 

また、国際的な取引の場においては、WTO（世界貿易機関）の TBT 協定（貿易の技術

的障害に関する協定）の存在も無視できない。これは、「正当な理由がない限り、国内規

格は、国際規格を基礎として作成しなければならない」ことを意味する。この協定の発効

に伴い、わが国でも、今後、この方針に従って、各規格の更新が進められるものと想像さ

れる。更には、この協定が、諸外国にて実施される国際入札に与える影響も想定される。

昨今話題に上げられる、社会基盤に関わる事業案件への参画時に、これらの規格が引用さ
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れる可能性がある。  

1990年 1995年 2000年 2010年

[

b
p

ﾄ

鉄道石油・ガス・化学・発電などのプロセス装置

BS

米国標準

・ANSI、OSHA/PSM….:国家規格

・ASME、ASTEM…民間規格

・API、INPO..団体規格・規準

国際標準化

・ISO規格

・IEC規格

欧州

・EN規格

DIN

国際間の取り決め

WTO－TBT協定

IEC62278*
鉄道RAMS

Safety
Availability
Lifecycle Cost
Reliability & Maintainability
Operation & Maintenance

各国の規格を国際規格に
整合化していくことで、規格
による国際貿易上の障害を
排除する

日本

ISO18435:
運転/保全の情報連携

生産/運転制御
設備状態監視
能力負荷把握
設備保全

ISO14224:
プラント保全情報の標準化

Reliability
Availability & Efficiency
Maintenance
Safety & Environment

 

図 1.3.1 設備保全に関わる規格の国際標準化動き 

 

１．３．２ 国際標準化傾向から見えてくる設備管理への要件 

国際標準化の動きを通じて、設備管理業務に対する要件を列記すると、以下の通りであ

る。 

①情報共有できること 

②監査対応できること 

③合理的な判断根拠を提示すること 

④ライフサイクルの視点から安全性と経済性を評価すること 

（１）情報共有できること 

組織かつ地域横断的な事業者内での情報共有はもちろんのこと、事業者とコントラクタ

ー間での情報共有、情報の内容いかんでは事業者間更には業界内での情報共有も念頭に置

いていると思われる。 

（２）監査対応できること 

昨今の監査の傾向として、結果の是非を問うだけでなく、その結果に至る過程をさかの

ぼることで、そもそもの原因から改善しようという姿勢が見受けられる。結果だけを台帳

に記録するだけでなく、計画、実施、結果、その結果に対する改善活動、結果の更新とい

った、継続的な改善サイクルの過程を追跡できるようなデータの持ち方が問われている。
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（３）合理的な判断根拠を提示すること 

統計理論や確率論などを駆使した数理モデルを使ってデータを分析、評価し、利害関係

者に納得が得られる形で、判断の根拠が提示されることが改めて求められている。故障や

事故のリスクを定量的に捉えて、設備の更新や保全作業内容に反映しようという動きは従

来から存在している。ここでは、ある特定の方法論を規定するものではなく、それら方法

論を柔軟に適用する際に求められるデータ項目を論じているところに特徴がある。 

（４）ライフサイクルの視点から安全性と経済性を評価すること 

安全だけを強調するのではなく、その経済性からも評価できるよう、必要なデータ項目

が論じられている。設備にかかる費用を、初期費用だけでなく、その維持・運用、更には

廃棄の費用にも目を向けることで、工学的な観点に加え、経営的な観点からも評価するこ

とが求められている。 

 

最終的にライフサイクルの視点で設備を管理することが求められていると解釈すると、

上記の四つの視点が整合性をもっていることが感じられる。設備管理システムのベースと

なるソフトウェアを提供するベンダーの立場から考えると、情報システムに求められる機

能として、以下を想定している。 

①情報共有の基盤→一元管理（一つの事象を一つのデータで、即時性をもって共有） 

②関係者が使いやすい仕掛け→ユーザに見合った画面、使い勝手の提供 

③監査対応型の仕組み 

→業務を予め決めた方法で進める仕組み、その手続き履歴を追える仕組み 

④合理的に判断するために必要な見せる仕組み 

→視覚的な分析結果をその用途に見合った方法で提示 

情報システムに求められる基本的な機能としては、「設備管理業務だから・・・・」と

いう特殊なものではなく、いわゆる業務支援システムに求められる内容と大差はないと考

えている。次項では、設備管理業務という視点で、主にどのような機能が求めらているか、

について説明する。 

 

１．３．３ 設備管理システムに求められる機能例と SAP での対応 

 本項では、プロセス装置を対象として、設備管理システムに求められる機能例と SAP

での対応を例示する。 

 主要な機能として以下の通りである。 

①設備情報管理 
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②予算管理 

③保全計画管理 

④作業管理 

⑤日常修繕、検討依頼 

⑥購買管理 

⑦予備部品管理 

⑧設計変更管理 

⑨文書管理 

⑩作業安全管理 

⑪従業員管理 

⑫保全評価・分析 

上記が、設備管理業務を直接支援し、それを間接的に支援する機能として、財務会計や

固定資産管理などといった、いわゆる基幹業務機能が存在する。また、特定業務を支援す

る機能として、工事積算や工程管理、配管管理、個別の設備の状態監視などといった機能

も挙げられる。図 1.3.2 参照。 

設備情報管理
設備階層
設備仕様

重要度

保全計画管理
保全周期
管理基準

定型工事仕様

日常修繕、検討依頼
日常保全依頼
不適合、是正処置検討

作業管理
作業計画
作業調整

実績登録

設計変更管理
設計変更依頼
変更実施
変更履歴

保全評価・分析
評価対象抽出
実績結果一覧

比較・トレンド分析

作業安全管理
作業許可
申請手続き

従業員管理
内部単価
スキル・資格

予備部品管理
予備部品仕様
在庫管理基準
払い出し

購買管理
購買要求
契約管理

文書管理
文書情報
属性情報

バージョン管理

状態監視システム配管管理システム

予算管理
長期保全計画
年度計画

予実管理

工程管理システム工事積算システム

財務会計

固定資産管理

予算管理

購買管理

資材管理

設備管理関連機能 基幹業務機能

 
図 1.3.2 プロセス装置を対象とした設備管理システム機能例 
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 SAP の場合、図 1.3.3 で示すように、これらの機能に対して、PM、PS、DMS などと

いった製品固有の機能群で対応し、特に、設備管理業務を直接支援する機能群を総称して、

EAM ソリューションとして、ユーザに提供している。これらの機能群の使われ方は、ユ

ーザ側の要件によって、それぞれ異なっており、本項で提示した内容が必ずしも全てでは

ない。 

設備情報管理
設備階層
設備仕様

重要度

保全計画管理
保全周期
管理基準

定型工事仕様

日常修繕、検討依
頼日常保全依頼

不適合、是正処置検討

作業管理
作業計画
作業調整

実績登録

設計変更管理
設計変更依頼
変更実施

変更履歴

保全評価・分析
評価対象抽出
実績結果一覧

比較・トレンド分析

作業安全管理
作業許可
申請手続き

従業員管理
内部単価
スキル・資格

予備部品管理
予備部品仕様
在庫管理基準

払い出し

購買管理
購買要求
契約管理

文書管理
文書情報
属性情報

バージョン管理

状態監視システム配管管理システム

予算管理
長期保全計画
年度計画

予実管理

工程管理システム工事積算システム

財務会計

固定資産管理

予算管理

購買管理

資材管理

設備管理関連機能 基幹業務機能

PM
プラント保全

PS
プロジェクト管理

PM
プラント保全

MM
購買・在庫管理

DMS
文書管理

PM
プラント保全

HCM
人事管理

ECM
設計変更管理

PM
プラント保全

BW
データウェア

ハウス

SAP EAM

 
図 1.3.3 プロセス装置を対象とした設備管理システム機能例 

 

１．３．４ SAP での設備管理システム実現例 

 本項では、1.3.2 項で示した以下の四つの視点から、設備管理業務をどのように支援で

きるのか提示する。 

①情報共有の基盤→一元管理（一つの事象を一つのデータで、即時性をもって共有） 

②関係者が使いやすい仕掛け→ユーザに見合った画面、使い勝手の提供 

③監査対応型の仕組み 

→業務を予め決めた方法で進める仕組み、その手続き履歴を追える仕組み 

④合理的に判断するための見せる仕組み 

→視覚的な分析結果をその用途に見合った方法で提示 

（１）情報共有の基盤 

 いわゆる設備保全に関わる PDCA サイクルを、設備という視点で捉えた「設備管理の
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PDCA」と作業 1 件 1 件の視点で捉えた「個別作業の PDCA」の双方を一つの仕組みの中

で網羅する。個々の作業を通じて得られた作業履歴や設備の不具合や状態に関わる記録は、

その個別作業単位で仕組みの中に取り込まれ、設備台帳と関連付けも同時に行われる。こ

れらの情報は、システムにデータが保存されたと同時に、関係者が参照できる仕組みとな

っている。（図 1.3.4 参照）これによって、保全全体の計画から個別作業の管理、保全に関

わる各種評価、分析に用いるデータの重複管理を防ぐ。データの正確な管理を実現し、か

つ効率的な管理も実現するものである。 

Plan

プラント全体経営の視点からKPIを設
定しEAMで評価

EAMで目標未達成KPIの原因を分析
し改善策を立案

EAMを使用して保全業務を実施
⇒ 保全業務の計画、実績をEAMへ登録
例：作業の計画日および実施日、資材の納入予定日および使用
実績、故障原因と対応、改善提案、設備の状態データ

Do Check

Action

計画・スケジュール 保全実施 作業結果の評価

保全業務の改善

継続的な保全基準見直しによる保全
最適化
例：実績データ分析により保全周
期延長可能と判断された機器の
点検周期を延長

本部の事業戦略に基づき計画を策定
例：設備予算策定、点検(保全)基準、定期点検計画

定期点検計画予算策定

設備管理のＰＤＣＡ

作業
指示

個別作業のＰＤＣＡ

P

DC

A

 

図 1.3.4 PDCA サイクルをカバーする仕組み 

 

更に、図 1.3.5 に示すように、保全関係者だけでなく、会社の経営部門やプラントの経

営部門、更には作業を実施する協力企業との垂直な連携を実現することにも寄与すること

となる。 
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図 1.3.5 関係者全員で情報共有できる仕組み 

 

（2）関係者が使いやすい仕掛け 

 前述した情報共有を後押しすべく、ユーザの使用状況に応じて、操作手段や画面、操作

手順を変更させることもできる。クライアント・サーバー型システム、WEB システムと

いった違いから、携帯端末への対応、音声認識への対応、紙帳票のイメージを再現した入

力フォームの実現などといった様々な仕掛けを用意している。図 1.3.6 に一覧として整理

した。 
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• 保全依頼画面の改善
• 保全指図画面の改善
• リスト機能の簡易化と改善

• ラップトップ用簡易画面
• PDA用簡易画面 / 音声入力
• オフライン入力

エンドユーザ

• 保全技術者用
• 保全計画担当用
• 保全作業監督用

SAPGUI
の改善

モバイル用
画面

• アドビを使用した入力フォーム
• 紙に近い見た目の入力フォーム
• オフライン入力

PDF画面

• 作業を中断することなく音声入力

• 特定音源の音を低減して入力者の音声を
認識

国内においては実現検討中

音声入力
（VoiceXML）

保全業務用
Webポータル

紙帳票からの
読み取り

• 紙帳票上のデータを複合機で簡易に入力
• 数字、テキスト、画像情報として認識

• 富士ゼロックス社ApeosPortにて実現

紙帳票

ヘッドセット

 

図 1.3.6 ユーザーに応じた使い勝手の提供 

 

特に、作業後の実績データ入力の負荷の軽減、あるいは入力業務を協力企業側にも負担

してもらうことを念頭に置いて用意されている仕掛けが図 1.3.7 に示すものである。

ADOBE 社と共同で実現した機能であり、入力が可能な PDF ファイルにて、入力フォー

ムを提供し、データ入力者はこれまでの紙帳票のイメージ上で必要なデータを入力、保存

することでシステム側に取り込まれる仕掛けとなっている。 
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Adobe Interactive Formsで作った実績登録画面

保全担当者
による入力

テキスト入力
が可能

図面の貼り付
けが可能

チェック式や

プルダウン式の
入力が可能

入力された
データはＳＡＰ
ＥＡＭへ反映

 
図 1.3.7 紙帳票を再現した入力フォームの提供例 

 

このように、日常的にシステムを利用するユーザから必要な時に決まった機能しか使わ

ない限定的なユーザまで柔軟に対応することで、情報システム利用に対する負担感を軽減

し、システム内のデータを共有する環境実現に向けた取り組みも進めている。 

（３）監査対応型の仕組み 

 予め決められた手順に従って業務を手続きが進められるよう業務の流れを規定し、制御

するといった機能も備えている。一般にワークフローと呼ばれる機能となる。図 1.3.8 で

示した例は、異なるシステムにまたがって運用される業務を統合したものである。こちら

の機能を用いることで、ユーザにとっては、システムの違いを意識することなく、決めら

れた手順に従って、必要なデータを参照したり、更新することになる。手続き上の履歴は

システム内で保持され、監査証跡として活用することも可能である。 
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手続きの進捗、履
歴を、視覚的に表
示

個別シ
ステムＡ

個別シ
ステムＢ

個別シ
ステムＣ

 

図 1.3.8 複数システムにまたがる業務を統合した例 

 

（４）合理的に判断するための見せる仕組み 

 本項（１）から（３）で記述した機能を活用していくことで、設備管理に関わる技術的

あるいは経営的判断（例えば、点検方法や周期の妥当性に対する判断）に必要なデータが

蓄積することが可能となる。ここでは、そのデータを使って、評価や分析をより簡易に実

施するための方法の一例を提示したい。 

 例えば、リスク評価を実施する場合、以下に示すような業務改善手続きをシステム上で

実現することで対応できる。 

 ①FMEA :Failure Mode Effective Analysis に必要なデータを整理 

 ②リスクマトリックス上で評価結果を提示 

 ③推奨される対応方法の提示と現在予定されている作業一覧の提示 

 ④関連する保全計画一覧の提示 

 ①FMEA に必要なデータ項目は、設備台帳に相当するマスタデータ内で定義でき、更

に、個々の作業実施を通じて、設備の不具合や状態に関するデータも関連付けられて蓄積

されているので簡易に整理できる。②予め定義したリスク分類に従って、得られた結果を

分類する。③故障モード毎に予め定義された対応策と現時点で当該設備に予定されている

作業一覧を提示し、どこで当該対応策を実施すべきか現状に即して判断できる。④今回得

られた結果に基づき、関連する保全作業の実施方法や実施周期を変更できる。 

といった具合にシステムが、ユーザの評価、分析作業をガイドする仕組みである。ここ
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での例が最善であるかどうかの議論はさておき、このような機能を設備管理システム上で

実現することで、業務改善に対する取組における個人の技量に依存する割合を少しでも減

らし、会社としてノウハウを蓄積し、活用することにつながるのではないかと考えられる。

海外では実際に取り組んでいる事例も決して少なくない。 

 

 

FMEAに必要な
データの整理

SAP EAM

リスクマトリックス
の提供

推奨される対応策の定義と
今後の作業への対応

現時点の保全方針を評価

 
図 1.3.9 リスク評価に基づく改善サイクル例 

 

 また、マネジメントダッシュボードとして、プラント経営層、設備関連部門の管理層、

現場作業の管理層に対して、プラントの保全現場の現状を簡易に、かつ分かりやすく提供

するための取組みも行っている。例えば、図 1.3.10 で示す画面上に、スタート画面として、

把握すべき状況を一覧として表示させる。ここでは、各地域の事業所ごとに、売上高利益

率のような財務指標から設備稼働率のようなプラント稼働に直結する指標までを一覧で

提示し、更に、労働安全にかかわる状況、保全活動（保全作業）に関わる状況、お金に関

わる状況を信号機のイメージ（赤:問題、黄色:注意、青:問題なしといった定義）にて提示

している。 

 ここで問題が発生しているのであれば、当該部分の表示項目をクリックすることで、更
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に詳しい状況が画面上に現れる。例えば、図 1.3.11 に提示するような分析結果を呼び出す

ことも可能である。 

 
図 1.3.10 マネジメントダッシュボード例 スタート画面 

 

MTTR、MTBRの算出

損傷分類別の分析

故障原因別の分析

メ
ー
カ
ー

多次元テープル
プラント別
工程別
メーカー別
機器別
担当別

・・・など

 

図 1.3.11 マネジメントダッシュボード例 評価分析画面 



55 
 

１．３．５ 今後の動向 

 SAP は、ERP というマネジメントの仕組みの中で、機能とアプリケーションを充実さ

せてきた。一方、SAP 以外の周辺システムとの連携、データ活用機能なども充実してきて

おり、現在、「オンデバイス」、「オンデマンド」、「インメモリー」というテーマのもとで

次世代の情報システムのあり方を提言かつ実現しようとしている。（図 1.3.12 参照） 

 従来の PC 端末だけでなく、プラント内のキオスク端末、携帯端末といった様々な装置

を通じて、ユーザが必要とするときに必要な情報を提供する仕組みの実現に向けて取り組

んでいる。（「オンデバイス」、「オンデマンド」に対する執筆者解釈。）更には、データを

特別な圧縮技術を用いてコンピュータのメモリー上に取り込み、大量のデータを瞬時に分

析することで、情報の新たな価値の創出を図ることに取り組んでいる。これらは、情報シ

ステムが世の中で使われるようになったころから、当たり前のことのように求められなが

らも、ハードウェアやソフトウェアの技術的な制約からなかなか実現されてこなかったこ

との一つである。技術革新を通じて、今まで不可能であったことが現実のものになること

で、情報の価値が更に高まり、ユーザにとって多くのメリットが得られることであろう。

これは、設備管理の分野においても、他の業務分野と同様にいえることであろう。 

ERPPLM SCMSRM CRM IS

Enterprise Service 
Repository

SAP NetWeaver

EhP

機能の拡張

フレキシビリティの確保

インスタントバリュー・カスタマーリーチ
お客様に

とっての

価値

SOA対応
エンハンスメントパッケージ
ビジネスインテリジェンス

ISSCM

SRM PLM CRM

ERP

機能と
アプリケーションの
充実

SAP
BusinessSuite

SAP
ERP 6.0

SAP
BusinessObjects

SAP
R/1 - R/3

SAP
SCM
CRM
SRM

On Device
On Demand

オンデバイス
オンデマンド
インメモリー

 

図 1.3.12 SAP の製品開発に対するこれまでの取組 
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第２章 保全情報、運転情報の相互活用を促進するための技術課題の検討 

２．１ 先進事例と今後の課題  加工組立産業 

    自動車製造業におけるメンテナンスの統合化 

２．１．１ 受注確定生産型の生産システムの必要性 

 モノづくり効率化の徹底追求の考えから、これまでの見込み生産型の生産形態は、各カ

ーメーカーの需要予測に基づく月間・旬間の生産計画であったが、当然ながら在庫を持た

ざるを得ないしくみとなっている。 

 「多様化」「ライフサイクル短命化」が叫ばれてから久しいが、開発から生産準備、生産

そして販売の全てにおいてリードタイム最短への取組が急速に浸透し、顧客満足の向上に

向けて市場要求へのスピード・フレキシブルな対応力の醸成はもとより、自社の棚卸資産

回転率の改善による企業資産の有効活用の面からも、リードタイム短縮や在庫極小が強く

叫ばれることとなった。 

 この具現化の考え方として、BTO（Built to Order）、つまり顧客の注文を日々の生

産計画にダイレクトに折込み、短時間で販売会社に出荷するための受注生産型のしくみが

あり、それは限りなく無在庫に近い生産の実現に向けた仕組みといえる。 

また、上記の生産形態では必然的にフレキシブルさが求められ、多車種・変量の市場ニ

ーズのもとに、製造ラインは多車種混流生産を基本としたものであり、更に車両生産の１

台毎の生産順列と１台毎の各工程の通過時刻を確定した計画生産であるといえる。 

 参考に、日産自動車のホームページ情報より「同期生産」の考えをみると、日産自動車

は受注生産型「同期生産」を１９９７年に導入宣言した。 

同期生産とは「お客さま情報（受注情報）を上流工程から下流工程までが同時につかみ、

はね出しのない一貫したモノの流れを構築し、おのずと生産順序も乱れない生産状態」と

定義された。 

従来は、機械加工、プレス、車体溶接、車両組立などそれぞれの工程ごとに進みがちで

あった生産方式や改善活動を実施していたが、工程間にまたがる「モノと情報の流れ」を

軸に、顧客の受注を基点とした全体最適の改善を進めることを明確に打ち出したものと理

解することができる。キーは「一つの情報」「同期展開」「リードタイム短縮」である。 

 しかしながらこの考え方を高いレベルで実現するためには幾つもの生産制約条件を改善

し、同期生産達成の要件確立が重要であることは言うまでもない。この確立すべき要件の

一つに「高効率な生産設備の運転を条件づける設備信頼性があり、それを戦略的に達成す

るコアとしての保全の役割がある。」 

従来の生産計画指示である月間、週間、デイリーの単位から上記で述べた順序・時間
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（時・分）計画となることで格段に計画遵守のハードルが高くなっており、おのずと高い

レベルの設備信頼性が求められるとともに、製造コストにそのつけが廻ることのない効率

的なメンテナンスが同時に求められることとなる。 

生産とメンテナンスの統合を考える参考として図 2.１.1 に求める生産システムの考え

を示す。 

競争力：QCD＋Speed

完成
検査組立塗装車体圧造

エンジン ミッション アクスル

サプライヤー
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開発 量産化生産準備

試作 試作

お客様

確定受注計画生産

基盤を支える

設備信頼性設備信頼性構築技術構築技術

組立計画に
アクチャﾙに対応

PRESS BODY PAINT
TRIM・
CHASSIS TEST

確定計画の絶対遵守と
リードタイム短縮

自動車製造・販売に関するSCM Speed・Flexible

 

 

 

 

２．１．２ 生産システム構築とコアとしての保全の役割 

 上記 2.１.1 項で生産システムのニーズについてその考え方の基本を述べたが、この考え

を基に生産システム構築とコアとしての保全の役割について述べてみたい。 

図 2.1.2 は生産システム構築とその狙いを示しているが、モノづくりに置けるインプッ

トからアウトプットへの変換の仕組みが生産システムであり、この仕組みによって付加価

値の水準が決まると考えている。従って仕組み構築に当たっては付加価値徹底追求、効率

化改善そしてスピード・フレキシブルを実現するリードタイム最短の考えが重要であり、

これらの結果がモノづくりの Q（品質）C（コスト）D（納期）に転化されて、市場での

競争力として評価されることになる。 

 ここで重要なことは、この QCD 水準の継続的改善を図る上において「生産基盤強化」

図 2.1.1 自動車製造・販売に関する SCM 
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の活動は必須であり、ここにコアとしての保全の役割が存在するのである。 

生産管理に係わる管理指標の代表例を考えてみると、生産システムの充実度とその実行

力を総合的に表した結果系指標として「在庫水準」および「納期遵守率」があげられる。

ましてや前記でも述べたが、生産計画は顧客からの注文要求に沿った確定受注型生産であ

り、計画的な順序、時間（時・分）の高レベルの生産計画達成が要求されているのである。 

これらの指標と設備および保全の実力は理屈なしで相関関係にあり、仮に設備故障の発

生を想定すれば即その時点で生産計画の乱れを生ずることは必定であり、未達による製造

コストアップはもとより、販売機会損失、顧客への信頼の失墜など多くの損失を招くこと

となる。従ってこれまで以上に生産と保全の統合的な管理が必要であり、これを生産シス

テム構築の一つの条件としてその仕組みに組込んで管理レベルの向上を図るべきと判断し

ている。 

上記の考え方の基本は、従来は保全の直接的な目標を結果系指標に置いて業務を遂行し、

生産計画達成に寄与していると言ってきた。また生産計画検討の場で生産負荷と保全計画

の整合性を極力図ることは実践されてきたが、はたしてここで述べている企業・事業所の

ありたい姿達成に向けた生産システム構築の考えに則って情報共有とともに業務管理の統

合がなされてきたとはいいがたいのではないだろうか。このことはいわば生産、メンテナ

ンスともにそれぞれの目的達成に向けた従来の固定的な考えに立って行動してきたもので

あるが、生産・メンテナンスの両機能が共通する狙いとその達成に向けた課題・目標のも

とに活動展開がなされることによって、個別最適から全体へ向けた管理の統合化がより進

展していくものと判断している。また合わせて生産システムの求める要件を高いレベルで

達成するための技術課題も顕在化され、またこの課題達成への PDCA 管理サイクルを廻し

続けることによって、生産システムとその中でのメンテナンスの両面がスパイラルアップ

することとなる。 

一方、何にも増して、生産・メンテナンスの統合がなされることによって「何のための

メンテナンスなのか」がより明確となった業務展開が可能となるといえる。 
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・多品種・変量・短納期に対応した確定受注生産
・モノづくり技術－業界ベンチマーク
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２．１．３ 生産情報・メンテナンスの統合的管理の実現に向けて 

（１）生産・保全情報の相互活用に関する現実的課題 

 確定受注型生産、多車種混流生産、車両１台ごとの生産順序・時間（時分）計画生産の 

高いレベルの達成、ここに向けた 4M を基調とした生産条件の確立が求められる。生産設

備においてはそのコンディションを安定的に高いレベルで維持することが必須条件であり、

設備の劣化進行と機能状態の変化をより的確に捉えて、設備負荷に応える運転の実現（要

求機能に対する設備の適合性）が求められる。 

 これらの情報の相互活用は、生産・保全の各々の個別最適によって生ずる固定的な相互

制約が確定受注型生産の壁になっていたといっても過言ではない。しかしながらこの壁を

打破する考えとして、確定受注型生産を実現する生産システムの構築が両者の統合的管理

の実践をまさに必要としているのである。 

生産計画を日々達成すること、そのための統合的管理の実現を図る上で両者の情報共有

がどのように実践されるべきかを考えてみたい。 

図 2.1.2 生産システム構築とその狙い 
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生産・保全の情報共有と統合的管理
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図 2.1.3 に生産・保全の情報共有と統合管理について示すが、年間、月間レベルにおい

ては、年間生産負荷／能力検討会と月間生産検討会で互いの情報を基に生産計画、保全計

画両者の計画を整合性をもって実現するための検討が実施される。 

保全においては、日々の生産設備稼働管理システムからの設備故障情報（機能停止・機

能低下の両面）を CMMS（Computerized Maintenance Management System）に

取り込み、加えて定期、予知両面の保全情報を基に、劣化と機能低下の分析、判断によっ

て保全優先順位と保全時期を判断して保全計画を立案し、生産との検討を基にスケジュー

ルを決定している。 

車両生産工場では、需要判断による生産計画とその達成が基本的考えであり、保全はこ

の計画達成を保証する機能として信頼性と保全精度向上への管理サイクルを廻すこととな

る。車両生産工場では、プロセス系企業で実行されているシャットダウンメンテナンスは

極めて稀であり、保全タイミングの基本は、週の休日、夏季、冬季などの長期休暇と新車

展開による既存ラインの改造停止を利用した保全実行が基本となる。なお、日々の不具合

の復元、小改善については、生産シフト間などの非稼働時間を利用しての作業となる。 

 また、図 2.1.3 で示す日々の生産・品質ミーティングでは、基本的には毎朝に実施し、

製造、保全部署はもとより技術、検査の関係部署が集まり、短時間に昨日（昨夜）の生産

実績と計画未達情報を共有し、処置・対策を当日完了の考えで実践している。 

図 2.1.3 生産・保全の情報共有と統合管理 
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このミーティングで活用される代表的な情報は、生産設備稼働管理システムより自動集

計された生産実績情報および設備停止情報などの生産遅滞情報であり、これらを基に処

置・対策検討が実施されている。 

車両製造メーカー間によって、ここで述べる生産設備稼働管理システムの呼び名および

機能について多少異なることは否定しないが、基本的には生産ラインの稼働管理のもとに、

生産計画達成とその阻害要因をタイムリーに発信し且つ記録して、迅速な対策へと繋げる

情報共有マネジメントの仕組みであることに相違はないと判断している。 

従って、この仕組みこそがモノづくり最前線である製造工場での QCD 目標達成と、こ

れらと同期したメンテナンス精度向上への源であると判断している。このしくみを共有し

て、日々の中で発生している変化やその事実を捉えて迅速に対応することが生産速度に対

応したマネジメントの基本的な要件である。生産順列、時間・分の生産スピードに則した

情報収集と、異常あるいは変化に対するスピーディーかつ的確な判断、そして処置・対策

へのアクション、このことが統合的管理の原点であるといえる。 

車両工場の設備面から見たボトルネックは車体溶接工程が各社の共通した実態ではない

だろうか。この車体溶接ラインの生産タクトタイムは負荷によって変化するが、ほぼ１台

／１分である。従って 1 分の設備故障停止で 1 台の生産未達を生ずることとなり、順序・ 

時間確定計画の１００％遵守へのハードルの高さを痛感するものである。 

 各社の実態はどのレベルか？ 

これは各社の競争力を示す実績値であり、公開されていないがほぼ１００％＊１に近い水

準で確定生産計画を達成していると判断している。（＊１：１００％とは、確定した時間計

画に対して、進み・遅れの許容値、例えば±１時間の幅の中であれば達成と評価した結果

の遵守率である）従って、上記の結果をもたらす設備信頼性についても技術課題解決の継

続的取組によって「高いレベル」を実現しかつ維持することが必須であり、その取組みが

実践されてこそ、生産・保全の統合的管理を推進するうえでの基盤といえるのではないか。 

 

２．１．４ 設備信頼性向上への取組み 

２．１．３（1）項で述べた、高いレベルの生産計画を高いレベルで達成するためのメ

ンテナンスの取組みはいかにあるべきか。その一考察として考えを述べる。 

設備信頼性向上目標達成のプロセスを大きく分ければ以下に分類される。 

 ・新車両生産設備対策 

 ・現行車両生産設備対策であり、現行車両は機器信頼性向上を含めて、MTBF 延長対策 

と MTTR 短縮化対策がある。 
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いずれも情報の相互活用は課題であり、これまでの経験を基に情報共有と統合的管理に

ついて述べるとともに、更に改善に向けた技術課題を挙げる。 

（１）まずは新車両生産設備対策について、情報共有と統合管理の面からその要点を述べ 

る。 

その基本は、新車両の工場展開あるいは増産対応設備増強計画展開の基本計画段階にお

いて設備信頼性目標とその達成への予算の大枠設定を決め、更にそれを具体化した生産工

場での量産立上りに至る間での設備信頼性目標達成に向けたプロセス展開（設備、生産両

面の初期・流動管理）である。 

当然のことながら新車両生産準備展開における初期目標達成に向けて、生産技術・製

造・保全・品証などの関連部署が各部署の役割を方策系目標値として明確化し、かつ部署

間連携を密接に取って、制約された時間の中で目標通りの量産立上りの業務展開を実施し

ている。従って目標達成に不可欠な関係部署間の情報連携と統合的管理が実践されてこそ

狙いに到達するものであり、タテ・ヨコ組織の情報連携と相互活用の仕組みとその運用が

重要である。 

図 2.1.4 に、目標達成に向けた組織展開を示す。この図が示すように、組織トップの結

果系目標（ここでは、新車両生産立上げに関する QCD 目標）と各部署 WG の到達目標（ト

ップ目標に対しては方策系管理項目となる）をトップ目標との関連付けを含めて設定確認

し、タテの目標達成とタテ間の進捗を把握して、解決すべき課題に対しては部署間共同で

の取組みを実施する。また、周期的な全体進行確認の場を設定して、結果系、方策系両面

の進捗と問題点の確認と対策推進の検討を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.1.4 新商品生産準備での初期・流動管理推進活動組織と統合管理 
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（２）もう一つの課題である現行車両生産設備対策についても、情報共有と統合管理の面

から、その要点を述べる。 

前記の２．１．１項および２．１．２項では確定受注型生産での生産順序・時間計画達

成に対する高いレベルの設備信頼性のニーズ、更に２．１．３（1）項にて生産・保全の

情報共有と統合的管理の取組みから両者の統合への接点を述べた。その具体的な考えとし

て生産設備稼働管理システム情報を CMMS に取込み、保全計画への反映についても述べ

てきた。 

 更に生産設備稼働管理システム情報は生産シフト単位に自動集計されて、日々の生産・

品質ミーティングで活用されており、年間計画レベルから日々の生産計画、保全計画とそ

の実践、そしてこれらの過未達分析とフィードバックがなされている。図 2.1.3 に示す各

時間階層（年、月、日）の管理サイクルを廻して、生産水準（生産能力、計画遵守率、在

庫水準など）と保全管理水準（MTBF、MTTR、健全性評価判断技術、保全コストなど）

両面の水準改善を継続的に図り、付加価値追求を限りなく実践することが重要である。 

 上記の考えと実践そして生産・保全の統合的管理の考えを基に、両者の活動を一体化し

て、保全においては一層の設備信頼性向上を果たす実践的取組みについて考えてみたい。 

図 2.1.5 は上記で述べた一体化の取組み事例である。 

縦軸に生産計画遵守率、横軸に直毎（生産シフト毎）に達成すべき故障強度率（各生産

ラインの実力を基に、ライン単位に個別に設定する）を置いて、両者の相関を取って生産

計画達成と設備信頼性向上の関連を明らかにした改善への取組みを示したものである。 

この取組みによって設備停止リスクを計画的に軽減し、生産計画遵守を安定向上させるこ

とが可能となり、この活動結果による波及効果（生産性、製造コスト、設備信頼性技術な

ど）も大いに期待できるものである。 

 なお、生産シフト毎（直毎）の故障強度率としたことの意義は大きい。 

その第一は、生産速度に対応した管理、改善が重要であり、生産体制がシフト毎で設定さ

れるのであれば、その単位で管理、改善を実施して、少なくともシフト毎の生産を達成す

ることである。（前月１ヶ月の実績を翌月の月頭に集計して、月の平均遵守率および故障強

度率を評価していては、生産速度に対応しているとは言いがたい） 

第二は、この取組みによって、設備信頼性の水準をより短期に改善をもたらす活動がで

きることである。図中の設備信頼性と生産計画遵守率の改善によって、「計画絶対遵守領域」

への到達を果たすべきである。 
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同様に、図 2.1.6 に設備総合効率改善の取組み例より、生産シフト毎の管理実態を示す。

この実績管理は製造部署のライン責任者によって管理されているが、保全を含む関係部署

との情報共有は勿論のこと、シフト目標達成に向けた一体化した共同活動である。 

シフト目標達成の「勝ちに拘り」未達シフトに対しては、即刻対応の考えで処置、対策

を実践することが重要であって、関係部署間の意識・責任、連携が強く求められる。シフ

ト目標を達成することによって、バラツキ幅縮小とライン運転効率の水準向上が図られる

とともに、一方は製造、保全の部署間のタテ壁を越えた一体活動が当たり前になるものと

判断している。このことが生産と各機能の統合的管理を進めるエンジンなのである。 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.5 生産計画遵守率と関連づけた故障強度率改善の取組み 
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生産計画遵守率と故障強度率、両者の関連づけと改善目標設定の例
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２．１．５ MP（Maintenance Prevention）標準化と設備設計への反映 

 設備信頼性向上への取組みの一環としての、MP 情報の標準化と設備設計への反映につ

いて、企業の取組み実態を踏まえながらこの取組みのありたいとする姿を整理する。 

MP とは、保全予防と訳されているが、その定義について、日本プラントメンテナンス

協会著作の新 TPM 展開プログラム加工組立編（１９９２年初版）によれば、「新設備の計

画や建設のとき、保全情報や新しい技術を考慮して、信頼性、保全性、経済性、操作性、

安全性、融通性などの高い設計を行い、保全費や劣化損失を少なくする活動をいう」とし

ている。言い換えれば「生まれの良い設備を効率的につくりあげる」と解釈できる。つま

り、既設設備の弱点を追及し、それを改善して設計へ反映し、設備の信頼性を高める活動

である。 

 前記の 2.1.4 項で記した、新設設備および既設生産設備の両面を通してここで述べる MP

の情報発信と活用がなされるべきである。 

（１）MP 情報の標準化と活用サイクルのしくみ 

 図 2.1.3 の中で生産設備稼働率管理システムと CMMS との関連付けを説明したが、設備

故障情報をリアルタイムに CMMS に取込んで、稼働分析、故障分析、各種の設備対策を

図 2.1.6 製造、保全の一体活動その１例 
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することは勿論のこと、保全計画策定、これを基にしたメンテナンスの実行と実績記録が

なされるとともに、これらの情報を基に現状のベストプラクティス情報として MP 情報を

抽出する。この MP 情報を生産技術部署が主体となった技術標準化の仕組みを通じて、

MP 標準化し、次期設備計画への反映はもとより、企業内他工場への該当設備に改善水平

展開を実施し、結果を評価して更に必要であれば MP 標準を改訂する。このサイクルをし

くみとして廻し続けることが重要であり、この機能の中枢組織（仮に、技術標準化委員会、

あるいは MP 標準化委員会）を設けて、MP 情報をバリデートして MP 標準へ選別し、常

に最新の成功事例が管理されて活用されることを責任部署として実行するのである。 

上記の標準化組織メンバーは、生産技術部署、工場保全部署、工場技術部署の専門家に

よって構成するものである。（図 2.1.7） 

 また、技術標準化の推進におけるキーワードは「作・知・活・訂」である。 

すなわち、標準を作成し、これをタイムリーに発信して活用を促し、活用して更にベスト

な標準として改訂する。標準が陳腐化しては全く意義を持たない。従ってこのサイクルを

厳格に廻し続け、本来の狙いの達成に向けた標準化の推進と維持を全社の仕組みとして構

築し、「失敗をなくす」ことを実践してこそが技術力のキーである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.1.7 MP 情報収集と設備設計への反映サイクル 
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図 2.1.8 に MP 標準の一例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）設備設計へ反映、その仕組み構築について 

新設設備計画の取組み

初期・初期流動管理の実践、MP標準の設備設計への反映

　　　ステップ

　　ライン
目標値
設定

シミュレー
ション検

証

達成方策
積上げ
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管理基準

MP標準の折込み

 

 

図 2.1.8 MP 標準 Sample 

図 2.1.9 MP 標準の設備設計への折込み 
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 図 2.1.9 は新設設備計画展開プロセス（要約）において、既設設備の不具合フィードバ

ックを示したものである。＃1 および＃２号機での失敗の再発防止として、目標を設定し、

その目標達成に向けた展開ステップを明確化して、そのステップ単位に仕上がりを確認し

て次のステップへの移行判断とし、信頼性を始めとした設備の作り込みを推進するもので

ある。 

 上段横軸に展開ステップを示すが、設計・製作段階で MP 標準の折込みを義務付けし、

量産立ち上がりまでの各ステップでその折込み細部を確認・評価して、ステップ移行を判

断することが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.1.1 に典型的な初期管理の不備による故障の層別分析結果の一例を示す。この層別

分析結果は、設備の量産立ち上がり 1 年後の実態を分析したものであり、設計不良による

故障が６４％を占め、かつ製作設置不良を含めるとほぼ９０％に及んでいる。また、当該

設備の更に 1 年後に故障層別分析を実施したが、設計不良が根絶せず、その影響による故

障がしつこく尾を引く事実を確認している。 

 この事実から、いかに初期段階による設備のつくりこみを誤ると、結局は大きな禍根を

残す結果となり、改善には大きな投資が必要となる。 

 

２．１．６ 技術課題 

これまでに生産計画達成と保全の情報共有、統合的管理の取組みについて事例を示して

考えを述べてきた。これらの考えと実践的取組みによってそれぞれの水準を向上すること

は可能であり、ありたい姿を求める一つの方法論であるといえる。 

 しかしながら更に顧客要求への対応速度と柔軟性、そして製造コスト低減が求められて

おり、4M を基調とした生産条件確立に向けた進化が益々求められる。これに呼応する保

全の取組みについて、その代表的な現実的課題を抽出した。 
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表 2.1.1 初期管理不備による故障の層別分析 
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１）保全精度向上 

保全にとっては難題かつ必須のテーマといえる。この点の一層の改善によって、生産リ

スクが軽減できて、更に QCD 達成への設備条件の適否判断が可能となる。 

 現状の五感による点検にせよ、診断技術を活用した劣化兆候診断にせよ、MTBF のずっ

と左側の運転時間間隔で点検・診断が実施されている。特に分解点検の設定においては、 

分解しても何も発見することができずに、設備の運転機会の損失と点検に伴う費用支出の

みが残る事実をなんとしてもより小さくすべき取組みが求められている。 

分解せずにかつ多くの費用を掛けずに、設備劣化と機能変化を捉え、QCD 達成への設

備条件の適否判断のできる信頼性技術を開発し、これらの取組みによって潜在的故障要因

の摘出をより高めることで、生産と保全の距離が短縮されて効果的な統合的管理の水準が

一層改善されると確信する。換言すれば、生産側から見た生産制約条件であった設備（保

全）が、その条件解除へ向けて大きく前進することになる。（図 2.1.10） 
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２．２ 先進事例と今後の課題 プラント系 - 電力プラントにおける運転と 

メンテナンスの情報統合化 

２．２．１ 電力プラントにおける設備運転の特徴 

 電力プラントに代表される社会基盤を支えるプラントシステムは、その機能が停止する

と大きな社会的影響を与えるため、長年にわたり設備運転、保全の自動化、高度化が図ら

れてきている。本節では、発電プラントを例に電力プラントにおける運転とメンテナンス

の情報統合化について考察する。 

 電力プラントは、安定的に負荷側に電力を供給することを目的として建設・運用されて

いる。社会基盤を支えるエネルギー源として電力は非常に重要であり、万一故障などで発

電設備が停止した場合、社会的に与える影響範囲が広く、その損害も莫大なものとなる。

そのため、発電プラントシステム、変電プラントシステム、電力系統制御システムには多

重化など様々な高信頼化技術が適用されており、設備保全についても設備毎に詳細な設備

保全基準が設けられている。原子力発電、事業用火力発電に代表される発電プラントは、

期待寿命として 30 年以上が想定されており、ライフサイクルを通じた設備の健全な運転の

ためには種々の保全戦略が適用される。図 2.2.1 に電力プラント設備保全の例を示す。発

電プラントでは、定期的な検査が法律によって義務づけられ、例えば原子力発電プラント

では 13 ヶ月以内に一度プラントを停止させ点検を行う。そのため、TBM（Time Based 

Maintenance）時間基準保全を基本とした保全戦略をとる。通常は数年に一度、TBM での点

検記録や、運転記録などを基に設備、機器のライフマネジメント評価が実施され、補修、

部品交換、設備更新などの選択が行われる。また近年では、実機のフィールドにおける試

験研究の積み重ねにより健全性評価に必要な各種データが蓄積され、CBM(Condition Based 

図 2.2.1 電力プラントの保全ライフサイクル

 運転開始 長期運転（期待寿命３０年以上）
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 Maintenance)状態基準保全が可能な対象品も多くなっている。ライフサイクルの後期にお

いて、期待寿命以上に運転可能とライフマネジメント評価され、かつ延命化決定された場

合には、CBM が強化される。CBM 強化の実際は、センサなどによるモニターポイントが増加

されることである。 

 

２．２．２ 電力プラントにおけるメンテナンスの特徴 

本項以降では、電力プラントの代表例として原子力発電プラントのメンテナンスの特徴

について述べる。 

 原子力発電所の設備は原子炉や燃料、制御棒、制御棒駆動装置など原子力発電所特有の

設備・機器の他にタービン、熱交換器、配管、弁、タンク、発電機、変圧器、電動機など

多数の機器から構成され、更にケーブル、各種センサ・伝送器といった計測制御機器など

の種類も数も多く、関連技術も多岐・広範にわたる。また、設備全体の期待寿命が 30 年以

上と長期にわたるため、幾世代に渡る技術伝承が必要であり、膨大な記録の保存管理や新

しい技術に対する知識も必要となる。 

具体的なメンテナンス活動は、日常的に行う運転監視・巡視点検、運転中定期試験とプ

ラントを停止させて行う定期検査の三つに分類される。 

（１） 日常点検 

 プラントの運転手順書に従い、運転員が設備・機器の運転状態の確認を行う。設備・機

器が機能を果たしているか、何らかの異常（破損、漏洩、異音、異臭、発煙、異常振動、

計器の指示値異常など）がないかを運転員が一日に数度、設備・機器の重要度に応じて巡

視点検あるいは制御室・現場の計器類により監視する。点検は、チェックシート・データ

シートを用いて行い、主要なデータと点検結果は記録する。更に主要な運転データは電算

機により定期的に記録する。通常の運転状態から外れた状態にある設備・機器に対しては

手順書に従い監視強化を実施し、傾向管理を行う。異常あるいはその兆候が見られた場合

は保修担当部門に連絡し、保修部門が修理などの必要な措置を行う。また、運転員のパト

ロール以外にも保修部門がプラント内のエリア毎に頻度を決めてパトロールを実施する。

頻度は対象の重要度に応じて日単位、週単位、月単位などで行われる。点検内容は運転員

の点検と同様に対象毎のチェックシートにより決められている。 

日常点検では設備診断を行っており、一般的なものとしては加速度センサを用いた振動

分析、油中分析、サーモグラフィによる発熱分析、音響モニタなどの設備診断技術を用い

て、設備・機器の健全性を診断する。他に電動弁・制御弁の診断技術、アコースティック

エミッション、放射線透過試験による診断など機器固有の特性を用いた診断技術も適用さ
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れている。現状では発電プラントでは、時間計画保全による予防保全を基本としており、

こうした診断技術によって診断しても異常のない膨大なデータを採取することになってい

る。今後は状態監視保全を取り入れることで一部の機器を時間計画保全から切り離し定期

点検の期間を短縮する方式も検討されている。状態監視保全は、設備・機器の運転状態を

通常月１回から２回などの頻度で振動などのデータを採取しながら運転を継続し、異常兆

候が発見されてから分解点検などの修理を実施する。状態監視保全では、対象、データ採

取頻度などにより発見される兆候・異常の度合いが異なり、点検頻度とデータ評価技術が

ノウハウとなる。また、同じ対象物に対しても異常の進展度合いに対応して点検頻度を変

化させることなども必要となる。 

（２）運転中定期試験（サーベイランステスト） 

発電所の通常運転中は待機状態で、発電所の停止時や事故・故障時の緊急停止に使用す

る系統・設備・機器は運転員が月１回など所定の頻度で定期的に作動させ、系統・設備・

機器の機能の健全性を試験する。「核原料物質、核燃料物質および原子炉の規制に関する法

律」に定められた定期自主検査の対象設備および工学的安全施設などの安全上重要な設備

については、検査内容と頻度を原子炉施設保安規定に定めこれに従い検査を実施する。こ

れらの設備に異常が発見された場合は、保安規定に従い機器の隔離や異常拡大防止措置が

とられるとともに保修が実施されることになるが、保安規定に定める期間内に復旧できな

い場合はプラント停止などの措置を講じる。 

（３）定期検査、定期点検（定検） 

後述する「新検査制度」が導入される 2009 年以前は、電気事業法に基づき定検終了後

13 ヶ月以内に再度発電所を停止して国の定期検査を受けることが義務づけられていた。国

の検査項目は、炉型により多少変化するが概ね 80 項目に及ぶ。国の検査に対する考え方は、

プラントの安全機能の重要度に応じた確認であり、設備の機能・性能検査、構造健全性確

認検査などである。検査は立ち会い検査・記録確認検査と電力会社が実施した点検結果の

確認に分けられる。国の検査は運転・保修・技術などの電力会社の担当部門が受験するが、

運転操作を除く受験のための設備・機器の分解点検、手入れ、受験後の復旧などの作業は

請負会社が実施する。性能検査などに伴う運転操作と運転中の確認などは事前に役割分担

を明確にしておき、運転員と保修員が実施する。また、官庁検査には公的な資格を有する

各主任技術者が検査立会責任者として立会う。 

上記定期検査およびプラントの燃料交換のため発電所を停止するが、この機会に電力自

主で主要設備・機器の定期点検（分解点検、開放点検、外観点検、非破壊試験、特性試験、

漏洩試験、機能・性能試験、総合性能試験など）を実施する。この定期点検内容と頻度は、
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メーカー提案、長年の運転・保守経験（過去の点検結果）あるいはトラブル経験や他プラ

ントの経験を参考に決定する。プラントの定検期間は点検の実施内容により変化するが、

概ね 40 日から 90 日程度を要している。 

 

２．２．３ 運転・メンテナンスの統合的情報管理に向けて設備信頼性向上への取組み 

我が国の原子力発電所では、プラントのより一層の安全性確保と稼働率向上のため国に

よりプラントの検査制度が 2009 年に改訂された。これは以下の 3点を特徴とするものであ

る。 

・プラントの特性に応じた、きめ細かくメリハリのある検査を実施 

プラントの高経年化が進む中、プラント毎の特性を踏まえて電気事業者の保全活

動の充実を求めることが必要となる。そのためプラント毎の保守管理活動を保全計

画の策定などを通じて充実強化させ、検査も一律の検査からプラント毎の特性に応

じたきめ細かい検査に移行する。 

 ・運転中の検査を充実 

 プラントの運転中、停止中を問わず、電気事業者の保安活動における安全確保の

徹底を求めることが必要となる。そのため、現在プラント停止中に集中している検

査に加え、運転中の検査を充実強化する。 

 ・ヒューマンエラーや組織の問題による事故・トラブルを減少 

 電気事業者の人的過誤、組織要因による事故・トラブルを防止するため、事業者

による不適合是正の徹底を求めることが必要となる。そのため、事故・トラブルの

根本的な原因分析に事業者が積極的に取り組むことができるようにガイドラインの

整備などを進める。 

 従来の国の定期検査が前項で述べたように時間基準保全を基本としたものであったのに

比べ新しい検査制度では信頼性を重視し、原子力発電施設ごとに設備の劣化状態などを踏

まえた適切な点検間隔を設定できるようになり、原子炉は 13 ヶ月、18 ヶ月又は 24 ヶ月毎

に停止することを選択できるようになった。信頼性重視保全(Reliability Centered 

Maintenance)を実現するためには保全の一層の体系化が必要となり、また運転中検査を充

実させるためには状態監視保全の導入が不可欠となる。 

 この新検査制度では、保全の継続的な改善による信頼性向上を目指すため、 

  ・保全の計画（Plan）：保全活動管理指標の策定 

  ・保全の実施（Do）：機器の点検、分解点検、検査の実施 

  ・保全の評価（Check）：経年劣化の状態などの観点から現状の保全活動を評価 



74 
 

  ・保全の改善（Action）：保全の評価に基づき保全計画を修正 

のサイクルを確実に実施することが求められる。 

 新検査制度に基づく原子力発電プラントのメンテナンスについて基本要件を定めた民間

規格として、社団法人日本電気協会の制定した「原子力発電所の保守管理規程（JEAC 

4210-2007）」および「原子力発電所の保守管理指針（JEAG 4210-2007）」がある。この保守

管理規程では、保全活動のアクティビティをより詳細化し、その標準的な業務フローを提

示している。図 2.2.2 は、ISO-18435 Part-1 コンセプト ADID(Application Domain 

Integration Diagram:アプリケーション領域統合ダイヤグラム)の電力プラント版である。

保全のアクティビティは ADID の中では D4.2 運転・保全管理指針、D3.3 保全作業計画＆ス

ケジューリング、D2.3 保全実行＆追跡システムおよび D1.3 設備構成管理の部分が対応す

る。JEAC4210-2007 で示される標準的な保全業務フローを ADID で整理したものを図 2.2.3

に示す。図 2.2.3 において小さな長方形で示したのが保全業務をより詳細化したアクティ

ビティである。保全アクティビティの流れとしては、「保全の実施」、「保全結果の確認・評

価」といった中核のアクティビティの周りに結果をフィードバックするループ（図中のフ

ィードバック 1）、中核アクティビティに対する前提条件となる計画策定、対象範囲などを

考慮した更に大きなフィードバックループ(フィードバック 2)、更に上位の保守管理の実

施方針および目標を考慮したフィードバックループ(フィードバック 3)が形成されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.2.2 電力プラントの ADID 
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D4.2

D3.3
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保守管理の有効性評価

経営者の責任
品質方針

文書管理
記録の管理
設計・開発
教育・訓練

業務の計画
業務の実施

評価及び改善
監視及び測定
不適合管理
データ分析

改善

D1.3

図 2.2.3 発電所保守管理の実施フローと ADID の対応関係 
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 図 2.2.3 において、アクティビティを囲むハッチングエリアで示したのが、ADID との対

応関係である。保全活動の中核となる「保全の実施」は D1.3 設備構成管理、「保全結果の

確認・評価」、「保全活動管理指標の監視」などは D2.3 保全実行＆追跡システムに含まれる

と考えられる。また、「保全対象範囲の策定」、「保全計画の策定」、「保全活動監視計画の策

定」や「保全の有効性評価」などは D3.3 保全作業計画＆スケジューリングに対応する。ル

ープの一番外側に位置する「保守管理の実施方針」、「保全管理の有効性評価」などは D4.2

運転・保全管理指針に対応する。 

 また、JEAC4210-2007 では保全方式（時間基準保全、状態監視保全）の選定について次

のように述べている。 

 ・保全方式選定の考え方 

 構築物、系統および機器の故障の原因は、経年に伴い発生する材料劣化、疲労、

腐食、摩耗などの劣化事象によるものの他、発生の時期又は部位が予測できない偶

発事象によるものがある。点検計画は、これら両方の要因を勘案して策定するが、

機器の保全重要度を踏まえた上で、組織の保全実績、一般産業での保全実績、劣化、

故障モードなどを考慮して効果的かつ効率的な保全方式を選定することが重要であ

る。なお、保全重要度の低い構築物、系統および機器に故障があった場合において

も、原子炉施設の安全性、電力供給信頼性への影響が小さいと判断される場合は、

予防保全としなくても良い。 

 ・時間基準保全の選定の考え方 

   - 関係法令、関係規格および基準で時間基準保全が要求されている場合 

   - 消耗品の取り替えを定期的に実施する必要がある場合 

   - 運転経験、劣化の進展予測などから、定期的な保全が妥当と判断する場合 

   - 定期的な開放点検などで劣化の進展状況を把握することを決めた場合 

 ・状態監視保全の選定の考え方 

 構築物、系統および機器の運転中の状態監視又は傾向監視により、主要な劣化、

故障モードに対応した状態監視データを適切に採取および評価でき、故障の兆候を

捉えられると判断し、適切な時期に点検・補修などの処置ができる場合。 

これらを実現するためには、運転中の機器データの取得、蓄積、分析などが必要である。

これを ADID に対応させると図 2.2.2 の D2.2 健全性評価・診断＆予測システムを中心とし

て、D2.1 運転モニタリング＆データ管理、D2.3 保全実行＆追跡システムが連携する必要が

ある。 
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 以上述べたように、発電プラントの設備信頼性向上のためには、保全活動の高度化が必

要であり、そのためには保全に関するアクティビティの各レベル（D4.2 運転・保全管理指

針、D3.3 保全作業計画＆スケジューリング、D2.3 保全実行＆追跡システム、D1.3 設備構

成管理）をまたぐ PDCA の実現が必須となる。また保全戦略を拡張し状態監視保全を実現す

るためには、D2.1 運転モニタリング＆データ管理、D2.2 健全性評価・診断＆予測システム、

D3.2 能力＆容量管理といったアクティビティを D2.3 保全実行＆追跡システムと連携させ

る必要がある。 

 

２．２．４ 運転・メンテナンス情報の相互活用に関する課題 

 発電所における典型的な計算機システム構成を図 2.2.4 に示す。発電プラントの監視制

御システムは、圧力や温度といったプロセス値を計測するセンサ群、弁やポンプといった

プラントを制御するアクチュエータ群、センサ、アクチュエータを直接制御する制御装置、

プラントの性能計算などを行うプロセス計算機、運転員がプラントの状態を確認、運転操

作を行う HMI（Human Machine Interface system）、外部へのデータ伝送を司る GW

（Gateway）およびこれらの計算機群を相互に接続するための伝送バス（ネットワーク）

から構成される。監視制御システムは発電所内の発電ユニット毎に独立して設けられ、発

電所構内を結ぶ構内 LAN へは GW を介して接続される。サイバーセキュリティ上の観点

から、通常 GW での伝送は各ユニットから構内 LAN への送信のみで、外部から GW を経

由して各ユニットの監視制御システムにアクセスすることはできない。

図 2.2.4 発電プラントのシステム構成例 
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 保全業務に関わる情報を管理する保全管理システムや、発電所全体の管理を行う発電所

管理システムは発電所構内 LAN に接続される。状態監視保全を行うための各種システムは

この保全管理システムに接続され、運転用のセンサ情報を直接共用するようなことはなく、

分離した形で運用される。 

 プラントの監視制御で扱うデータ量は、アナログ値で数千点、デジタル値で数万点の規

模となる。監視制御システムを構成するプロセッサ台数は、制御装置を含め数百台規模に

なり、前節で述べたアクティビティ間での連携を実現するためには、分散システム内のど

こにどういった情報が処理、蓄積されているかを知る手段が必要となる。また、プラント

の想定寿命が長いため、計算機システム自体も何度も更新が行われる。 

 前項で述べた保全における多層的な PDCA の実現、保全戦略の拡充のためには、システム

間でのデータの交換が必要になる。現状で大規模な分散システムである発電プラントの計

算機システムにおいてデータ交換を実現するためには、個別のシステムの情報、システム

間の接続情報、物理的な構成上の制約を考慮して個別にインターフェース設計、実装を行

うことになる。プラント寿命の長さ、計算機システム自体の更新頻度などを考えた場合、

具体的な計算機システムの構成上の制約とは切り離し、個々のシステムが保有する情報、

システム間で受け渡しするインターフェース情報をより抽象的なレベルで扱うモデルと、

それを実装した情報管理の仕組みがあれば、システム間の連携をより容易に実現できると

考えられる。更に、将来的には同一発電所内のみならず、発電所間でのシステム間の連携

も考慮する必要があり、そのためにもこうした情報管理の仕組みが必要になると考えられ

る。 
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２．３ 運転とメンテナンスの連携のあるべき姿の検討 

２．３．１ メンテナンスの調査結果の考察 

（１）運転とメンテナンスの関係 

運転とメンテナンスの関係を一般的に示す。まず、運転計画とメンテナンス計画の相互

作用としては、運転を優先させれば、設備の問題が発生し、緊急に停止させなければなら

ない状況となり、設備停止後に保全を行った場合、そこには生産できなかった出荷量や廃

棄しなければならない仕掛品などのロスが生じる。無理に使用を続けたため、設備の性能

低下が起き、速度低下、不良、品質低下などのロスが発生する。また、設備の不具合が従

業員（生産委託業者を含め）に損傷を与える可能性もあり、大きな損害を受け、企業の存

続にも影響してくる。逆に、メンテナンスを優先させれば、機会損失という考えのもとで

は、当然メンテナンス停止中の生産ロスが生じる。また予防保全費もかさんでしまうこと

になる。このように一方を優先することは、生産活動を行っている企業（工場）において

総合的に無駄を生んでいることになる。そこで、運転とメンテナンスの相互活用を図るた

めに、すでにヒアリングした企業からのこの課題についての抽出を行い、検討を行った。 

（２）課題の抽出 

今までにヒアリングした企業の「運転と保全の連携」を見てみると、以下のような点が

伺われた。 

・定期的に設備を停止して行うような保全は会社規模で計画的に行われている。この場合

の生産ロスは経営的にもすでに考慮されている。 

・突発的な設備の故障による停止や、日常保全の中で行われている補修作業による設備停

止までは経営的に考慮された生産ロスにまで組み込まれていないことが多い。 

・設備の信頼性を向上させて、突発の故障を減らすことや、もし故障があっても生産への

影響を最小限にとどめるための保全方法が考えられている。 

これらのことから、どの企業で運転（製造）部門とメンテナンス（保全）部門との情報

連携が実施されているかが分かる。その情報連携の方法にもいくつか特徴が見受けられた。

データを重視し、それを活用するタイプや人間の経験を重視しているタイプ、両方を上手

く融合させようとするタイプなどがあった。  

見えてきた課題としては、運転とメンテナンスの相互関係は意識されているが、それら

の連携を常に考慮して、運転とメンテナンスの計画にダイナミックに反映させることまで

はしていないことが分かった。なぜなら、これらの企業では、これまでの長い経験から、

運転とメンテナンスの連携に関する方法を経験に基づき把握しているため、そこでは両者

の関係をそれぞれに対する制約条件として予め考慮されて計画が実施されているからと考
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えられる。 

しかし、最近の経済環境や市場の激変（急激な需要の拡大や下落など）あるいは、厳し

いコスト削減要求の下では、これらの関係を動的（ダイナミック）に考慮した運転とメン

テナンスの連携の統合的な管理が必要となってくると思われる。いくつかの企業（プラン

ト、工場）について実情を示す。 

（３）車両生産工場の実情 

この工場では、情報の共有はどう行われているのか？ 

・ 年や月レベル・・・年間生産負荷／能力検討会と月間生産検討会にて共有。 

・ 日常レベル・・・日々の生産設備稼働管理システムからの設備故障情報を既述の

CMMS（設備保全管理システム：computerized maintenance management system）

に取り込む。既知の保全情報を基にして、劣化と機能低下の分析をする。そして、

保全に優先順位と保全時期を判断し、保全計画を立案し、生産との整合性をとる仕

組み。 

 具体的には、需要判断による生産計画とその達成を目的として、保全はこの計画達成を

保証する機能として考えられている。保全計画の特徴としては、プラント系に見られる

SDM（シャットダウン メンテナンス）は行われず、週における休日や、夏季、冬季など

の長期休暇を利用した保全計画が基本である。日常起きている設備の不具合の保全や小改

善については、生産シフト間などの、運転休止時間を利用している。 

従って、上記の高レベルの生産計画を達成するために、設備信頼性向上への取り組みを

実施している。 

（４）プラント系工場の実情 

プラント系である電力プラントの場合、設備保全管理システムと運転監視システムを含

む発電所全体の管理システムはプラント内の構内 LAN には接続されている。しかし、２．

２．３項に述べられている状態監視保全を行うための各種システムは設備保全管理システ

ムのみに接続され、運転監視用のセンサ情報と設備保全管理システムとの共用が課題とな

っている。 

やはりどちらの工場でも、信頼性向上のためには、この二つのシステムの連携を実現す

ることは重要であることが判明した。 
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２．３．２ 運転とメンテナンスの連携のあるべき姿とは 

運転とメンテナンスの連携のあるべき姿を考えるために、運転とメンテナンス（保全）

における計画について下記の図 2.3.1 生産・メンテナンス計画の統合モデルを示す。 

 

生産 
  

  
メンテナンス 

生産 

計画優先 

生産とメンテナンスを考慮した 

全体最適計画 

メンテナンス 

計画優先 

要求生産量を 

100%満たす計画 

設備状態に応じた 

生産負荷計画 

生産負荷に応じた 

メンテナンス計画 

法定点検・整備の実施 

         図 2.3.1 生産・メンテナンス計画の統合モデル 

 

図 2.3.1 から、生産計画とメンテナンス計画の両方を考慮した計画が全体として最適と

いうことがわかる。 

次に、運転とメンテナンスにおける設備状態の推定について下記の図 2.3.2 生産・メン

テナンス間での設備状態の推定統合モデルを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図 2.3.2 生産・メンテナンス間での設備状態の推定統合モデル 
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図 2.3.2 から、生産情報のみでの設備状態の推定に偏ると設備の寿命が短くなり、設備

情報のみでの設備状態の推定に偏ると、設備の寿命は延びるが保全時間や回数が増加して、

機会損失によるロスが生じることが推察できる。この両方を考慮した柔軟な設備状態の管

理方法が必要となる。 

 

２．３．３ 運転とメンテナンスの連携のあるべき姿の実現への過程 

どうすれば、運転とメンテナンスがバランスの取れた管理方法を構築できるのか？ 

図 2.3.3 に Operation（運転）& Maintenance（保全）を統合した計画策定手順の案を

示す。 

図 2.3.3 Operation（運転）& Maintenance（保全）を 

統合した計画策定手順の案 

 

対象設備を設定し、技術的評価と管理的評価を行い、最適な O&M 計画を導き出す。こ

のときに O&M 統合シミュレーションでこの評価を行う方法がある。後述の第４章でその

例を示す。種々の影響を考慮することで、運転と保全の不確定要素を推察、決定すること

である程度両方の重要度がバランスの取れた計画の策定ができると考える。 

次に、運転とメンテナンスがバランスのとれた設備状態の推定をするにはどうするのか。

既述の図2.3.3の技術的評価の中に故障モードという項目が入っている。実際の工場では、

この故障率を下げること、すなわち設備の信頼性向上の取組みが行われている。車両生産

工場の例では、２．２．４項にも述べている通り、各ライン別に生産計画遵守率と生産シ
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フト毎の設備故障強度率の相関をとって、生産計画の達成と設備信頼性向上の関連を明ら

かにする活動が行われている。２．２．３項に述べているように原子力プラントでは、よ

り一層の安全性確保と稼働率向上のため、国の検査制度が 2009 年に改訂され、時間基準

保全（13 ヶ月毎）を基本にしたものから設備信頼性を重視して、法定点検時期の間隔を

13 ヶ月、18 ヶ月、24 ヶ月から選択できるようになった。点検時期の間隔を延ばすために

は、保全の一層の体系化により信頼性重視保全を実現する必要がある。 

さて、２．３．１（２）項の課題でも述べたが、この運転とメンテナンスの連携のある

べき姿を求めるにあたり、経験すなわち人に関係することを考えずに推進することは難し

い。つまり、連携をつかさどるインターフェースとしての人材育成の重要さが浮き彫りに

なってくる。現状での運転とメンテナンスの統合システムの管理では、システムに一任し

ておけばいいのではなく、それを扱う人の経験値に頼るところが大きい。その各人のスキ

ルに偏ってしまうので再現性に乏しく、レベルにばらつきができ、同じような結果が生ま

れにくくなる。要するに肝心なところで、人がインターフェースになっていることになる。

考えられる解決策としては、生産現場（運転部門）、メンテナンス（保全部門）とシステム

インテグレーター（システム設計者）の間で情報をしっかり把握する場を作ることが第一

歩であろう。 

JR での一例を示す。図 2.3.4 に示した線路の状態を点検するドクターイエローという点

検車両があり、そのデータは浜松にあるセンターに集められている。そのデータを基に、

どの場所が問題かは勿論、修理場所の優先順位も決定し、電車が停止している夜中から朝

にかけて、徹夜で保全を行っている。一晩でできるレールの下の砕石（バラスト）の交換

作業は 75ｍである。1.3ｋｍある電線の交換作業も時間との戦いがある厳しい作業である。

朝の始発に間に合うように、このような保全作業をしっかり遂行できているのは、現場の

状況をしっかり把握して割り出されたデータと訓練された人材が着実にその保全を行って

いることの両立に他ならない。 

 

  

     図 2.3.4 線路軌道の概略構造 

http://www.geocities.jp/otokiyojp/m_keio_senro_kouzou.htm 
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そこで、運転とメンテナンスの連携の状況について、第 1 章でも紹介している市販の

CMMS（設備保全管理システム：computerized maintenance management system）な

どのパッケージソフトの調査を行った結果、運転計画とメンテナンス計画の両方の機能を

連携まで考えて備えているものは今のところ存在せず、両者の連携の支援という点では、

まだ十分でないことが明らかになった。 

 一方、運転とメンテナンスの統合（O&M 統合）をキーワードに、研究状況の調査も行

った結果、数は必ずしも多くはないものの、研究レベルでは、両者の統合的な管理につい

ては考慮されていることが分かった。 

ただし、それらのアプローチは、運転計画を軸にメンテナンス計画を考慮したもの、あ

るいはその逆のものが多く、最初から両者の統合を扱ったものはまだ少ないことが分かっ

た。ここで考えられる具体的な課題としては、保全を実施しなかった時に、本当に突発故

障や機会損失に至ったかどうかは正しく把握できないことや設備リスクがリアルタイムに

評価できていないなどのことがあるが、もしこれが評価できれば、外乱にたいしての対応

を最適化できるバランスがとれた仕組みになる可能性がある。 

以上、これらの調査結果から、運転とメンテナンスの連携を意識して計画を立て、統合

的な実施管理をしていくことは、現状ではまだ明確には示されてはいないが、今後はその

重要性が増していくことが予想される。このような連携を実現する上では、上述した生産

現場（運転部門）、メンテナンス（保全部門）とシステムインテグレーター（システム設計

者）の間で情報をしっかり把握する場を作ることに加え、運転とメンテナンスに関係する

活動と活動の間での情報共有や情報伝達がスムースに行われている必要がある。 

 そこで次章では、今求められている運転（Operation）& 保全(Maintenance）を推進す

るためのシステム構成について検討する。 
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第３章 情報システムの位置づけと ISO18435 とのマッピング 

３．１ 情報システムの位置づけ 

情報システムは近代的な製造管理を行うためにはなくてはならない基盤技術および管理

基盤であり、生産・製造活動と保全活動を効率よく運用・改善を行っていくために重要な

役割を果たす。これは以下の環境条件により発生する自然な要求である。 

a. 大量生産によって発生する生産、運転、品質データ量の急速な増加とその処理 

b. 管理項目の細分化、実時間処理による大量データの発生 

c. 多品種少量生産における収集すべきデータのパターン増加に伴う複雑性の増加 

d. 多量なデータから意味のある情報を検出するための膨大な数値処理要求と自動化 

 

また情報システムには以下の特徴があり（表 3.1.1）、この特徴を利用することでプラン

ト・生産・保全の管理者にとって有益な情報を提供することができる。しかし同時に問題

点をも兼ね備えるためこの点を把握・理解した上で人間系での情報連携およびシステムの

適用とシステム間の情報連携を考慮しなければならない。 

本章で説明する ISO-18435-1 によって識別されている要求機能は必ずしも情報システム

上に構築されることを要請しない。ADID によって識別された要求事項については人間系の

情報共有、会議、指示などで実現されるものが含まれることを許容する。 

 

表 3.1.1 情報システムの利点と問題点 

特徴 利点 問題点 
定型処理 俗人化されない情報処理によ

る評価メトリクスおよび評価
結果の標準化 

評価結果からの“連想”と“気
付き”を阻害する可能性 

プロセスの標準化 ビジネスプロセス、収集データ
項目、処理方法などを標準化可
能 

運用の硬直化と柔軟性の後退 

大量データの高速処理 複数の分析軸による関連性分
析（例：重回帰分析など） 

統計解析など、手法の熟知が必
要 

大量データの保存と蓄
積 

大量の情報記録と瞬時の取り
出し 

システム破損時のデータ復旧
は情報システムの管理状況に
依存 
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この結果から情報システムを表 3.1.2 のように位置づける。 

表 3.1.2 情報システムに求められる基本機能 

必要な機能 説明 
情報処理機能性 設備で発生・検知される物理量をデジタルデータに変換する機能。

またデータを入力、記憶、処理、判断、出力（電子計算機の５大要
素）できる機能として代表される。 

接続性 情報システムは他の情報システムに対してデータを提供するための
情報通信能力を保持しなければならない。 
情報通信はデータの存在を一つのシステムの内部に限定されことを
防止し（情報の孤島化）、複数のデータの組み合わせにより新たな情
報を創生する働きを持つ 

データの関連性 データは単体では意味を成さないが、複数のデータに意味を持たせ、
実際の企業や組織の管理に必要な意味づけを行う情報化が必要であ
る。情報化は実際には評価・分析により問題点の検知や改善のため
に使用される。 

 

３．２ 情報システムの役割 

３．２．１ 保全・運転管理の分野における情報システムの歴史 

保全や運転管理に関するシステムは 1960 年当初からプラントの生産管理、保全スケジュ

ール管理などで利用されてきた。当時はコンピュータといえば大型計算機を指し、コンピ

ュータを企業の基幹システムとして導入し、バッチやタイムシェアリング機能によって

様々なプログラムを動作させ業務の効率化に使用してきた。この時代はコンピュータが非

常に高価であったためその資源は貴重で、企業全体のシステムとして利用する形態をとる

ことが一般的であった。また一般の技術者が電子計算機のプログラムを作成して運転情報

や保全情報を管理することがあまりなく、原子力発電所、石油化学プラント、製鉄産業な

ど特定の産業分野で利用されてきた。 

 

1980 年代に入ると、パーソナルコンピュータの登場により、比較的安価にコンピュータ

を使用できる環境が整い、また BASIC 言語でのプログラミングが可能なことから、大きく

普及し、プラントや工場における運転管理、データ収集、分析などにパーソナルコンピュ

ータを一般ユーザが使用するようになる。また保全管理のための情報を蓄積して保全改革

の立案や劣化の評価などに使用することができるようになった。このことは製品の品質や

作業の効率改善に大きく寄与した。しかしこの反面、情報が個人や部門単位の管理になり、

また本社部門の責任範囲から各プラント・工場単位の管理になることにより、情報の分散

化、管理者の不在、小規模システムの乱立などの問題が発生した。 
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2001 年以降ではパーソナルコンピュータの性能・容量の進歩は劇的で、従来パーソナル

コンピュータで使用されたオペレーティングシステムがサーバー用にも利用され、一般ユ

ーザをサーバー環境に取り込む活動が盛んに行われている一方、UNIX などのオペレーティ

ングシステムをベースに高性能サーバーを構築して、計算機資源の効率的な配分や、仮想

化技術によるハードウェア・管理コストの効率などを取り組んできた。21 世紀の冒頭では

ハードウェアの制限が一般のプラント・工場管理者から解き放たれることで、従来のよう

にハードウェアやネットワークに制限などによりアプリケーションや利用体系が制約され

ることがなくなり、どのようなシステムの体系を選択するかはユーザや管理者の姿勢によ

ることとなる。 

またこの時代は通信環境が劇的に変化した時代であり、従来の RS-232C などにシリアル

通信から TCP/IP によるネットワーク通信に変化し、工場単位に設置された技術管理のため

の個別システムを一つデータセンターへ集約することが可能となり、ユーザが選択するシ

ステムの形態は様々なバリエーションを取ることができる時代になった。 

 

３．２．２ 情報システムの二つの役割 

情報システムには二つの大きな役割がある。一つは一般的に認識されている情報の入力、

記憶、演算、制御、出力で、データを蓄え処理を行うことで管理に必要な情報を作成する

機能である。この役割は一般的に認知されているもので、情報システムを人間のデータ集

計・分析を行うための補助を行うことを「ツールを構築する」と呼ぶ。 

 

もう一つの役割は、情報システムにより管理すべき情報の標準化により、業務プロセス

を統一し共有化を行うためのプラットフォームとしての役割である。情報システムでは入

力すべき情報のコード体系や情報項目、管理プロセス上の承認フロー（ステータス管理、

ワークフロー管理などによる）の管理を標準化でき、担当者がこのシステムへのデータ登

録、承認管理を遵守することで定められた情報の収集と管理の証跡を確保することができ

る。この情報は組織内で行われる内部監査の対象となり、組織内の活動が定められた規則

に従って実行されているかを把握し確認することができる。このような規則の制定と実施

の強制を行うことを「システムを構築する」と呼ぶ。 

 

つまり、情報システムを上手に活用するためには担当者の作業効率を向上させる「ツー

ル」の局面と、組織内の管理の標準化を行い、規則を遵守させる「システム」の構築の二

つのバランスを取ることが必要である。 
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このバランスはイコール・バランスを行う必要はない。例えば法的規制が厳しい原子力

や石油化学の分野では「システム」的な傾向が強く、ディスクリート産業におけるライン

生産やセル生産の現場では「ツール」的な傾向が強く現れる。重要な点はそのバランスを

見てシステムを設計・構築することであるが、システム論的な評価を行わずに、単なる利

便性や予算の制限の観点からシステム構築を行い、データの配置を行うことが見受けられ

る点である。 

 

例えば、設備データについては、本来保全管理システム上で一元管理されるべき情報と

考えられるが、その設備台帳のマスターは個別システム構築の関係上、技術システムや、

データヒストリアン、製造・運転管理システム、生産計画システムなどに散在して管理さ

れることが見受けられる場合がある。また設備保全管理に必要な作業員の職種や免許、教

育、技術スキル情報は、本来は人事管理システム上にあるべきであるが、保全管理システ

ム上に別の形で存在する場合がある。この理由は、情報の一元化に必要な費用問題や社内

の部門の職責に関する変更を行うことができない理由で発生する場合があり、この現象は

情報の統一管理・一貫性管理の視点からは好ましくない。 

 

３．３ ISO18435 ADID とのマッピング 

３．３．１ ADID マクロビュー 

保全活動と運転・生産活動の情報を融合し、強調して企業活動の効率改善を行うために

は、両者の情報を電子化し、相互に連携して情報の価値を向上させることを支援する情報

システムが必要である。特に近代の大量生産、少量多品種生産においては、保全活動、運

転・生産活動で発生するデータ種類・数は膨大で、人間による情報処理ではその価値を十

分に発揮できない場合がある。 

こうした問題意識を基に ISO18435 では、データ基本構造を ADID(Application Domain 

Integration Diagram)として提示している。 

ADID では図 3.3.1 の左側部分に運転・生産に関する情報システムの機能の位置づけを表

し、右側では保全活動に関するシステム機能を位置づけている。また中央部分には運転・

生産管理と保全管理をつなぐためのシステム機能が配置されている。 
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            表 3.3.1 ADID 機能大分類 

分類 ADID 番号 説明 
運転・生産管理機能 D0.1 

D0.2 
D1.1 
D2.1 
D3.1 
D4.1 
D4.2 

ADID の左側に属するアプリケーションドメイ
ンで、主に運転・生産管理に関する要求事項。
材料や設備などの台帳を管理する D0.1,D0.2
および企業全体のビジネスを管理する
D4.1,D4.2 の一部を含む。 

保全管理機能 D0.1 
D0.2 
D1.3 
D2.3 
D3.3 
D4.1 
D4.2 

ADID の右側に属するアプリケーションドメイ
ンで、主に保全管理に関する要求事項を定義
する。 
材料や設備などの台帳を管理する D0.1,D0.2
および企業全体のビジネスを管理する
D4.1,D4.2 の一部を含む。 

ブリッジ機能 D0.1 
D0.2 
D1.2 
D2.2 
D2.3 
D4.1 
D4.2 

「運転・生産管理」と「保全管理」の機能を
つなぐための要求事項。 
材料や設備などの台帳を管理する D0.1,D0.2
および企業全体のビジネスを管理する
D4.1,D4.2 の一部を含む。 

 

 

 

図 3.3.1 ADID の三つの領域マッﾌﾟ 
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３．３．２ ADID ミクロビュー 

表 3.3.2 に ADID の項目詳細機能を紹介する。 

        表 3.3.2 ADID による項目表 

ADID 

番号 
表記 説明 

D0.1 Non-asset Resource 
Identification and Location

生産に必要は原材料、副材料、燃料、試薬、触
媒、潤滑油、パッケージングなど、生産に関連
して識別が必要な資源。この対象は生産管理の
視点から識別され、管理されている必要があ
る。（資材管理） 

D0.2 Asset Identification and 
Location 

製造装置、製作装置、デバイス、計装機器、工
具、ソフトウェアツール、容器、ネットワーク、
施設および再利用可能な資産。この対象は保全
管理の視点から識別され、管理されている必要
がある。 

D1.1 Control, I/O, Data 
Acquisition, Data 
historian, Asset 
Utilization & Displays 

生産に関連する設備・装置などの制御（PLC: 
Programmable Logic Controller や制御ボー
ド）、データ収集、データの蓄積、設備利用状
況把握、および装置操作端末など、直接生産・
製造設備に関連する情報を管理する機能およ
びインターフェース。 
プラント P&ID およびプロセス制御、ロットの
トラッキング、設備ダウンタイム状況把握、品
質データ収集など、生産・運転装置に関連して
発生する情報を管理する物理的なレイヤであ
る。 

D1.2 Asset Condition Monitoring 
& Sample / Test / Diagnostic 
& Quality Monitoring 

設備状態の規格・統計学的モニタリング、統計
学的品質管理手法（SPC: Statistical Process 
Control）、状態監視、設備のテスト・試験管理、
故障情報の検知、劣化予測など設備状態に立脚
した技術的な分析。 
そのほか設備状態を保管・分析する技術データ
ベースシステム、研究部門での分析システムな
ど。 

D1.3 Asset Configuration, 
Calibration and Repair / 
Replace 

設備構成情報（設計情報、現物構成情報）、設
計変更・構成変更管理、校正（較正）管理、修
理・交換作業を作業管理プログラムで管理。修
理・交換作業で発生して構成変更情報をフィー
ドバック。 

D2.1 Supervisor Control & 
Human-Machine Interface 

生産活動に関する管理、オペレータ・作業への
指示機能。生産量・不良品管理、製造指示書（ト
ラベラー）発行・管理。 

D2.2 Asset Prognostics and 
Health, Quality, Safety , & 
Environmental Management 

資産の予寿命予測・管理、品質管理、設備状態
に関連した安全管理・環境管理。 

D2.3 Maintenance Execution & 
Tracking 

保全活動の実行とそのトラッキング。一般的に
この要求機能は保全管理システムが担う。 

D3.1 Operations Planning & 
Scheduling 

運転・生産に関連する生産計画およびスケジュ
ーリング。工場・プラント単位での生産計画お
よび材料、副材料、運転員などの所要量管理
(MRP: Material Resource Planning)を行う。 
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D3.2 Capability Assessment & 
Order Fulfillment 

工程能力計算および生産計画に関連する製造
指示の関連付け、生産能力予測、法的制限（運
転時間制限、環境負荷制限など）による影響管
理、生産量・品質レベル管理、製造コスト（生
産量、廃棄品：スクラップ）計算、リスク管理。
またシフト、季節変動要因に関する管理。 

D3.3 Maintenance Planning & 
Scheduling 

保全計画およびスケジュール管理。保全作業全
般に関する管理。一般的にこの要求機能は保全
管理システムが担う。 

D4.1 Intra-enterprise 
activities: Business 
Planning, Order & 
Production, and Maintenance

中期・長期を含むビジネス計画、受注予測、中
長期生産計画および中長期保全計画（SDM 計画、
設備更新計画） 

D4.2 Inter-enterprise 
activities: Supply Chain 
Planning, Logistics 
Strategy 

調達システム、在庫管理システムを含む
ERP(Enterprise Resource Management)システ
ム。場合によっては会計システムなどを含む。

 

３．３．３ 産業界で使われているシステムマップ 

図 3.3.2 に実際の産業界で使われている関連システムのマップを表し、ADID との対応

関係を合わせて表示した。 

 

図 3.3.2 実利用の情報システムの例と ADID とのマッピング 

 

図 3.3.2 に示すように、実際の産業界で使われている保全管理システムとしては ADID

の縦階層の機能が集約されたものが多い。 
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３．４ 情報システムの概要 

本節ではプラントや工場で現在使用されている実際の情報システムの機能概要を紹介

し、各々のシステムの役割、また管理対象の情報、他システムとの連携による効果につい

て解説を試みる。 

 

３．４．１ 産業分野による特徴 

運転・生産管理機能は企業や組織の主な売上げを作り出す製品を生産するための活動で

あり、その分野に応じて使用されるシステムの内容は異なる。 

（１）プロセス産業 

プロセス産業は、石油化学や発電所など大規模場プラントにおける運転・生産を行う産

業分野でプラント運転は計装システムが自動的に行い、少人数の運転員によって運転・生

産が行われる。これに反して保全活動はプラントを停止してのシャットダウンメンテナン

ス(SDM: Shutdown Maintenance)での保全が中心的で SDM では非常に大人数の保全活動を行

う作業員が必要である。またプラントの構造は大変複雑で、運転・保全活動の両面での安

全管理は重要で、事故が発生すると作業員、近隣住民に対する安全および環境に対して大

きな問題を発生させる。 

（２）ディスクリート産業 

ディスクリート産業は自動車、家電製品などライン生産、セル生産などを代表とする産

業分野で、一般的に生産に携わる多くの作業員と、ラインのメンテナンスを行う比較的少

数の保全作業者で構成されている。ディスクリート産業では TPM（Total Plant 

Maintenance）活動の実施などにも関連し、保全作業は製造に携わる作業員も参加して行わ

れる。 

 

３．４．２ 保全管理機能 

 設備保全業務関連の規格に対する国際標準化の動きを踏まえ、設備管理システムに求め

られる要件（期待を含む）を SAP EAM(以下、SAP 社という。)および IBM MAXIMO(以下、IBM

社という。)を例に取りながら、記述する。 

（１）保全業務領域内での情報連携 

 近年の設備管理システムに求められる要件として、個々の機能要件への対応に加えて、

各機能で管理される情報の連携（あるいは統合）が挙げられる。個別の機能に対する実現

例を分かりやすく伝えるべく、まず、保全作業の継続的な改善実現に向けて、特に欠かす

ことができない範囲に限定して、システム上での実現例を記述したい。ここで取り扱う範
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囲は図 3.4.1 に示す通りである。 

 

保全作業の継続的な改善サ
イクルを意識した情報連携

 

図 3.4.1 保全作業の継続的な改善に欠かせない情報連携範囲 

 

 保全作業の継続的な改善を図るための情報連携の実現例を、SAP 社での場合を例にとっ

て、図 3.4.2 に示す。設備台帳と保全作業情報が常に連携しながら、保全のための計画

（Plan）から評価・改善（Check および Action）までの各業務過程で情報が効率よく蓄積・

更新される姿をイメージしたものである。予防保全を中心とした保全作業の計画は「保全

計画」機能上で管理され、そこから、定期的に、あるいは設備の稼働や状態に応じて、作

業件名毎に、保全作業の指示がシステムから自動的あるいは半自動的に提案される。ユー

ザは、その時の状況に応じて、適宜指示の内容を更新し、作業を実施する。得られた作業

実績や設備の状態によっては、更に必要な処置を二次対応として実施する。新たな保全作

業が発生する場合もあれば、予防保全作業の実施判断基準を変更したり、あるいは作業要

領を更新する場合もあるであろう。この一連の業務の流れを、重複管理を排除し、かつデ

ータの不整合を排除するような仕組が、ソフトウェアベンダーが提供する仕組みの上でも

実現可能となってきた。例えば、SAP 社の場合では、計画情報を更新するにあたっては、

社内全体あるいは部門単位での予算情報との連携、件名毎の作業計画段階では、資機材の

調達や在庫に関わる情報との連携も実現されている。更に、生産管理側の作業との連携を

意識して管理すべく、作業に対する指示を、「製造指図」と「保全指図」という機能で使

い分けている。 



94 
 

 以降では、個別の機能について記述する。 

 

設備台帳

保全方針策定

予備部品調達
外注契約

作業実施

作業結果の
分析 / 評価

個別作業計画

保全
指図

工事検収
作業実績登録

保全
指図

保全作業
依頼

保全
指図

個別作業
詳細計画

工程調整
スケジューリング

保全
指図

改善検討
依頼

：保全指図

：保全通知

ＳＡＰで対応する機能

計画情報の更新

中長期保全計画

調達・在庫計画

設備予算

実績登録

保全
計画

：保全計画

購買依頼
見積・発注

予備部品出庫

不具合・故障対応

２次対応（是正、水平展開）
基準・計画の更新検討

保全
指図

作業実施
進捗管理  

図 3.4.2 保全作業の継続的な改善に欠かせない情報連携例（SAP 社の場合） 

 

（２）設備台帳 

 設備に関わるオリジナルの情報をする役割を担う。図 3.4.1 のレベル R0 の Asset に相

当する部分である。設備情報を括るにあたっては、製造プロセスやライン上の機能面から

括る場合と設備自体で括る場合の二つの視点が存在する。前者は、一般にロケーションと

呼ばれることが多く、後者は機器や設備などユーザ側の事情で呼称は様々であり、当該設

備に対する個体管理の目的で取り扱われる。 

 システム上は、プロセスやラインの構成の都合に合わせて、図 3.4.3 に示すような階層

的な関連付けをロケーション上で定義し、個体管理が求められる対象に対しては設備（図

3.4.3 上の「個体設備」）として、ロケーションと関連付けて定義されることが多い。この

ように 2種類の括り方を併用することで、プラントの機能視点からの管理（ロケーション

を適用）と設備の個体視点からの管理（「個体設備」を適用）の双方を一つの仕組みの上

で実現できる。 

設備のライフサイクル管理を実現するにあたっては、管理上必要となる、設備の状態値、

故障履歴、費用、作業工数などのデータを当該設備と関連付けて管理できることに加えて、

システム内での唯一のデータとして、上書きされることなく管理できる仕組みも求められ

る。これによって、設備が稼働開始、休止、あるいは、他のロケーションでの稼働、廃棄
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といったライフサイクルを通じて、各データを蓄積でき、更に、単独であるいは他の設備

と比較しながら評価することが可能となる。

圧縮装置

上位階層

圧縮機蒸気タービン オイルタンク オイルポンプ 給水ポンプ

P10021 P20001

P10022 P10023

P20002 P20003

稼動中

整備中 利用可能在庫

ロケーション

個体設備

撤去 設置

・・・・・・・・

 

図 3.4.3 設備ロケーションと個体設備の関係 

  

以下、当該機能の情報と、他システムおよび保全管理システム内の他機能との情報連携

に関して紹介する。システム全体の中の位置づけとしては、図 3.4.4 に示す通りである。 

 

 

 

 



96 
 

 

図 3.4.4 「設備台帳」との情報連携 

 

表 3.4.1 設備台帳からの出力情報 

設備固有名称およ
びコード 

設備を個体として識別する上での唯一の名称、コードを規定する。設
置場所が特定されない場合、寿命により交換される場合を想定して、
意味付けしない様式で規定される場合も少なくない。 

設備ロケーション
およびコード 

製造プロセスあるいはラインなどでの機能から規定されることが多
い。 
プロセスやラインの ID No.などを参照しながら定義づけられることが
多い。一般に、意味付けされた名称とコードの双方から整備される。

銘板関連 製造する上で当該設備を規定する主要な情報を示す。例えば、以下の
ような情報が相当する。 
・製造者名 
・型式 
・製造番号 
・製造年月日 
など 

技術仕様 当該設備上で規定する設計あるいは運転、安全、環境などの管理情報
を示す。内容に応じて、ロケーションに対して適用される場合、設備
個体に対して適用される場合と別れる。例えば、 
・設備稼働に対する許容条件（温度、速度、動作回数など） 
・設備設計上の要求事項（材料規定、設計上の適用規定、設計上の能
力など） 
・安全、環境上の要求項目（適用法規、自社内の規定など） 

担当組織 運転、保全などの業務上の管理組織、担当者などを定義する。 
他設備との関連 設備構成（あるいは階層）上での他設備との関係を定義する。 
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例階層的に定義する場合で例示すると、階層状の上位対象、下位対象、
同じ業務管理下に置かれる設備など。 

稼働や状態に関す
る監視要件 

稼働状態、設備自体の状態を監視する上での項目や管理基準値を定義
する。例えば、温度を測定する際の測定箇所とそれに対する許容温度
が相当する。 

業務管理情報 主として、事業経営上の管理目的から必要とされる情報を定義する。
例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・固定資産コードや番号 
・関連する資産や費用の割当先 
・資産としての管理状況（有効、廃止、休止など） 
など 

関連文書 上記設備に関連する文書情報を定義する。例えば、以下のような文書
情報が挙げられる。 
・設計図書（設計図面、構造計算書など） 
・運転、保全などに関わるサプライヤーからのマニュアル 
・作業許可、安全処置などの社内外申請書類 
・保証書類 
など 

 

一方、設備台帳への入力情報に関しては、表 3.4.1 上で定義した項目に対する更新内容

が相当する。 

 

 前述した設備ロケーションと個体設備の関係、並びに、各情報は、例えば、SAP 社の製

品で実現した場合の例を提示する。 

 図 3.4.5 および図 3.4.6 にて示す通り、設備ロケーションの関係は、階層構造として表

現することが可能であり、その構造の中で、個体設備更には予備部品や消耗品などの資機

材も表現される。各項目から、更に、個別の詳細情報（ここでは、「設備仕様」として表示）

を紹介し、そこから更に、個別の関連文書情報を開くことが可能である。 

 



98 
 

図面CADビューワー 関連文書

設備階層 設備仕様

 

図 3.4.5 設備台帳のシステム実現例（SAP 社の例） 

 

設備一覧

設備詳細画面

機能階層

 

図 3.4.6 設備台帳のシステム実現例（IBM 社の例） 
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（３）保全計画 

 予防保全の作業を予め定義し、中長期、あるいは年度の大日程レベルで計画する部分で

ある。図 3.4.1 のレベル R3 の Area に相当する。予防保全のための情報は、計画業務を効

率よく確実に実施すべく、一元的に管理されることが理想である。SAP 社を例にとった場

合は、「保全計画」機能の中で定義される。時間保全、設備の稼働や状態に応じての予防

保全作業の実施判断基準もこの中で取り扱われ、稼働を監視するシステム、設備の状態を

監視するシステムとの連携を通じて、関連情報が更新されることによって、予防保全作業

が自動的にあるいは半自動的にシステムから提案される仕組みである。設備の部分的な停

止が許容されないような業界では、プラントの生産活動全体を停止して、保全作業を集中

的に実施する場合もある。このような業界では、必要な作業を年次や月次といった期間ご

とに表示し、保全作業の抜け漏れを防止しながら、更には作業の集中あるいは平準化を図

りながら、作業の日程を調整している場合が多い。その際に用いる一覧表は便宜的に星取

表と呼ばれることが多い。この星取表上で作業の日程を調整し、システム上でまとめて、

保全作業の指示を発行する仕組みである。（図 3.4.7 参照） 

 

工事内容をシミュレーションするツール
として星取表や一覧表示で周期の変
更、 スキップ、繰越、追加、前倒しを
行い、今年度の工事項目を調整

保全指図

保全指図

保全指図

保全計画
保全方針（TBM,CBM）

保全対象機器

標準作業手順

保
全
指
図
生
成

保全計画は周期、対象設備
機器を持ち、また標準作業
手順が紐付く

星
取
表
生
成

シミュレーション計算を行う計画を選択
将来の原価計算（仕入先、品目コードなど）
Excelマクロシートの組込み

計画予算
シミュレーション

 

図 3.4.7 予防保全の計画から個別作業の実施計画に至るまでの流れ（SAP 社の例） 

  

 それでは、保全計画に関わる情報を、SAP 社の場合を例に取りながら、提示する。SAP

社の場合、「保全計画」という機能の中で、点検や作業の周期や、設備の動作回数、状態

といった予防保全作業実施のための判断情報、予防保全の対象となる設備や適用する定型

的な作業仕様（あるいは標準作業仕様）を定義する。定型的な作業仕様の中では、更に、
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個々の作業内容や使用資機材を定義する。いったん、当該予防保全が必要であると、シス

テム上で判断されると、この一連の情報が記載された保全作業指示が、システムから自動

的に提案される。これが作業の計画を実施する上でのたたき台となる。これにより、当該

作業を実施する際には、担当者がゼロから計画することなく、かつ、その力量に過度に依

存することなく、作業を計画できる。このようにして、作業品質の全体的な向上、作業計

画業務の効率化が期待される。ここまで情報を整備しシステム上で定義すると、保全作業

（特に予防保全作業）を計画的にかつ確実に実施するために、保全管理システムを有効に

活用することが可能となる。（図 3.4.8 参照） 

 

予防保全の実施判断基準
（時間ベース）

予防保全の対象設備、担
当組織、費用の配賦先等
の管理情報

対象作業要領

作業ごとに資料する資機材一覧

 

図 3.4.8 保全計画に関連する情報定義例（SAP 社の例） 

 

以下、当該機能の情報と、他システムおよび保全管理システム内の他機能との情報連携

に関して紹介する。システム全体の中の位置づけとしては、図 3.4.9 に示す通りである。 
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図 3.4.9 「保全計画」との情報連携 

 

表 3.4.2 「保全計画」からの出力情報 

予防保全実施判断
のための運転情報 

予防保全作業の実施判断基準となる設備の運転に関わる情報を管理す
る。例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・実稼働の累積時間 
・カレンダー上の設備稼働時間 
・設備の動作回数 
など 

予防保全実施判断
のための設備状態
情報 

予防保全作業の実施判断基準となる設備の稼働状態に関わる情報を管
理する。例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・設備の振動値 
・設備の表面温度 
・本体の肉厚 
など 

保全日程計画 保全作業予定の実施時期に関する情報を管理する。例えば、以下のよ
うな情報が挙げられる。 
・作業件名 
・作業の計画上の実施時期 
・作業の実際の実施時期（計画通りの実施、例外的な実施など、実施
内容の違いがわかるような情報表示が求められる場合もある） 
など 

未完了の保全作業
依頼一覧 

未完了の保全作業依頼に対する対応状況に関する情報を管理する。例
えば、以下のような情報が挙げられる。 
・当該作業依頼の件名 
・当該作業依頼の進捗（依頼に対する業務ステータス） 
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・作業依頼元（依頼組織、担当者など） 
・作業指示（保全作業に対する実施が承認されている場合） 
・作業実施予定時期 
など 

定型（標準）作業
仕様 

予防保全作業や特定の事象に対する修理など、予め、作業内容を定義
できる場合に、１つの作業仕様としてまとめられたものである。例え
ば、以下のような情報が挙げられる。 
・作業仕様名称 
・当該作業仕様に含まれる作業名称 
・作業ごとに必要な工数、期間、使用する資機材、実施周期など 
など 

 

表 3.4.3 「保全計画」への入力情報 

設備台帳情報 設備台帳情報 
資材管理情報 資材管理情報 
設備の稼働情報 設備の稼働に関する情報の中で、特に、予防保全実施のための判断基

準として利用できる情報が該当する。例えば、以下のような情報が挙
げられる。 
・稼働時間（カレンダー上の時間あるいは実際の稼働時間の累積） 
・当該設備の動作回数（起動、停止など） 
など 

設備の状態情報 現時点あるいは過去や将来予測も含めた、設備の状態を示す情報のな
かで、特に、予防保全実施のための判断基準として利用できる情報が
該当する。例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・圧力容器や配管などの肉厚 
・潤滑油中の成分 
・絶縁体を構成する液体や気体の成分 
・稼働中の設備の温度、圧力、振動 
など 

保全作業履歴 作業実績のうち、現行の保全方針（時間基準、状態基準など）、管理基
準値（周期や状態ベース保全の基準値など）、作業仕様が適切であるか
どうか、評価検討するための各種情報が該当する。例えば、 
・作業仕様や工程の変更履歴 
・予定値と実績値（費用、工数、期間、仕様資機材の数量など） 
・保全作業実施前の設備の状態情報 
・その他、作業実施過程で発生したトラブル、不具合などの情報 
など 

 

（４）保全作業管理 

 個々の保全作業を計画、実施、完了するまでの範囲にあたる。図 3.4.1 のレベル R2 の

Work Center に相当する。前述した保全計画の過程で生成された保全作業に関する指示内

容を引き継ぎ、保全現場の状況を踏まえながら、当該指示内容を適宜更新し、実態に即し

た形で追加更新された情報が含まれる。保全管理システム上の主要な要件としては以下が

挙げられる。 

①保全作業情報の登録および更新 

特に作業資源（ヒト、資機材、作業要領、お金）に関わる情報を、適切な手段で、照会、
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変更できること 

②業務プロセスの管理 

決められたルールに則って、当該作業の関係者が照会、変更、承認できるよう、当該指示

内容を社内外で廻していくこと 

③周辺業務との連携 

資材の在庫、調達、対象設備や作業周辺エリアでの作業予定などの関連業務の情報を、関

連部門との間で受け渡しできること 

上記は、保全作業に対する指示（図 3.4.2 にて示した「保全指図」（SAP 社の場合））を

通じて、保全管理システム上で実現される。 

①保全作業情報の登録および更新という観点からみると、例えば、SAP 社の場合、「保全

指図」を通じて、作業の期間や工数（直営、外注）、資機材の割当、日程計画、コスト管

理を実現する。（図 3.4.10 参照）予防保全作業の場合、多くは、前述した保全計画で定義

された情報がシステムを通じて自動的に「保全指図」に転記され、保全作業に対する指示

の初期値として提示される。また、この「保全指図」は、保全作業依頼を参照しながらの

作成、過去の類似の指示からのコピーなどといった複数の方法で作成することも可能であ

る。また、IBM 社の場合の画面表示例も併せて提示する。（図 3.4.11 参照）こちらの場合

でも、同様の情報が登録、更新される。 

②業務プロセス管理の観点からみると、保全作業指示は、多くの場合、登録（あるいは

自動生成）してから完了するまで、いくつかの過程を経て、情報の追加、更新が実施され

る。個々の手続きを、保全管理システム上では、ステータス機能を使って管理する。例え

ば、計画中、上長承認待ち、上長承認済み、作業着手承認待ち、作業着手承認、作業着手、

作業完了承認待ち、検収などといった、業務手続き上の手順を指示のステータスとして表

示する。この個々のステータスを使って、業務の進捗を制御し、更に、ステータスを更新

するたびにその履歴を記録する。結果として、保全作業を実施する際に、「いつ」「誰が」

「どのような判断あるいは手続きをしたのか」を後から追えるようになり、作業の管理に

対する透明性が高められるのである。SAP 社の場合（図 3.4.10 参照）、IBM 社の場合（図

3.4.2.11 参照）のいずれにおいても、このステータス機能は整備されている。この機能は、

保全作業管理だけでなく、保全業務上の上流側および下流側の業務、更には調達などの周

辺業務とも連携して管理されることが多い。 
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サービス(工種)

作業内容(工数)

要員割当

保全指図

詳細な作業計画の立案
•定期点検日程の取込み

•作業手順/工数の入力/取込み

•資格の割当

•治工具の割当

•外注作業

•保全部品（在庫品/非在庫品）

•作業者割当て

•コスト負担先割当て

保全作業依頼

不具合内容

保全計画
定検内容

過去の指図
コピー登録

タスクリスト
（標準作業
手順）

ステータス

 

図 3.4.10 保全作業に対する指示の管理例（SAP 社の例） 

 

データ・シートは測定の作業指示書に自動的に適用され、データの入力及びその結果の管
理（AS-Found、AS-Left）の管理を行うことが可能  

図 3.4.11 較正作業に対する指示例（IBM 社の例） 

 

また、特定の作業の進捗だけでなく、保全作業全体の進捗状況を管理する上でも活用さ

れる。例えば、図 3.4.12 および図 3.4.13 に示す通り、全体管理上で必要な情報だけを、

個々の保全作業指示上から抽出して、一覧表示させることも可能である。この例では、作

業手続きの進捗状況をステータスとして表現し、更に、作業件名、作業対象、作業予定時
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期を記しているが、担当部門、予定費用、実績費用、作業の優先度などをユーザの使用目

的に応じて表示させることもできる。また、これらの作業指示の一覧は、作業時期、設備、

ステータスなどの情報を検索条件として設定し、絞り込んだ情報だけを提示させることも

可能である。 

 

図 3.4.12 保全作業指示の一覧例（SAP 社の例） 

 

 

図 3.4.13 保全作業指示の一覧例（IBM 社の例） 

 

③周辺業務との連携という観点からみると、②業務プロセス観点にて記述した、業務の

手続きが連携されることに加え、保全作業指示と関連業務伝票（帳票）との間での情報受
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け渡しが自動的に行われることも求められる。 

例えば、保全作業に重要な資材や工事の調達に関する業務との連携を挙げてみよう。作

業内容を確定させる段階、あるいは確定した段階で、作業に必要な資材をその指示に割り

当てる。この段階で、もし資材の在庫数量が足りない場合には新規に当該資材を調達しな

ければならない。そんな一連の判断を保全管理システムが、在庫の有無、必要な資材手配

のための伝票の準備を自動でやってくるというものである。（図 3.4.14 参照） 

また、調達・在庫管理業務だけでなく、予算管理、隔離管理（プロセス産業向け）など

の周辺業務とも連携を求められることがある。このような要件に対しても、最近ではパッ

ケージソフトウェア上で対応できる状況となっている。 

 

 

出庫伝票

保全作業指示
作業内容、必要資格
担当者
日程

工事発注内容
資材発注内容
在庫使用予定

入庫伝票
資機材の在庫の割当及び調達の進捗管理

保全作業指示単位での購買進捗管理
保全指図から購買伝票ステータスの監視

伝票フローより各伝票詳細へのジャンプ

保全作業指示への在庫割当
保全作業指示から在庫引当（出庫予定作成）

保全作業指示からの現在庫照会

入出庫予
定

購買依頼

購買発注

発注入庫

指図出庫

購買依頼

購買発注

検収

在庫割当 資材発注 工事発注

在庫品

保全作業指示と調達関連伝票フロー（SAP社の場合）

 

図 3.4.14 保全作業指示と他領域との連携例 

 

以下、当該機能の情報と、他システムおよび保全管理システム内の他機能との情報連携

に関して紹介する。システム全体の中の位置づけとしては、図 3.4.15 に示す通りである。 
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図 3.4.15 「保全作業管理」（保全実施・証跡）との情報連携 

 

 

表 3.4.4 「保全作業管理」からの出力情報 

設備稼働に対する
要求事項と予防保
全実施のための管
理基準 

生産・製造設備の稼働を管理するシステムで、設備保全に関わる情報
が該当する。特に予防保全実施の判断基準として利用できる情報が該
当する。例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・稼働時間の制約 
・当該設備の動作回数の制約（起動、停止など） 
・設備の起動とインターロックが必要となる作業（設備内の流体を一
時的に遮断、排除する操作や電源の遮断などが必要な作業） 
など 

設備の状態に対す
る要求事項と予防
保全実施のための
管理基準 

生産・製造設備の状態を監視するシステムで必要とする情報において、
設備保全に関わる情報が該当する。特に予防保全実施の判断基準とし
て利用できる情報が該当する。例えば、以下のような情報が挙げられ
る。 
・圧力容器や配管などの許容肉厚 
・管理対象である潤滑油中の成分許容値 
・管理対象である絶縁体を構成する液体や気体の成分許容値 
・管理対象である稼働中の設備の温度、圧力、振動の許容値 
など 

設備稼働上の理由
による作業依頼お
おび作業指示に対
する対応進捗情報 

設備稼働上の理由による保全作業の依頼と当該保全作業の対応状況が
該当する。例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・作業依頼の件名、ステータス、対象設備、依頼元、依頼概要 
・保全作業指示の件名、ステータス、対象設備、依頼元の作業依頼 
など 
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状態ベース保全に
関わる作業依頼お
よび作業指示に対
する対応進捗情報 

設備の状態の異常や経年劣化などに起因する保全作業の依頼と当該保
全作業の対応状況が該当する。情報項目としては、前述した「設備稼
働上の理由による作業依頼および作業指示に対する対応進捗情報」と
同様。 

保全作業履歴 作業の結果に加えて、作業前の設備の状態に関して検査した結果や類
似の不具合や故障の繰り返しを予防するための情報も含まれる。例え
ば、以下のような情報が挙げられる。 
・作業工数 
・作業期間 
・使用した資材の仕様、数量 
・工事内容（例えば、工種）ごとの仕様と数量 
・点検結果（設備の状態に関わる計測値、状況を示す写真など） 
・計測機器などの較正結果 
・設備構成の変更結果 
・各種作業許可の手続き結果 
・品質管理上の不適合情報、是正、予防に関わる提案や依頼のための
基礎情報 

定型保全作業指示 生産管理、設備の運転、更には、製造現場での安全衛生、環境保全と
いった活動上、共有すべき保全作業の情報が該当する。例えば、以下
のような情報が挙げられる。 
・保全作業の対象設備、対象エリア（例えば、製造プラント内のエリ
ア区分など） 
・設備あるいは作業の理由から必要となる作業許可 
・作業を準拠すべき法規や社内規準 
・使用する機材（あるいは工具） 
・作業上の安全処置内容 
など 

設備の異常・故障
情報 

製造プラント単位での生産計画や各種所要量計画、詳細レベルでの各
種能力予測、製造活動上のリスク管理、原価予測などの業務に活用す
ることを念頭に置いた設備の異常や故障の情報が該当する。例えば、
以下のような情報が挙げられる。 
・発生した異常や故障を分類するための基礎情報（設備、部位、事象
など） 
・発生した日時、対応した関係部門 
・状況を表す各種記録（メータ読み取り値、写真など） 
・処置内容（応急処置、恒久処置、発生した費用、使用した資機材、
資機材や工事の発注先など） 
など 

設備改良のための
基礎情報 

設備の更新計画、仕様変更、余寿命診断などといった設備の状態に対
する各種判断に活用するための、設備更新に関する情報が該当する。
例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・設備や予備部品、配管やケーブルなどの資材に関する仕様（設計や
材料に関する適用規準など） 
・発注先、製造元の企業名や製造事業所 
・受け入れ時の検査記録 
・購入価格 
・品質保証に関わる取り決め（発注元や製造事業者との間） 
・更新した際の既存設備の状態 
など 
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表 3.4.5 「保全作業管理」への入力情報 

設備台帳情報 設備台帳情報 
資材管理情報 資材管理情報 
設備更新あるいは
設定に関する変更
依頼 

製品の配合や仕上げレベルなどの仕様変更に伴う設備構成の変更や設
定変更の依頼が該当する。例えば、以下のような情報が挙げられる。
・変更対象となる設備 
・変更実施時期 
・変更後の設備の仕様 
・変更理由 
・変更依頼元 
など 

保全作業依頼 設備の稼働予定や状態に基づき、生産管理、運転、品質管理などの関
係部門から出される保全作業依頼が該当する。このなかには、巡視点
検などを通じて発見された保全部門からの依頼も含まれる。例えば、
以下のような情報が挙げられる。 
・保全が必要と思われる設備やプラントエリア 
・不具合や故障の状況 
・不具合や故障の発生時期 
・現時点での対応状況（運転側で自主的に対応している場合） 
・作業の緊急性 
・依頼元 
など 

不具合や故障対応
のための作業要件 

対応上の作業要件が明確である場合に、上記の保全作業依頼とともに
提供される場合がある。例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・過去の類似の対応履歴（類似保全作業指示の履歴など） 
・設備サプライヤーからの推奨マニュアル 
・作業実行上の作業区画、時間、防護などの準備要否 
など 

設備の稼働情報 生産計画や運転に関わる部門から提供される、設備の稼働予定や状況
に関わる情報が該当する。予防保全実施のための判断基準として利用
されることもある。例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・現在の稼働実績（稼働時間の累積、動作回数など） 
・稼働時間の見通し（いつごろ、稼働上の制約となる時間や動作回数
を超えそうであるか） 
など 

設備の状態情報 運転やエンジニアリング部門から提供される設備の状態に関わる情報
が該当する。設備の検査を実施した結果を受けて、保全部門から提供
される場合も含まれる。予防保全実施のための判断基準として利用さ
れることもある。例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・圧力容器や配管などの肉厚 
・管理対象である潤滑油中の成分値 
・管理対象である絶縁体を構成する液体や気体の成分値 
・管理対象である稼働中の設備の温度、圧力、振動の値 
など 

予防保全作業ステ
ータス 

現時点での予防保全作業の状況に関する情報が該当する。作業を実施
するうえで、対象設備や作業区画などの干渉がないか、あるいはまと
めて作業することで効率よく作業を実施できないかといった目的での
活用が期待される。例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・対象となる設備やプラントエリア 
・作業名称や指示の番号 
・作業指示のステータス 
・作業の実施時期 
・作業担当 など 
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（５）設備および保全作業に対する改良と改善 

生産管理、運転、品質管理、安全衛生、環境保全などといった部門からの要求事項と保

全作業の結果を照らし合わせ、その要求事項を満足させるべく改良あるいは改善を促す活

動である。図 3.3.1 のレベル R1 の Work Unit に相当する。保全管理システムに求められ

る主要な要件としては、以下が挙げられる。 

①各部門からの要求事項への対応 

保全作業依頼に代表される各種依頼内容を、適切な手段で、登録、照会、変更できること 

②設備あるいは保全作業情報の評価支援 

保全作業の結果として得られた設備の状態に関わる計測値や保全作業の結果を、用途に合

わせた表示形式で提供できること 

③保全作業の実行部門や周辺業務との連携 

生産管理、運転、品質管理、安全衛生、環境保全などいった周辺部門との情報をやり取り

し、かつ、効率よく情報を管理できること 

 ①各部門からの要求事項への対応に関しては、依頼内容、対象設備、依頼元はもとより、

運転への影響、依頼対応結果の履歴登録（例えば、設備の不具合や故障であれば、それに

関連する履歴）などに対応できるよう求められる。（図 3.4.16 参照） 

特に、保全作業依頼においては、
・依頼理由
・処置前と処置後の状況
・停止時間

等を柔軟に登録することで、作業
履歴を保全計画に活用するための
データを蓄積することができます。

作業依頼の登録

運転への影響

故障/原因/処置の履歴

故障状態、劣化状態のコード
化

 

図 3.4.16 保全作業依頼の例（SAP 社の例） 

 また、依頼内容は、その依頼の背景により、記載内容も異なる場合が多い。運転部門、
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エンジニアリング部門、安全衛生、保全部門など多岐にわたる。また、一つの依頼が新た

な依頼を生んだり、保全作業の結果を受けて発生する依頼もある。これらの状況に対応す

べく、下記のような要件が更に求められる。 

・複数種類の依頼に対応できること 

・依頼と作業指示を相互に関連付けて管理できること 

 図 3.4.17 に SAP 社の場合の対応例を示す。SAP 社の場合、「保全通知」という機能を使

って、複数種類の通知タイプごとに定義することで上記の要件に対応する。通知上では、

検討結果の内容を後々に評価しやすいように分類項目を柔軟に定義でき、また、それぞれ

の結果に対して自由に記述できるような機能も備えている。更に、個々の依頼内容と保全

作業指示は関連付けて登録でき、その状況を図 3.4.18 に示す通り、グラフィカルに図示

することも可能である。このような機能を使うことで、一連の依頼内容を追跡して管理す

ることが可能となり、結果として、確実に依頼内容が実行されることを促すといえる。 

 

管理･分析項目

改善のための進捗管理
開始日、終了日の記録

進捗ステータスの管理

管理項目の標準化と分析
検討指示事項の種別

故障部位・状況・原因、運転への影響など

突発故障対応
突発的な不具合や
故障

保全指図
作業内容、必要資格
担当者
日程
工事発注内容
資材発注内容
在庫使用予定

是正、改善活動

設備状態に基づく
対応

設備稼働実績に
基づく対応

品質管理規定への
不適合対応

検討指示事項

検討指示の種別
内容詳細
担当者
日程
進捗ステータスと承認
後続処理のトリガー
ワークフロー
実施内容の記録

各種依頼事項

 

図 3.4.17 各種依頼事項と保全作業指示の関係例（SAP 社の例） 
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参照したい依頼内容をクリッ
クすると、その詳細内容が現
れる仕組み

改良および改善に向けた活動
の確実な追跡

関連する依頼件名を関連付け

関係をグラフィカル表示

個別依頼内容に簡易にアクセス

 

図 3.4.18 各種作業依頼の追跡管理例（SAP 社の例） 

 

 また、保全作業指示の場合と同様に、各種依頼内容を、件名単位で、一覧表示させるこ

とが可能である。この例でも、依頼への対応手続きの進捗状況をステータスとして表現し、

更に、依頼件名、対象設備、依頼登録日などを記しているが、作業担当部門、関連作業指

示などをユーザの使用目的に応じて変更することもできる。 

 

図 3.4.19 保全作業依頼の一覧例（SAP 社の例） 

 

 ②設備あるいは保全作業情報の評価支援という観点では、保全業務だけでなく、その周

辺業務も含め、様々な視点からの評価が求められ、更に、評価者ができるだけわかりやす

い形で表現することが求められる。 

例えば、図 3.4.20 では、設備の不具合や故障によって発生した損失コストを、発生し

た製造工程毎に分類し、更に損失内容を色分け表示することで改良あるいは改善の優先順
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位づけを容易に判断できるように表現した例である。膨大な履歴および依頼事項に対して、

予算や時間的な制約のもと、効果的に対応することを念頭においた評価例である。 

 

損
失

コ
ス

ト

損失発生工程

損失内容

 

図 3.4.20 保全作業履歴の分析例 

 

また、図 3.4.21 では、個々の保全作業指示を通じて集められた費用情報を、設備や部

門の構成に従って、集約できる様を示したものである。個々の設備単位で収集された費用

実績が、システムに登録されると同時に、プラントエリアや部門、更にはプラント全体で

の現状として即時に反映される。図上の表示例などを通じて、都度、予算に対する実績費

用の状況を柔軟に把握することで、追加予算処置、あるいは作業実施時期の延期や前倒し

といった判断に使えるものと期待される。 
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図 3.4.21 保全情報の共有および活用例：部門単位での予実費用（SAP 社の例） 

 

更に、図 3.4.22 では、年度単位の予算と実績、更には保全周期を変更した際の費用推

移を併記する形で、過去の保全履歴を参照しながら、保全周期を変更した場合の費用影響

度をシミュレーションし、現実的な保全周期の変更値を探ろうというものである。生産計

画、運転上の制約、保全上の制約を組み合わせ、各部門の制約条件を満たしながら、もっ

とも適切な計画内容を模索ための方策の一つといえよう。 
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図 3.4.22 保全情報の共有および活用例：ライフサイクルコスト分析例 
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③保全作業の実行部門や周辺業務との連携という観点では、統合型設備管理システムを

前提としたパッケージソフトウェアの場合、通常、図 3.4.23 に適合するような機能が、

一つのソフトウェア上で実現されている場合と複数種類のソフトウェアを連携させて実

現する場合の双方が考えられる。SAP 社の場合、図 3.4.23 の範囲内の多くに関して、実現

できるような機能を備え、連携が実現されている。更に、個々の専門機能を備えたシステ

ムとの連携を図るべく、図 3.4.24 に示すような形で連携を図るようなツールも備えてい

る。ここでの情報連携例は、後述する 3.5 節の例を参照されたい。 
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基準計画
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生
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スケジュール
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製造オーダ
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製造管理 生産調整

可視化
情報共有
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判断

計画調整

実行

製造オーダ
管理

納期回答
販売調整受注管理

設
備保全計画

個別の保全
作業管理

設備改良および
保全作業の改善

 

図 3.4.23 統合型システムでの情報連携のイメージ例 
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スケジューラ

DCS SCADA PLC

MES

監視・分析

 

図 3.4.24 運転および保全情報の連携例 

以下、当該機能の情報と、他システムおよび保全管理システム内の他機能との情報連携

に関して紹介する。システム全体の中の位置づけとしては、図 3.4.25 に示す通りである。 

 

図 3.4.25 「改良と改善」との情報連携 
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表 3.4.6 「改良と改善」からの出力情報 

設備校正履歴情報 生産管理、運転、品質管理、環境保全などといった部門への提供を念
頭に置いた設備の校正履歴に関する情報が該当する。例えば、以下の
ような情報が挙げられる。 
・対象設備 
・校正結果（過去の校正履歴を含む場合もある） 
・校正実施日 
・校正担当者 
など 

設備の異常・故障
情報 

運転、エンジニアリング部門などといった部門への提供を念頭に置い
た設備の異常や故障の情報が該当する。保全作業の過程で得られる情
報が該当する。例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・圧力容器や配管などの肉厚 
・潤滑油中の成分値 
・絶縁体を構成する液体や気体の成分値 
・稼働中の設備の温度、圧力、振動の値 
など 

設備改良のための
基礎情報 

保全計画やエンジニアリングなどといった部門への提供を念頭に置い
た、設備更新計画、仕様変更、余寿命診断などといった各種判断に活
用するための情報が該当する。例えば、以下のような情報が挙げられ
る。 
・設備に関する不具合や故障への分析結果（因子、影響範囲、劣化の
タイプなど） 
・対応後の既存設備の状態 
・恒久対応の結果（点検や更新の周期の変更、サプライヤーの変更な
どの推奨） 
など 

保全作業依頼 設備の稼働や状態情報、保全作業の結果を受けての追加対応、突発的
な不具合や故障への対応目的で、生産管理、運転、品質管理などの関
係部門から出される保全作業依頼が該当する。この中には、巡視点検
などを通じて発見された保全部門からの依頼も含まれる。例えば、以
下のような情報が挙げられる。 
・保全が必要と思われる設備やプラントエリア 
・不具合や故障の状況 
・不具合や故障の発生時期 
・現時点での対応状況（運転側で自主的に対応している場合） 
・作業の緊急性 
・依頼元 
など 

予防保全作業ステ
ータス 

現時点での予防保全作業の状況に関する情報が該当する。作業を実施
する上で、対象設備や作業区画などの干渉がないか、あるいはまとめ
て作業することで効率よく作業を実施できないかといった目的での活
用が期待される。例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・対象となる設備やプラントエリア 
・作業名称や指示の番号 
・作業指示のステータス 
・作業の実施時期 
・作業担当 
など 
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設備構成履歴情報 設備計画やエンジニアリングといった部門での活用を念頭に置いた、
設備構成に関わる情報が該当する。保全作業に伴う設備更新の結果を、
都度、プラントの制御や監視に関わるシステムに提供することが主た
る用途と考えられる。例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・設備更新に伴う新旧の設備情報 
・設備更新実施日時 
・設備更新に伴って影響をうけるロケーション（更新された設備の上
位設備、下位設備） 
・設計図書 
など 

 

 

表 3.4.7 「改良と改善」への入力情報 

設備台帳情報 設備台帳情報 
資材管理情報 資材管理情報 
設備校正仕様 製造プラント全体を制御あるいは監視するシステムから提供される設

備の校正や設定に関わる情報が該当する。保全作業側で対応している
校正作業時に参照することが主たる用途として考えられる。例えば、
以下のような情報が挙げられる。 
・対象設備 
・通常あるいは停止時の設備の望ましい状態（開閉、流量、圧力、回
転数、速度など） 
など 

設備構成仕様 製造プラント全体を制御あるいは監視するシステムから提供される設
備の構成に関わる情報が該当する。保全側で作業結果が確実に反映さ
れているか、保全側で特定した設備が適切であるか、確認が主たる用
途として考えられる。 
・製造プラント全体の設備とロケーションの関係 
・個々の設備に適用可能な予備部品や消耗品といった資材 
など 

計装関連設定仕様 計装設備や個別監視設備から提供される設備の設定に関わる情報が該
当する。警報発信の要否、保全作業依頼の要否などの判断材料として
の用途が考えられる。例えば、以下のような情報が挙げられる。 
・対象設備 
・通常あるいは停止時の設備の望ましい状態（開閉、流量、圧力、回
転数、速度など） 
・警報発信の際の閾値（流量、圧力、温度、速度など） 
など 

稼働情報 保全作業管理での活用を念頭に置いた設備の稼働情報が該当する。例
えば、以下のような情報が挙げられる。 
・実稼働の累積時間 
・カレンダー上の設備稼働時間 
・設備の動作回数 
など 

設備管理値変更依
頼 

製品の配合や仕上げレベルなどの仕様変更に伴う設備構成の変更や設
定変更の依頼が該当する。例えば、以下のような情報が挙げられる。
・変更対象となる設備 
・変更実施時期 
・変更後の設備の仕様 
・変更理由 
・変更依頼元 など 



119 
 

設備構成、校正、
設備の状態に起因
する保全作業依頼
および作業指示に
対する対応進捗情
報 

こちらからの作業依頼に対して、どこまで対応されているのか、その
対応状況を示す情報が該当する。例えば、以下のような情報が挙げら
れる。 
・作業依頼の件名、ステータス、対象設備、依頼元、依頼概要 
・保全作業指示の件名、ステータス、対象設備、依頼元の作業依頼 
など 

 

３．４．３ 設備制御装置 

設備制御装置は、プラントの製造装置に組み込まれた PLC(Programmable Logic 

Controller)や制御装置であり、個別の機器によってその機能や製品が異なる。設備制御装

置は一般的に以下の機能を持つ。 

 

 設備の動作に必要なシーケンス制御の情報の記憶とシーケンス制御 

 設備状態の情報変換（アナログデータからデジタルデータへの変換） 

 情報の伝達 

 上位システムからの制御情報の受け取り 

 設備情報を上位システムへ転送 

 

ADID ではこの機能は D1.1 に分類され、実際の製造装置に対する制御、I/O、データ収集

などを担当する。従って、設備制御装置はプラントや製造ラインを構成する物理的なレイ

アと情報システムを直接接続する基盤である。しかし、通常このような制御装置は装置を

製作する装置メーカーがその機種や機能を選択することからプラントや工場側の情報担当

者が制御装置を決定することが難しい場合があり、情報通信の標準化を行うことが難しい。 

また設備のライフサイクルが長いことから、複数世代のシステムがプラント内で使用さ

れていることが一般的で、統一化されたシステムを構築するためのインフラストラクチャ

ーの整備には大きなコストが必要になる。 

 

以下設備制御装置の他システムとの情報連携について紹介を行う。 

【出力】 

情報集約端末 生産・設備情報 
生産状況に関連した情報を上位の情報集約端末へ転送する。転送され
る情報の例としては以下のものがある。 

 計装情報（温度、振動、流量、電力量などのプロセス情報） 
 設備情報（稼働時間、動作回数、設備停止・再稼動） 
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【入力】 

情報集約端末 シーケンス制御情報 
設備を制御するためのシーケンス情報を上位の情報集約端末から受信
する。シーケンス制御情報はオンラインで実行できる場合、オフライ
ンで実行する場合がある。従来の技術では RS232C や RS422 などのシリ
アル通信を使用してオフラインで行われてきたが、現在の最新制御装
置では TCP/IP を使用してオンラインで行われる場合がある。転送され
る情報の例としては以下のものがあげられる。 

 シーケンス情報 
 運転パラメータ 

 

３．４．４ 情報集約端末 

情報集約端末は設備制御装置の情報を集約して上位の管理システムなどに情報を伝達

する、又は上位の管理システムから情報を受け取り、設備制御装置へ情報を転送する機能

を受け持つ。通常設備制御装置は PLC は制御ボードなど設備の制御、情報の収集を主な目

的として設計・製造されているため、大量の情報の記憶・分析などを行う処理能力・記憶

容量を有していないことが一般的で収集した情報を記憶保管し、処理する機能を外部に持

つ必要がある場合がある。また設備制御装置は RS232C,RS422 といった低レベルの通信機能

しか有していない場合があり、上位の管理システム（TCP/IP ベースにネットワークシステ

ム）と直接通信を行うことができない場合があり、プロトコルの変換も含めて中間に情報

を集約するシステムが必要になる場合がある。 

情報集約端末は通常パーソナルコンピュータシステムで構築され、設備および製造ライ

ンの管理を受け持つ。通常このシステムは制御・計装系のシステムにより構築される。ADID

では D1.1 に分類される。 

【出力】 

運転・製造管理シ
ステム 

製造実績情報 
設備制御装置から転送された製造実績情報を集約・記憶し運転・製造
管理システムへ情報を転送する。転送する情報は設備制御装置と同様
のものである。 

 計装情報（温度、振動、流量、電力量などのプロセス情報） 
 設備情報（稼働時間、動作回数、設備停止・再稼動） 

 
設備制御装置 設備制御情報 

製造パラメータなどのレシピ情報、設備を制御するためのシーケンス
情報などを各個別の設備制御装置へ転送する。 

 製造パラメータ、レシピ情報 
 処理時間、設定温度、設定流量、 

 シーケンス情報 
 ラダー制御情報 
 動作時間、運転・停止情報 
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【入力】 

運転・製造管理シ
ステム 

製造パラメータ 
 レシピ情報（製造制御情報（シーケンス情報）、処理時間、設定情

報を運転・製造管理システムから受信し、各設備制御装置へ転送
する。 

 処理時間、設定温度、設定流量、 
 動作時間、運転・停止情報 

設備制御装置 各設備制御装置からの生産実績情報、設備状態情報を受け取り上位シ
ステムのためのデータの集約、転送を行う。 

 計装情報（温度、振動、流量、電力量などのプロセス情報） 
 設備情報（稼働時間、動作回数、設備停止・再稼動） 
 生産情報（数量、良品・不良品数量情報など） 

 

３．４．５ プラント/工場内通信バス 

プラント/工場内通信バスは工場やプラント内の通信を行うための共通通信プラットフ

ォームで製造装置や制御装置、製造管理システム、運転管理システム、技術情報データベ

ース、データヒストリアン、保全管理システムなど様々なシステム間の通信をサポートす

る。従来はトークンリング方式などを使用して通信速度・容量を確保するためのプロトコ

ルを採用して通信バスを構築することが一般的であったが、現在ではネットワークハード

ウェア技術の大幅な進歩に伴い、通信速度・通信容量が飛躍的に進歩したため、通信応答

時間が保証されないCSMA/CD方式を使用したTCP/IPによる通信インフラストラクチャーを

使用して共通通信バスを構築するケースも多く見受けられる。 

プラントや工場で使用する共通バスの構築は容易ではない。その理由の一つは、設備制

御装置は設備の実際の制御に用いられるため設備と分離して更新することが難しいためで

さる。従って設備のライフサイクル（導入から廃棄までの期間）が長い場合があり、通常

の情報通信技術の進歩と設備に搭載されている制御システムが持つ通信機能に大きな規

格・機能および性能にギャップがあり、共通通信バスの通信プロトコルに対応できない場

合があるためである。 

 

３．４．６ データヒストリアン 

データヒストリアンはプラント/工場で発生する様々な情報を長期間に渡って記憶し、

情報分析を行うためのプラットフォームで通常は計装関連のアナログ情報を記憶する。例

えば、回転機器の回転数、温度、圧力、電圧、電流などの情報を測定接点単位に記録する

もので、生産を支えるプラント/工場内の各装置が正しく動作しているかの検証情報を記

録・管理する。また何らかの障害などの問題が発生した場合に、障害発生時点にさかのぼ

り、各製造装置がどのように動作していたかを確認し、障害発生の問題を再現・検討する
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情報としても使用される。 

通常データヒストリアンはセンサなどのアナログ値の情報をビジュアルに表示するた

めにグラフ表示機能を持ち、簡単な分析機能でデータ解析を支援する。 

 

【出力】 

技術情報データベ
ース 

設備の稼動情報、運転パラメータ、設備状態の情報を転送する。 
 設備稼動情報 

 稼動時間、設備・部位などの動作回数 
 運転パラメータ 

 運転温度、処理時間、設定流量など 
 設備状態 

 センサ接点情報（温度、圧力、回転数、電圧、電流など） 

【入力】 

情報集約端末 設備の稼動情報、運転パラメータ、設備状態の情報を転送する。情報
集約端末は設備制御装置から情報を得ているため、基本的な情報項目
は設備制御装置と同様である。 

 設備稼動情報 
 稼動時間、設備・部位などの動作回数 

 運転パラメータ 
 運転温度、処理時間、設定流量など 

 設備状態 
センサ接点情報（温度、圧力、回転数、電圧、電流など） 

設備制御装置 設備の稼動情報、運転パラメータ、設備状態の情報を転送する。 
 設備稼動情報 

 稼動時間、設備・部位などの動作回数 
 運転パラメータ 

 運転温度、処理時間、設定流量など 
 設備状態 

センサ接点情報（温度、圧力、回転数、電圧、電流など） 

 

３．４．７ 運転管理システム 

運転管理システムはプラントの運転情報を集中的に制御するシステムで、通常中央制御

室などを中心としてプラントの制御を行う。中央制御室にはプラントの運転状況をビジュ

アルに表示する制御盤が具備され運転員がプラントの運転状況を逐次確認し運転を行う。 

運転管理システムは ADID では D3.2 に分類される。 

【出力】 

原価生産システム 製造結果の情報を原価計算システムへ転送する。 
 製造数量（品名、バッチ数量など） 
 不良品情報 

仕掛品/在庫管理
システム 

製造結果の情報を原価計算システムへ転送する。 
 製造数量（品名、バッチ数量など） 
 不良品情報 

原材料・副材料使用情報 
 原材料・副材料の使用品名、使用量 
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【入力】 

情報集約端末 設備の稼動情報、運転パラメータ、設備状態の情報を受信する。 
 設備稼動情報 

 稼動時間、設備・部位などの動作回数 
 生産数量 

 運転パラメータ 
 運転温度、処理時間、設定流量など 

 設備状態 
センサ接点情報（温度、圧力、回転数、電圧、電流など） 

 

３．４．８ 製造管理システム 

製造管理システムはディスクリート系の製造業で使用される管理システムで、製造ロッ

ト進捗管理、レシピ管理、材料管理（Bill Of Material 管理）などを担当するシステムで

ある。 

運転管理システムは ADID では D3.2 に分類される。 

 

製造ロット進捗管理とは製造工程を製造プロセスおよび原価計算上の小単位に分割し、

仕掛品の製造プロセス上の進捗管理、良品・不良品の数量管理、作業に使用した設備・作

業員の証跡管理などの情報を取得・管理するシステムで工場の原価生産の基本情報を取得

するとともに、生産の進捗を管理する。 

レシピ管理は製造する製品のロット単位に製造に必要な材料、処理時間、製造パラメー

タなどを管理するシステムでレシピの情報を格納するデータベースとロット管理情報とを

連携させて動作する。 

材料管理は生産に使用する直接材料および間接材料の仕様、仕様数量、組み合わせなど、

製品を構成する原材料および間接材料の情報を管理する。 

 

【出力】 

原価生産システム 製造結果の情報を原価計算システムへ転送する。 
 製造数量（品名、バッチ数量など） 
 不良品情報 

仕掛品/在庫管理
システム 

製造結果の情報を原価計算システムへ転送する。 
 製造数量（品名、バッチ数量など） 
 不良品情報 

原材料・副材料使用情報 
 原材料・副材料の使用品名、使用量 

【入力】 

情報集約端末 設備の生産情報を受信する。 
 生産結果情報 

 品名、ロット番号、生産数量、不良品数量 



124 
 

 

３．４．９ 原価計算システム 

原価計算システムは ADID では特に記述はされてはいないが、通常は経理システムとし

て D4.2 に属するシステムである。製造業では製造途中の半完成品の在庫を集計して製造原

価を計算する必要があり、この基礎となる情報は原材料、各工程に投資された設備資産額、

製品を製造するために費やされる人件費および半完成品の在庫情報などから計算される。

従って正確な製造原価を計算するためには運転・製造管理システムと設備台帳を有する保

全管理システムとの連携が必要である。 

 

【出力】 

総勘定元帳 
（General Ledger） 

原価計算結果情報 
各工程ブロック単位での原価情報、仕訳情報 

【入力】 

運転・製造管理シ
ステム 

半完成品在庫情報 
 製品名、工程名、数量 
 不良品数量 
 生産単位あたりの製造時間 

保全管理システム 工程を構成する設備資産額 
 工程番号 
 設備管理番号 
 設備評価額 

 

３．４．１０ 仕掛品/在庫管理システム 

仕掛品在庫/在庫管理システムは ADID における D0.1 に分類されるシステムで以下の情

報を管理する。 

 半完成品の在庫数量管理 

 原材料、副材料、保全関連の交換部品などの保修材料の在庫管理 

この管理は一つのシステムで行われることを要請しない。企業や組織では上記の情報をい

くつかの情報システムで把握し管理を行っている。本項では複数に分散されている在庫情

報を仕掛品/在庫管理システムとしてまとめて概念として紹介する。 

仕掛品（半完成品）は運転・製造管理システムから各工程単位で品名、数量などが把握

される。この情報は在庫管理システムに転送され数量管理が行われる。 

 

【出力】 

総勘定元帳 
（General Ledger） 

原価計算結果情報 
各工程ブロック単位での原価情報、仕訳情報 
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【入力】 

運転・製造管理シ
ステム 

半完成品在庫情報 
 製品名、工程名、数量、 
 不良品数量 

使用原材料情報 
 原材料品名、使用量 
 副材料品名、使用量 

 
保全管理システム 保全作業で使用する交換部品などの在庫管理情報 

 出庫部品品名、数量などの出庫・戻入情報 

 

３．４．１１ 生産計画システム 

生産計画システムは受注/受注計画システムから生産の要求情報を受け取り、工程の生

産能力を基に生産計画を作成するシステムである。通常生産計画システムでは生産に必要

な直接材料（直材）、間接材料（間材）の展開を行い、生産量に応じた所要量展開作業を行

う。 

生産計画は各産業分野の応じて月次計画、週次計画、日次計画などに展開され実際の生

産指示を行うための情報を提供する。 

 

また材料の所要量展開を行うことから在庫管理システムや調達管理システムとの連携

を行い、必要に応じて材料の発注指示を作成する。 

 

【出力】 

運転・製造管理シ
ステム 

生産計画情報 
 月・週・日単位の生産計画情報（生産品目、数量など生産指示情

報） 
 

【入力】 

受注/受注計シス
テム 

受注計画情報 
 生産品目、生産量、生産納期 

在庫管理システム 材料在庫情報 
 直接材料在庫数量 
 間接材料在庫数量 

 
運転・製造管理シ
ステム 

製造ライン情報 
 設備単位の生産能力 
 歩留まり情報 

 

 

３．４．１２ 受注/受注計画システム 

受注はお客様からの受注情報を記録し管理するシステムである。受注計画システムは受
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注情報、過去の受注情報、季節変動、販売計画などの情報から受注計画を作成する。 

 

受注/受注計画システムでは直接的にプラントや工場の生産設備に対して情報を提供す

るものではないが、プラント・工場を運営する上で重要な生産計画の基礎となる情報を収

集し、管理を行う。 

 

【出力】 

生産計画システム 受注システムで把握される受注情報 
 受注品目、数量、納期 
 在庫保有計画情報（在庫管理水準に従って保持する必要性のある

在庫量） 
 

 

３．４．１３ 仕訳システム 

仕訳システム（General Ledger）は企業会計の根本をなすシステムで全ての経済活動の

仕訳情報を記録管理するシステムで、経理システムに属す。ADID では D4.2 に属す。従っ

て金銭に関連する全ての行為は仕訳情報として記録されなければならず、仕掛品情報、調

達情報、作業員の作業時間、保全作業時間、在庫出庫情報などの経理トランザクションを

記録する。 

従って金額計上に関する情報は直接又は間接的に全て仕訳システムに転送されなけれ

ばならない。会計コンプライアンスを遵守し、透明な決算情報を作成するためには情報シ

ステムを使用して証跡確保された信頼性のある情報を提供する必要があり、その情報は全

て監査可能でなければならない。この観点から情報システムが担う役割は大きい。 

 

【入力】 

原価生産システム 各工程で発生する原価情報のトランザクション 
 製造原価情報 
 不良品処理トランザクション 

調達システム 調達情報 
 注文書情報（買掛金） 
 受領情報 

仕掛品/在庫管理
システム 

プラント・工場内在庫情報 
 仕掛品在庫数量評価額 
 原材料出庫・戻入情報 
 副材料出庫・戻入情報 
 保守部品出庫・戻入情報 
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３．４．１４ 調達システム 

調達システムはプラントや工場に必要な原材料、副材料、プラント資機材、使役業務な

どを調達するためのシステムである。ADID では D4.2 に分類され、企業全体で使用するシ

ステムである。 

通常どの企業でも調達行為を管理するために調達システムを導入している。 

 

調達システムは調達・資材部門が主導でシステムを導入することが一般的で、保全・運

転に関するシステムとの親和性は必ずしも高くない。これに対して原材料および副材料な

どの材料調達に関しては生産計画システム（D3.1）の所要量展開の情報と連携して調達指

示の作成を自動化している例は多く見ることができる。これは原材料・副材料の調達に比

べて、保全管理に関連して作成される資材調達ではその種類が膨大且つ複雑で保全管理の

担当者の知識・経験が必要な場合が多いからである。本社部門の購買担当者だけでは全て

の保全関連資材の調達を一括管理することが難しい現状にある。 

また保全関連工事に関する使役業務の調達については地元企業との関係維持、詳細な作

業打合せなどの管理的な観点からプラント・工場に属する調達部門、保全部門が直接調達

行為を行うことが一般的である。 

しかし、調達する資材の種類に応じて複数の調達部門また複数のシステムが介在するこ

とは調達コンプライアンス上で問題が発生する可能性があり、調達トランザクションを保

全関連システムと連携するかが課題である。 

また実際にシステム連携ができない場合は保全管理システムと調達システム間での人手に

よるデータ入力負荷が増加し、作業員などに大きな負担を担わせる結果となる。 

【入力】 

生産計画システム 生産に必要な材料方法を入力し調達要求を作成する 
 所要量展開処理から作成される材料情報 

 原材料品名、要求数量 
 副材料品名、要求情報 

保全管理システム 保全管理に必要な交換部品および工事に関する使役調達の情報 
 補修部品情報 

 部品名称、数量、対応設備 
 工事使役に関する情報 

 工事発注情報、発注先企業情報、工期、工事内容など 

【出力】 

売掛/買掛管理  製品の販売に関する売掛金情報 
 調達に関する買掛金情報 

支払/入金管理  原材料・副材料に関する買掛金情報 
 保全に関する補修部品に関する買掛金情報 
 保全に関する工事使役に関する買掛金情報 
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３．４．１５ 売掛/買掛管理システム、支払/入金管理システム 

支払い/入金管理は経理関連のシステムであり通常は保全・運転のシステムとは関連し

ないような印象を受けるが、保全管理を行う作業員の業務に関連性がある場合がある。ADID

では D4.2 に分類される。通常、プラントや工場の工事やメンテナンスに関する調達行為で

発生する支払いについては作業や資材の検収行為をトリガーとして発生するため、作業遅

延や検収行為の遅延は支払いの遅延につながる。また経理部門では作業の完了や検収の結

果に関して担当部門や担当者に直接問い合わせを行い確認する必要があり、作業員の作業

効率を低下させる場合がある。一方、検収行為などを管理する社内管理プロセス上の承認

行為の遅延で支払いが行われない事態が生ずる場合がある。これは調達コンプライアンス

上非常に大きな問題となる。 

保全管理システムの導入に際して、調達・検収行為を調達システムで管理している場合

は、検収トランザクションをキー情報として請求書データを支払い管理システムに転送し

て、実際の支払いトランザクションを発生させる場合がある。直接材料および間接材料に

関しては生産計画システムからの所要量情報を基にして、企業全体で使用する ERP

（Enterprise Resource Planning）システムの調達システムを通して調達が行われるのが

一般的である。しかし、保全作業に関連して必要になる資材・工事関連の調達に関しては

各プラントの調達部門により個別に管理される場合があり、その資材および工事の検収作

業は各部門の担当者に一任されている場合が多い。従って保全管理作業の一環として検収

作業が行われる場合、保全管理システムとの連携が必要になる。 

【入力】 

調達システム  検収情報 
 支払いを必要とする調達情報 

 

【出力】 

General Ledger 売掛金/買掛金に関する仕訳トランザクション 

 

３．４．１６ 人事システム 

人事システムは通常人事系の管理情報を記録するシステムであるが、生産や保全に関す

る作業員の情報を統合的に関するプラットフォームとして使用することを考える必要があ

る。保全作業や生産活動を行っていくためには、その従業員がプラントや工場に出社して

いる必要があり、この情報は人事系のタイムカードシステムから取得することができる。

また作業員に資格や教育に関する情報は作業の割当てを行う場合に重要な情報であり、作

業や現場監督に関して免許の取得が必要な業務については、その取得管理、有効期限管理



129 
 

などを行う必要があり、このような情報管理は保全管理・作業管理側のシステムで行うか

否かは議論が必要である。一般的には人事に関する情報は人事システム上で管理されるべ

きものである。 

 

（１）資格・免許・認証管理 

プラント系の作業現場では作業を行うために必要な資格・免許および認証を確認して、

適確な作業員を配置する必要がある。この管理を怠ると法律違反になり、厳しい罰則を伴

う行政処分が下されることがある。適格な人員を配置することは作業の品質および作業に

関する安全を担保することになる。資格などの情報は通常人事考課の対象となり、給与や

手当てを計算するための基本情報ともなるため、通常は人事システムで管理されている。 

資格・免許・認証管理では一定の期間で免許の更新、特定の認証機関による講習などを

受講する必要があり、プラントの SDM 中に有効期限が切れてしまう場合もあるため、作業

の管理部門とは独立して有効期限の管理を行うことが必要である。この点では人事部門に

よる管理が非常に有効である。従って資格・免許・認証に関する情報は作業を実際に管理

する保全管理システムと協調して管理されることが望まれる。 

また資格の種類により、作業員のコストが異なることがあり、保全活動の原価を適確に

把握するためには作業員の労働時間を把握することが必要で、製造・保全管理システムか

らの作業実績時間を取得して詳細な原価計算を行う場合がある。従って製造・保全管理シ

ステムと人事管理システムが協調して動作することが望ましい。 

 

（２）教育管理 

作業員のスキルや社内の規定などを作業員に周知・徹底させることは企業コンプライア

ンス管理上非常に重要である。このためには教育プログラムを準備し、管理する必要があ

る。また優良企業におけるベストプラクティスの一つとして 40 時間/年・人の教育に費や

す時間を持つことを一つの評価指標としており、運転・製造・保全管理者は管理下の作業

員に関する教育プログラムを管理する必要がある。この教育プログラムが実際の作業の実

行に関して、作業員を選定する条件となる場合は、教育実績情報を各システムと連携して

管理する必要がある。 

 

（３）作業員割当て 

人事システムでは通常作業員の出社・退社に関するタイムカード情報、年次有給休暇予

定情報、出張申請情報など、作業員が特定の日程についての作業割当て可能か否かの基本
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情報を有している。製造部門や、保全管理部門ではこの勤怠管理情報を利用して実際の作

業員の割当て管理を行うための基本情報とすることができる。 

 

（４）社員・組織情報 

企業や組織では複数の個別のシステムを使用して管理を行うが、個別の情報システムで

あるためにユーザ ID の登録や権限管理（例：データのアクセス権限、承認などの実行権限

など）を個別のシステムで行う必要があり、その管理負荷は膨大である。特に組織変更に

伴う情報システム上の権限管理は非常に大変な作業である。この問題を情報システムの立

場から解決するためには組織、ユーザ ID および権限などを統一的に管理するディレクトリ

ーシステムを使用する。各々の情報システムはディレクトリーシステムを参照してシステ

ムへのログイン認証を行うシングルサインオン機能をユーザに提供することが可能である。 

このようなシステムを使用している場合、従業員、組織情報は人事管理システム上に存在

するため、この情報とディレクトリーサーバーを連携させることで効果的な組織・権限・

ユーザ ID 管理を行うことが可能となる。 

【出力】 

運転・製造管理シ
ステム 

 作業員の資格・免許・認証情報 
 資格・免許・認証種別、有効期限、期限切れ警告情報 

 教育情報 
 教育種別、教育スケジュール 

 社員出社情報 
 勤怠管理情報、出張・休暇スケジュール情報 

 

 

３．５ 運転・保全統合モデルによる実施例 

本節では、基幹システムからの統合例と論理モデルによる統合例を紹介する。 

 

３．５．１ 基幹システムからの統合実施例 

製造業の基幹システムとしての代表例である SAP の MII(Manufacturing Integration 

and Intelligence）をベースとした統合例を紹介する。本項で紹介する画面例は東洋ビジ

ネスエンジニアリングから提供いただいたものある。 

（１）ERP－MES 間の統合 

基幹システム ERP と製造実行システム（MES）とを統合化することにより、製造現場から企

業全体に至る各ビジネスプロセスの相互運用性が飛躍的に向上することで、製造業務デー

タの同期を実現して全社的に「唯一の正しい情報源」を確立するとともに、ERP を基盤と

するビジネスプロセスを製造現場のユーザにまで拡張できるようになる。 
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図 3.5.1 各種部門への情報提供イメージ 

（２）工場統合情報の可視化 

 

図 3.5.2 設備稼働状態確認や各種評価 
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工場統合可視化ソリューションの機能により、収集した情報をチャート・表などで、「工

場の今」の状況をわかりやすく確認でき、問題点を瞬時に発見できる。 

例えば、生産計画の遵守状況、品質や設備の異常状態を確認、作業者の稼動時間、アクテ

ィビティの分析（直接時間と間接時間）、 委託先毎の収率表示などを確認できる。 

 

（３）統合化実現のための要件 

すでにほとんどの工場では、様々な目的ごとのシステムが構築され運用されている。こ

うした統合化を実現することは多くの困難をともなう。SAP MII では以下のような仕組み

が用意されている。 

① 単一層のコネクター 

SAP MII の提供するコネクターにより、ERP基盤とリアルタイムの製造現場との間を、単

一の接続層で連携できる。既存システムというのは、様々な構造とデータ様式が使われてい

るため、その情報連携も多種多様の仕組みが必要となるが、これらのニーズを集約し単一の

接続層で連携をとることは、システムのメンテナンスの視点からも極めて重要な要件となる。

こうしたコネクターにより、現在の製造現場のITインフラストラクチャーを完全にリプレー

スすることなく、全体の投資効果を高めることが可能となる。 

② リアルタイム性 

SAP MIIは、強力なSAP NetWeaverプラットフォームに基づきパッケージ化されたコネクタ

ーにより、製造現場と基幹システム間のリアルタイムのトランザクション統合を実現してい

る。また、SAP NetWeaver の機能を拡張して異種混在の複雑な製造環境における様々な課題

に対処することで、TCO (Total Cost of Ownership：総保有コスト）の低減と迅速な製造効

率の向上を支援している。 

③ 世界標準準拠 

SAP NetWeaverとSAP MII はISA-95規格をサポートしているため、ERPシステムをMESおよ

びプロセス管理システムと統合する際の用語/概念/モデルを統一でき、今後益々企業活動が

グローバルに展開していく状況の中で、こうした世界標準への対応も重要な要件と言える。 

④ ダッシュボードによるインターフェース 

状況に応じて、リアルタイムに、データを必要としている人々に提供するために、SAP MII

は、製造ダッシュボード機能により統合化実現のための要件に対応する。このダッシュボー

ドは、強力なリアルタイム分析エンジンと豊富な分析コンテンツを活用してデータを集約し、

実用性の高いインテリジェンスを、必要とする人々に必要なタイミングで提供できる。ダッ

シュボードの様々なビューを通じて、製造現場システムを一目で視覚的に把握し、シックス



133 
 

シグマ違反やその他の例外を監視し、問題を深堀して根本原因を解明し、必要に応じて是正

措置を適用できる。またダッシュボードに表示される主要業績指標（KPI）は、企業独自の

ニーズに合わせて構築できるように用意されている。 

 

（４） 統合化による効果 

こうした統合化により、次のような効果が生まれてくるといわれている。 

① 製造工程の効率を向上 

リーン生産方式、シックスシグマ、ライトファーストタイムなどのパフォーマンス管理イ

ニシアチブや継続的な向上プログラムを、利用者の目的や役割に対応したダッシュボードが

提供する高度な分析、警告、レポート機能によってサポートできる。これにより、製造現場

の従業員は、統合されたリアルタイムの分析機能/ 意思決定サポートを活用してKPIを監視、

評価、分析、管理、改善することで、生産性、品質管理、安全管理の向上に取り組むことが

できる。例えば、購買品や製造品の品質を品目単位で評価し、問題がある品目をクリックす

ることで、原因分析のための情報へアクセスできる。（図3.5.3 および図 3.5.4 参照） 

地理的に分散した製造環境でも、ネットワークを通じて資産や工場設備の比較機能を活用

することで、ベストプラクティスのベンチマークを実行し、必要に応じて費用対効果の低い

資産を合理化することができる。その結果、資産収益率を高め、従業員、製造現場、プロセ

スにわたる全体的なビジネスパフォーマンスを向上することができる。 



134 
 

 

図 3.5.3 購買品の品質管理例 

 

 

図 3.5.4 製造品の品質管理例 
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② 生産性の向上とコストの削減 

複数システムの情報を集約し、警告、レポート、KPIを通じて、製造現場の従業員に役立

つ有効な情報や指標を提供できる。また情報伝達のコストを大幅に削減しながら、リアルタ

イムの意思決定を実現できることから、タイムリーに生産性を向上できる。 

 

③ 継続的なビジネスの改善 

システムの提供するリアルタイム分析により、製造現場の従業員は、シックスシグマ、リ

ーン生産方式、ライトファーストタイム生産方式など、プロセス改善に向けた様々な取り組

みを監視、評価、分析、管理でき、PDCAサイクルをまわすことで継続的な改善を図れる。 

 

④ 資産稼働率の向上 

資産間/ 設備間の比較を実行することで、ベンチマーク、資産稼働率の最適化、費用対効

果の低い資産の合理化を実施できる。 

 

３．５．２ 論理モデルによる統合実施例 

 東京工業大学・資源化学研究所・仲 勇治研究室では、プラントライフサイクルにわた

る設計・建設・製造・保全などの諸問題にコンピュータシステムで対処するための理論体

系の研究を進めてきており、プラントライフサイクルにわたる統合モデルにより、効果的

かつ技術伝承を含めた高度な維持管理が行えることを実証してきている。この理論をソフ

トウェアとして実現したのがテクマスナビであり、その要点を紹介する。 

（１） システム基本構造 

 理論体系として基本となるのが、図3.5.5の第3層で示した PROSEG ( Process Operating 

Sequential Graph )、CGU ( Controled Group Unit )、MDF ( Multi Dimensional Formalism ) 

の三つの理論である。PROSEGはプロセスの配管や信号線による接続関係や伝播経路をグラフ

ィカル表現したものであり、テクマスナビではフローシートそのものからデータを抽出しモ

デル化し、このグラフ表現を実現している。 CGUは「複雑なプロセスであっても、設備領

域ごとに独立して制御されている」との仮説を基に、制御弁を中心とした領域分割部品を所

定のアルゴリズムで切り出したものである。 これまでエンジニアが経験的にｘｘ工程のよ

うに切り出していた領域分けの考えを、論理的に裏付けたものといえる。MDFについては次

項で解説する。 
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図 3.5.5 テクマスナビのシステム基本構造 

 

（２） ポータルとしてのDFD 

DFD（Dynamic Flow Diagram) は、通常のエンジニアリングで使われているP&ID（EFD）、

PFD、ISOME図などをユーザインターフェースとして利用し、構造モデルの機能を担うととも

に、各種検索やプロセス状態のダイナミックな変化状況を表現するものである。 

また様々な既存のシステムとの接続インターフェースが用意されており、部門間コミュニ

ケーションのツールとして、組織間をまたがって業務革新を図ろうとするときの強力なツー

ルになる。 

 

図 3.5.6 DFD による情報共有 

（３） 多次元統合モデル（ＭＤＦ） 

テクマスナビでは図 3.5.7 に示すように多次元的に運転管理（operation and management 
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model）、物理的構造（physical model）、プロセス挙動（behavior model）の三つのモデル

を統合した論理で体系化している。これにより設備改造を行ったときの運転手順の適正な

変更、設備異常が起こったときの対処方法、設備の仕様限界を踏まえた最適運転方法の探

索、運転履歴・保全履歴の設備改造へのフィードバックなど、様々な効用が期待できる。 

 
 

図 3.5.7 多次元統合モデル 

 

（４） 統合モデル適用画面例 

 図 3.5.8 は、運転支援サブシステム OpeNavi の画面例である。プラントの運転手順を世

界標準である ANSI S88 に準拠した構造で表現し、その手順に従って、バルブの開閉、ポ

ンプの起動停止、配管の中の流動状態などを定性的にシミュレーションするものである。 

 通常の運転手順だけではなく、保全改造工事のための非定常操作で、一部の領域の機器

や部品、配管などを取り換える作業で、仕切り板などで完全に遮断して安全性を確保でき

ることを確認する時などにも使われている。 
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図 3.5.8  OpeNavi の画面例 

 図 3.5.9 は、プラント危険解析として HazopNavi は、ベテランの安全解析エンジニアの

知識を挙動モデルおよびガイドワードとして格納し、DFD 構造モデルとの連動により解析

を効果的に支援するシステムである。またその検討経過や結果を残し、データベースとし

て様々な利用が可能となるとしている。 

 
 

図 3.5.9 HazopNavi の画面例 
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第４章 シミュレーション評価に基づく運転と保全の統合計画 

これまでに述べてきたように、設備の運転とメンテナンスの相互関係の考慮の仕方は、

業種によって異なる。しかし、相互関係として考慮すべき項目は、業種によらず共通して

いると考えられる。そのため、運転とメンテナンスを統合的に考えて計画を立てるための

枠組みを一般的に論じることは可能と考えられる。以下では、運転とメンテナンス(以下、

O&M)の統合計画を立案するための、基本的手順を示す。そこでは、運転にせよメンテナ

ンスにせよ、その目的は総合的な利益を最大化することであると考え、可能な計画案の中

から、ロスを最小化する計画を選択することとする。更に、その計画手順を、加工組立系

の生産と装置系の生産に適用した場合の考慮点を、それぞれ半導体設備と石油精製設備を

例にとり議論する。 

 

４．１ O&M の統合と O&M 統合計画 

近年では、オペレーションとメンテナンス(以下 O&M)の統合という考え方が提唱されて

いる[1]。これは、設備運用の一部であるメンテナンス活動をメンテナンスに閉じたシステ

ムとして扱うのではなく、運転と統合した一つのシステムとして管理するという考え方で

ある。例えば、アセットマネジメントにおいては、設備を収益を生む資産(Asset)とみなし、

その収益(Return On Asset)を最終的な指標としている[2]。このような見方からは、運転

とメンテナンスは別物ではなく、ともに設備の収益に影響を与えるであろう O&M として

統合的に管理することが必要となる。 

O&M の連携を実現した設備管理を合理的に実施していくためには、以下の前提が必要

となる。 

①メンテナンスと運転に関するデータの収集と管理 

②劣化進展予測のためのモデル化とそれに基づく機器健全度評価 

③定量評価に基づく O&M 計画策定 

設備にとって合理的な O&M 計画を策定するためには、その効果を定量的に評価するこ

とが必要であり、そのための手法の確立が求められる。また、このような効果の定量評価

には、設備の健全性の評価が欠かせないが、そのためには、計画段階で将来の設備状態の

予測を行う必要がある。このためには、運転などのストレスによる設備の劣化進展の予測

を行うためのモデルを構築し、それに基づく評価の体系を構築する必要がある。更に、こ

のような劣化評価モデルを構築するだけでなく、その改善を図っていく必要があるが、そ

のためには、メンテナンスと運転に関する日々のデータを収集し、活用できるように管理

しておく必要がある。このように、両部門の情報の適切な共有に基づき、劣化進展モデル
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を構築することで、O&M 計画を策定するまでの一連の仕組みを O&M 統合計画と位置づ

ける。 

 

４．２ O&M 統合計画の策定手順 

O&M 統合計画は図 4.2.1 に示すような手順で策定する。まずは対象設備の特定と準備

を行い、次に O&M のそれぞれの特性である劣化・故障現象のモデル化と製品受注量のモ

デル化を行う。そして、ロス評価に用いるパラメータを取得した後に、定められた計画策

定範囲の中で最適な O&M 計画を決定する。以下にその手順の詳細を示す。  

 

構造・機能展開
劣化・故障解析

劣化・故障特性の
モデル化

ロス項目と評価ﾊﾟﾗﾒｰﾀの取得

最適なO&M計画の決定

各製品種の
生産プロセス解析

製品受注量の
モデル化

計画策定範囲の決定

対象設備の特定と準備

②

⑥

④

⑦

⑤③

⑧

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
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図 4.2.1 O&M 統合計画の策定手順 

 

①対象設備の特定と準備 

まず、O&M 計画策定の対象となる設備を特定し、②以降で使用することになる構造、

機能、運転条件、使用環境などに関する資料を用意する。また、対象設備の設備管理に関

する法規制などの情報も取得する必要がある。法規制は、⑦で計画の策定範囲を決定する

際に制約を与える要因になり得るからである。なお、ここで集められた情報が②以降で行

う設定に大きく関わるため、情報の真偽や質には十分な注意が必要である。そして、対象

設備の特性から最も重要な設備管理上の評価指標を定める。ここで定められた目的関数に

基づいて、⑥ではロス項目を列挙し、⑧で最適な O&M 統合計画の決定を目指すことにな

る。 
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②構造・機能展開、劣化・故障解析[1] 

設備に発生する劣化・故障を解析するためには、まず十分に設備を調査して理解する必

要がある。そのためには、構造と機能の両面から設備を把握する必要がある。以下で、設

備の構造と機能の把握のための構造・機能展開とそれに基づく劣化・故障解析の指針を示

す。 

 

 構造・機能展開 

設備の構造を把握するために、構造展開においては設備を階層的に分解していく。分解

は、修復・交換などのメンテナンスの処置を行う単位まで行う。例えば、パソコンにおけ

るマザーボードは複数の部品からなるユニットであるが、メンテナンスの際にユニットと

して修復・交換を行うのであれば、ユニットレベルまでの展開で十分である。機能展開で

は、構造展開で列挙された最下位階層アイテムにおいて劣化や故障が発生した際に、設備

にどのような故障を引き起こすのかを解析するために、アイテム間の機能的なつながりを

明確にする。 

 

 劣化・故障解析 

始めに劣化・故障の定義について述べる。劣化とは設備の構成要素の物理的・化学的変

化のことをいい、その発生過程に起因する現象を劣化メカニズムと呼ぶ。一方、故障とは

機能的視点からの捉え方であり、設備又はその構成要素の挙動により実現機能が変化し、

要求機能を達成しなくなることをいう。 

劣化解析では、構造展開で抽出した最下位階層アイテムについて、そこで発生する可能

性のある劣化モードを抽出する。そして、それぞれの劣化モードの影響伝播のパターンを

明確にする。 

 

③劣化・故障特性のモデル化 

②で列挙された劣化・故障現象の進展評価を行うためのモデル化の指針を述べる。  

設備で発生する全ての劣化・故障モードにおいて、劣化・故障の進展に関する状態量の

値と故障発生可能性の関係が明確になっているのが理想であるが、現実では様々な理由に

よりそれを行えることは稀である。その主な理由としては、劣化・故障現象の発生メカニ

ズムの知識不足や既存のデータレベルの不十分さなどが挙げられる。これより、モデル化

の際には、既存のデータ量のレベルから適切なアプローチを選択する必要がある。 
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④各製品種の生産プロセス解析 

①で収集した資料を基に、受注される製品の生産プロセスを明確にする。そして、各製

品を製造する際のプロセスの手順とその所要時間を取得する。また、近年の複雑化する生

産システムから、モデル化に際しては装置毎の能力差も考慮した計画策定を行うことが重

要である。ここでいう能力差とは、装置毎の実施可能工程の違いのことである。これより、

既存の設備で保有している装置又は保有を検討している装置について、それぞれどの工程

の作業が実施可能かを表 4.2.1 に示すように定める。この際、装置産業のように一つの装

置で扱う品種が固定されており、直列プロセスを取る場合には、単位行列のような表が作

成されることになる。 

 

表 4.2.1 各製品種の所要時間と生産プロセス解析 

実
施
可
能
装
置

×××

×××

×××

装置名

×××

・
・

・

1
所要時間

2 3 4 ・・・ N
工程

○

○

4

○

6

○

○

5

○

2

・
・

・

○

7

 
 

⑤製品受注量のモデル化 

④で決定した製品の受注量を製品の特性より決定する。受注は評価期間中で定期的に定

量的に発生するものとしている。ここでは、受注を受ける量と周期を決定することで、受

注量のモデル化を行う。 

 

⑥ロス項目と評価パラメータの設定 

①で決定した目的関数に対して、考慮すべきロス項目を列挙する。ここでいうロスとは、

設備において全く故障が発生せず生産が実行できる状態と比較して発生するものと定義し

ている。 

ロス項目は人、設備、外部環境の三つの側面から算出する[1]。一般に、人に対しては作

業員や外部の人間が怪我をしたときの補償金、外部環境に対しては火災や環境汚染を引き

起こした際の賠償金などが考えられる。設備に関しては保全と運転の二つの側面からロス
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を考慮する。保全面のロス項目としては、予防保全時や緊急事後保全時の修繕費、設備停

止をともなう保全作業による待ち時間の発生が考えられる。一方運転面では原料費や燃料

費などからなる運転費用と、生産量と受注量の差によって生じる生産機会損失などが考え

られる。市場の需要より多量に生産を行えば在庫費用が生じ、少量の場合は生産損失が発

生するためである。そして、運転と保全の両面が関わるロス項目として、機器寿命を考慮

する。機器寿命が長いほど 1 期当たりの減価償却費を減らすことができ、ロスを低下させ

ることができるからである。 

 

⑦計画策定範囲の決定 

⑧で最適な O&M 計画を決定する際の評価期間と、計画の選択肢の範囲を決定する。評

価期間は、対象設備で扱っている製品のライフサイクルや、ロス評価に関わるパラメータ

の変動周期などから適切に決定する。なお、ここで設定した O&M 計画の策定範囲内でし

か近似最適解は探索されないため、決定の際には十分な注意が必要である。  

 

⑧最適な O&M 計画の決定 

①～⑦で定めた設定条件に基づき、定量的な目的関数の評価により最適な O&M 計画を

決定する。 

一般に、計画策定が求められるような設備は装置数も多く複雑な生産工程を持つため、

O&M 計画の候補の数も莫大になることが考えられる。これより、最適な O&M 計画を決

定する際には遺伝的アルゴリズム（GA）を用いた探索を実施する。図 4.2.2 に探索の手順

を示す。 
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図 4.2.2 遺伝的アルゴリズムを用いた近似最適解の探索手順 

 

４．３ O&M 統合計画の最適化手法 

本節では、O&M 計画問題を各製造業の持つ特性から分類し、問題の性質を明確にする。

そして、それらの分類に基づき、O&M 統合計画を最適化するにあたって、どのような差

異を考慮すべきかについて説明していく。 

 

４．３．１ O&M 統合計画問題の分類 

製造業を分類するにあたっては、加工・組立系産業と装置系産業という大別がよく用い

られている[3]。加工組立産業は様々な工程で順々に加工を行っていくのに対して、装置産

業は簡単には設備の停止・稼働ができないため連続的な運転の実施が基本となる。O&M

の視点からは、前者ではどの工程間にメンテナンスを行うか、後者ではどのタイミングで

設備を停止してメンテナンスを実施するかが重要な問題となる。また、加工・組立産業は、

更にジョブショップとフローショップに分類することができる[4]。前者は、機械設備や装

置の利用順序が異なる多数のジョブを対象とし、加工を行う生産形態のことである。それ

に対して、後者は全てのジョブにおいて、機械設備や装置の利用順序が同一である生産形

態のことを指す。  
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計画策定の観点からみると、加工・組立系産業では各 O&M 工程を実施する装置と時刻

を決定する問題であるのに対して、装置系産業では連続操業時間と SDM の実施時刻を決

定する。このように、計画問題の性質は対象設備の種類により大きく異なってくる。 

 

４．３．２ 両問題における O&M 統合計画の最適化方法の提案 

最適な O&M 統合計画を導出するためには、両問題の特性を反映させたアプローチをと

る必要がある。中でも、各問題で何を変数にして O&M 計画の最適化を行うかは重要な問

題である。また、計画の利益の期待値評価を行う際には、各 O&M 工程の実施時刻からな

る O&M スケジュールに基づき行う。これより、可能ならば O&M スケジュールを変数に

計画の最適化を行うことが望ましい。しかし、O&M スケジュールを変数として最適解の

探索を実施することは困難である。よって、何らかの O&M の設定値を変数として定義し、

それに対応した O&M スケジュールを導出する仕組みを構築する必要がある。また、遺伝

的アルゴリズムでは、それらの O&M の設定値を染色体の構成要素として最適化を行うこ

とになる。その際には、遺伝的アルゴリズムの特性上、染色体の構成要素は以下の条件を

満たす必要がある。 

 より効率的に良質な近似最適値を探索するために、目的関数への寄与が大きいこと。 

 構成要素の策定範囲からランダムに個体を生成しても、ある程度容易に良質な解候

補を探索できること。 

このような条件を満たす染色体の構成要素を問題の特性を考慮して決定する必要がある。

また、適応度評価は構成要素に基づき行われるため、それぞれの問題に適応した計算手順

を構築する必要がある。 

両問題における O&M 統合計画の最適化の指針を以下で説明していく。 

 

（１）加工組立産業 

加工組立産業では、複数の品種を扱い、より制約が複雑となるジョブショップスケジュ

ーリング問題（以下、JSP）を想定して手法を構築する。JSP では、複数の品種が受注さ

れ、それぞれ工程の処理の順序や工程数が異なるという特徴がある。これより、一般に JSP

においては工程の前後関係の制約や装置ごとの実施可能工程の違いなどを考慮する必要が

ある。更に、これに加えて本問題では O&M 間のスケジュール制約も考慮する必要がある

ため、問題は更に複雑なものになる。なお、手法の構築にあたっては、工程の作業途中の

中断はできない設備を対象とする。 
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また、計画手法では、目的関数を最適化する O&M の工程計画を決定することが目的に

なる。ここでいう工程計画とは O&M の実施スケジュールのことである。 

 

①O&M 統合計画の決定変数（染色体の構成要素） 

O&M スケジュールを染色体の構成要素としては、工程数の多い設備を対象とした場合

には、一つ一つの要素のロスへの寄与が小さいことから解の効率的な改善は困難である。

これより、ロスへの寄与が大きいことからメンテナンス側はメンテナンス方式とその周期

を、オペレーション側はジョブの投入開始期を構成要素とする。メンテナンス周期は、短

くすれば良品率を高く保てる反面、設備の稼働率を落としてしまう。一方で投入開始期は、

遅くすれば在庫・仕掛ロスが減少する反面、納期遅れリスクが増える。 

しかし、これらの構成要素からだけでは、O&M スケジュールを一意に定められないと

いう問題がある。これより、適応度評価を実施する際には、これらの構成要素から O&M

スケジュールを一意に定めるための何らかの工夫が必要となる。 

 

②適応度評価 

先に述べたように、本問題では計画の構成要素から一意に O&M スケジュールを求めた

上で、適応度を評価するという手順をとる必要となる。これより、2 段階の処理からなる

適応度評価を行う。第 1 段階では、数理計画法を用いて一意に O&M スケジュールを導出

する。その際には、納期遅れ期数を目的関数とすることでより良質の解候補が導かれるよ

うにしている。次に、第 2 段階では、劣化・故障モデルとロス評価のためのパラメータを

用いて、導出された O&M スケジュールの適応度を評価する。 

提案手法の適応度評価の実施手順を図 4.3.1 に示す。第 1 段階の O&M スケジュールの

導出に対しては、動的計画法を適用するが、より高速に実施可能解を導出するためにラグ

ランジュ緩和を用いる。また、第 2 段階の適応度の評価の際には、機器の劣化進展速度の

不確定性を考慮するためにモンテカルロシミュレーションを適用する。 

 

 ラグランジュ分解・調整による O&M スケジュールの導出 

本項では、問題の O&M スケジュール候補を導出する際に用いるラグランジュ分解・調

整の適用方法について説明する。 

ラグランジュ分解・調整においては、基本的には実施可能解が導出されるまで求解を繰

り返す。そして、その際にはより改善された解が導出されるようラグランジュ乗数をその

都度更新する。また、緩和問題では装置の重複使用不可制約を緩和しているため、緩和問
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題の最適解は実施可能解でない可能性がある。これより、一定回数の繰り返しを経ても実

施可能解が導出されない場合には、緩和問題の解よりリストスケジューリング法を用いて

実施可能解を導出する。この方法を用いることで、ジョブの投入開始期とメンテナンス方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.1 適応度評価の実施手順 

 

式、メンテナンス周期から、基本的には納期遅れの出ない O&M スケジュールを定めるこ

とができる。  

以下でその詳細について説明する。なお、これらの実施に際しては貝原らの方法を改良

して用いる[5]。 

 

a．O&M 統合計画問題の定式化 

実施可能解の導出の際は、納期遅れ最小化問題とする。ジョブおよびメンテナンス j の

納期遅れ時間を Ljとすると、原問題 P0 は以下のようになる。また、各記号の定義を表 4.3.1

に示す。 

なお、式(4-2)は一つの装置 k で同時刻 t に複数の工程は行えないという制約を表してい

る。式(4-3)はジョブ j における納期遅れ期数の算出式である。式(4-4)は装置の使用状況を

表しており、工程が割りつけられている装置に関しては 1 の値を取る。式(4-5)はメンテナ

ンスの開始時刻と終了時刻が定められた尤度内で行われるという制約である。式(4-6)はジ

ョブ j における工程 njの先行関係制約を表している。最後に、式(4-7)~(4-9)は数値の定義

域を表している。また、生産とメンテナンスの工程は O&M 計画の決定変数に基づき行う。 

適応度評価開始

適応度評価終了

O&Mスケジュールの導出

数理計画法

利益の期待値評価
モンテカルロ法

装置 M方式 M周期 ジョブ 投入期

1 1

K J

装置 M方式 M周期 ジョブ 投入期

1 1
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期
1 2 3 4 ・・・ T

装
置

1

K

期
1 2 3 4 ・・・ T

装
置

1

K

オペレーション メンテナンス

O&M計画構成要素

O&Mスケジュール
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表 4.3.1 記号の定義 

T     ：計画期間 

t      ：期番号 

J      ：ジョブ 

M      ：メンテナンスの種類数 
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j      ：ジョブおよびメンテナンス番号  

Nj      ：ジョブ j の工程数  

nj      ：ジョブ j の番号  

K      ：装置の台数  

k      ：装置番号  

δj、nj、k、t  ：ジョブ j の工程 njの t 期の装置 k 使用状況  

cj      ：ジョブ j の処理終了時期  

dj      ：ジョブ j の納期  

bt j、nj、k  ：装置 k のジョブ j の工程 njの開始時期  

ft j、nj、k、  ：装置 k のジョブ j の工程 njの終了時期  

pt j、nj  ：ジョブ j の工程 n の処理時間  

mbt j、nj、k ：装置 k のメンテナンス j の工程 nj の開始時期  

mft j、nj、k ：装置 k のメンテナンス j の工程 nj の終了時期  

mpt j、nj  ：メンテナンス j の工程 njの処理時間  

mt j、nj、k  ：機械 k のメンテナンス j の工程 nj の開始限度  

Mt j、nj、k  ：機械 k のメンテナンス j の工程 nj の終了限度  

B j、nj  ：ジョブ j で使用可能な機械集合  

λt。、k  ：ラグランジュ乗数  

L j      ：ジョブ又はメンテナンス j の納期遅れ  

 

b．ラグランジュ緩和問題、部分問題の生成 

原問題 P0 の装置の重複使用不可制約(4-2)を緩和し、ラグランジュ乗数λt、k とすると、

以下の緩和問題 P1 が得られる。 

P1: minimize ∑ ∑∑ ∑∑
+

= =
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= = =

−+
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j
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jn
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t
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1 1
,,,

1 1 1
, )1( δλ  (4-10) 

subject to (4-3)~(4-9) 

 

次に、緩和問題 P1 の目的関数式(4-10)は以下のように変形することができる。 
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ここで、式(4-11)の第 2 項は定数であるため、ジョブ j に関して加法性を有している。そ

のため、問題 P1 は以下のようなジョブごとの部分問題 P1’に分解可能である。 

P1’: minimize ∑∑∑
= = =

+
K

k

T

t

jN

jn
tkjnjktjL

1 1 1
,,,, δλ  (4-12) 

subject to (4-3)~(4-9) 

 

c．部分問題の動的計画法[6]による求解 

動的計画法を用いて部分問題 P1’の最適解を求める。 

動的計画法は、解くのに負荷が大きい複雑な最適化問題を複数の部分問題に分割するこ

とで効率的に解くアルゴリズムである。1940 年代にベルマンが提案したが、今なお盛んに

利用されている手法である。 

問題 P1’において動的計画法で使用する再帰方程式は、現在までに割付けた全工程にと

もなって発生するペナルティの和で表すことが可能である。ここでいうペナルティとは、

納期遅れ期数と装置の同時刻の重複使用の起こりやすさの和である。その再帰方程式 Vj、k、

njは以下の式(4-14)で与えられる。 

全てのジョブ j において、再帰方程式 Vj、k、njを工程 1 から工程 Njまで順に解いていく。

その際には、式(4-14)を用いてペナルティが最小となるよう装置の使用状況であるδj、nj、k、

tを定めていく。これにより、全工程の実施時刻と使用装置を確定させ、納期遅れを最小化

するジョブ j の最適スケジュールを求める。 
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なお、再帰方程式の値が同値になりδj、nj、k、tが一意に定まらない場合は、既に割りつけ

られているジョブおよびメンテナンスの実施回数が小さい装置から優先的に工程を割りつ

けていくものとしている。その計算の際には、装置負荷 Ldk を用いる。Ldk はジョブ j の

工程 njを扱っているとすると、以下の式のようになる。 

 

∑ ∑∑ ∑
∈ ∈∈ ∈

+=
k
jPj k

njPj
njj

k
jPj k

njPj
njjk mptPtLd ,,  (k ∈ Bj、nj)  (4-16) 

k
jP  :既に装置 k に割りつけられているジョブおよびメンテナンス j の集合 
k

njP  :既に装置 k に割りつけられているジョブおよびメンテナンス j の工程 njの集合 

このような方法をとると、メンテナンスばかりを行っている装置にジョブ工程が割りあ

てられない可能性もあるが、本問題の設定ではそれは起こりにくいと考えられることから

本形式を採用した。 

 

d．ラグランジュ乗数の更新 

ラグランジュ乗数を調整するためには、通常は制約違反の量に応じて値を調整する更新

ルールが利用される。このルールとしては、劣勾配法が有名である[7][8][9]。しかし、こ

のような問題に劣勾配法を用いると解が振動する危険があることが確認されている[5]。こ

こでいう解の振動とは、頻繁な解の改悪にともない解が最適解に収束していかないことを

いう。よって、本問題では対象とする問題において解の改悪を防ぐのに有効であると言わ

れている単調非減少法を用いて以下の式(4-17)のようにラグランジュ乗数λの更新を行う

[10]。 
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1
, )1(,0max ννν δαλλ  (4-17) 

νはラグランジュ分解・調整法の繰り返し回数、αはステップサイズである。上式では、

装置の重複使用が起こっている場合にλの値をより増加させることで次週以降の装置の同

時刻の重複使用を起こりにくくしている。 

定められた数の乗数更新が行われたならば e へ、そうでなければ更新されたλを用いて

再び d へ。 

 

e．リストスケジューリング[11]による実施可能解の導出 
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緩和問題では装置の重複使用不可制約を緩和しているため、部分問題で導出した最適解

は実施可能解でない可能性がある。これより、一定回数のラグランジュ乗数更新を繰り返

したのちに装置の重複使用が解消されていない場合は、緩和問題の最適解を用いて実施可

能解を導出する。実施可能解の導出には、緩和問題を解いて導出した下界値をもとに、リ

ストスケジューリング法を用いることで良好な解が得られることが確認されている。 

リストスケジューリング法とは、処理すべき仕事を何らかの基準に基づいて順序づけ、 

それを一列のリストとして記憶しておき、 処理可能となった機械はこのリストの先頭にあ

る仕事から順番に処理することとするスケジューリング法である。リスト構築の方式とし

て、 既存のディスパッチング規則を用いるものの他、 スケジュールの評価基準に応じた

アルゴリズムを用いるものも考えられる。スケジュールの良さはリストをどのような基準

に従って決定するかに依存する。 

各工程の開始時間を基準値に工程を順々に先頭のものから作業が重ならないよう割りつ

けていく。以下にその手順を示す。 

(ⅰ) メンテナンス以外の全作業を緩和問題の解の開始時刻順に並べたリストを作成。 

(ⅱ) 緩和問題の最適解に基づきメンテナンスの実施時刻を先に固定する。 

(ⅲ) リスト内の作業を最早開始時間順に割り付ける。この際、他のジョブの工程やメ

ンテナンスと実施時刻が重なってしまう場合にはその作業の直後に割り付ける。 

(ⅳ) リストが空ならば終了、そうでなければステップ(ⅲ)へ。 

 

 O&M スケジュールの適応度評価シミュレーション 

本項では、導出された O&M スケジュールの定量評価を行う際の指針を示す。利益は売

上からコストを減ずることにより算出される。これより、利益を算出するためには生産に

より得られる売上と、O&M 活動により発生するコストを定量的に評価する必要がある。

図 4.3.2 に、評価シミュレーションの流れを示す。図 4.3.4 に示すように、利益を評価する

際には全ての評価期間における各装置の挙動を追うことで行う。まずは装置において t 期

に運転を行っているかメンテナンスを行っているかを判断し、運転を行ったならば装置を

劣化させ、運転費を累積する。そして、運転により故障が発生した場合には、他の装置の

スケジュールを適切な期数修正し、事後保全コストを累積する。また、メンテナンスを行

った場合には劣化状態を回復させ、メンテナンスコストを累積する。ただし、運転もメン

テナンスも行っていない場合には、何の処理も行わないことになる。そして、評価期間中

これを繰り返す。製品が完成した際には納期を守れているかを判定し、それにともない発
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生する納期遅れロスや在庫ロスを累積する。このように、列挙されたロス項目に基づき、

各装置の挙動や製品の出荷などにより発生するロスを累積していく。 

また、より正確な評価を行うために機器の劣化進展速度の不確定性も含めた評価を行っ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.2 利益の期待値評価の実施手順 

 

ている。これより、これらの評価を実施する際にはモンテカルロシミュレーション[12]に

より算出した評価値の平均値を用いている。 

モンテカルロシミュレーションとは、現象の素過程を支配する確率法則が仮定できると

きに、これらの素過程をあたかも実際に生起しているように計算機で発生させ、組み立て

て、系全体のふるまいを調べる手法である。よって、確率法則からなる不確定性が含まれ

る本問題のような系を扱うときに用いられる。 

 

（２）装置産業 

本問題では、一つの装置では一つの品種のみが製造可能であると想定する。先にも述べ

たように、装置産業では容易に設備停止・起動が行えないため、連続運転を基本とした設

備運用がなされる。これより、本問題の対象設備では、設備停止をともなうメンテナンス

の実施時以外は運転を行っているものと仮定する。 

 

①O&M 統合計画の決定変数（染色体の構成要素） 

評価期間

全装置

運転？

運転：装置を劣化させる

故障？

他の装置のスケジュールを修正

メンテナンス：装置の劣化を回復

yes

no

no

yes

開始

終了

メンテナンス？
yes

no

評価期間

全装置

運転？

運転：装置を劣化させる

故障？

他の装置のスケジュールを修正

メンテナンス：装置の劣化を回復

yes

no

no

yes

開始

終了

メンテナンス？
yes

no
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装置産業においても、評価期間の長い設備では、O&M スケジュールを染色体の構成要

素としても解の効率的な改善ができない。これより、ロスへの寄与が大きいことからメン

テナンス側はメンテナンス方式とその周期を構成要素とする。それに対して、オペレーシ

ョン側は各品種の毎期の生産レベルを構成要素とする。ここでいう生産レベルとは、時間

あたりの最大可能生産量に対する生産量の割合のことを指す。装置産業では、基本的には

連続運転が前提となるため、生産レベルの操作による生産損失と機器寿命の変化の影響が

大きいことからこれを構成要素とした。生産レベルは、高くすれば生産高が増加し、売上

が向上する。一方で、機器寿命が短くなってしまうというトレードオフが存在する。これ

より、メンテナンス計画とともに適切な生産レベルを設定することが装置産業では重要と

なる。 

 

②適応度評価 

装置産業においては、メンテナンスを実施している場合を除いては、運転を常に行って

いると仮定しているため、染色体の構成要素を用いて直接適応度評価を行うことができる。

また、適応度評価に関しては、加工組立産業の問題で示した、図 4.3.2 と同一の方針で行

うものとする。 

 

４．４ 提案手法の事例評価 

本節では、加工組立産業と装置産業の具体例として、半導体製造設備と石油精製業に提

案手法を適用した評価結果例について説明する。 

 

４．４．１ 半導体製造設備における検証 

（１）特徴 

トランジスタが発明されてから 50 年以上が経過し、半導体産業の歴史も半世紀以上に

及んでいる。この間の技術進歩はめざましく、IC から LSI、超 LSI へと、高密度化、高

集積化が次々と達成されてきた。半導体産業といえば全ての産業の中で最も先端的な製造

技術によって製品を生み出す分野であり、それを生み出しているのが半導体製造装置であ

る。以下に、半導体製造装置を他産業と比較したときの特徴を述べる。 

 一貫装置というものは存在せず、今までその開発に成功したことがない。ゆえに複

数の異なる能力を持つ装置による加工が必須となる。 

 工程が長丁場であり、例え同一製品を作る場合でもメーカー毎に製造フローが異な

る。また、当然製品によって製造フローは大きく異なることになる。 
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半導体製造工程は図 4.4.1 に示すように、いくつかのグループに区分される。単結晶と

マスク製造工程はそれぞれ専業メーカーのテリトリーなので、一般には半導体製造工程と

いえば前工程と後工程のことを指す。前工程は、シリコン基板に加工処理を施すウェハー

プロセスと呼ばれる工程であり、後工程はウェハープロセス終了後にチップをパッケージ

に組み込み、テストする工程である。 

半導体製造というのは数百にも及ぶ装置と工程により成り立っており、複雑な工程フロ

ーを持つ。これより、様々な工程フローの特性を反映した適切な計画策定が、設備の収益

の最大化のためには不可欠である。 

本問題では、製品の良品率に大きく寄与する前工程のみを想定し、O&M 統合計画の最

適化を目指すものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.1 半導体の出荷までの製造フロー 

 

（２）計画策定上の設定条件 

本節では、メンテナンス側の特性として、想定する対象設備の装置とそこで発生する劣

化・故障モードについて述べる。そして、オペレーション側では扱う製品の特性と、その

受注量のモデルについて説明する。 

 

①対象とする劣化・故障モードとそのモデル化 

対象設備において深刻な劣化現象であるパーティクル汚染を考慮する。パーティクルは、
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装置において回路や化学品を削ったりすることによって発生する。加工を行えば行うほど

装置の中にパーティクルが充満していき、それだけウェハーへもパーティクルが堆積しや

すくなる。ウェハーにパーティクルが堆積すると、半導体回路が機能障害を起こす可能性

が高まり、結果として製品の良品率を下げることになる。これより、対象設備においては

クリーニングと呼ばれる定期的な装置の清掃を行う必要がある。しかし、クリーニングを

高頻度で行いすぎると設備の稼働率が落ちてしまうというトレードオフ関係も存在するた

め、定量的な評価による適切な計画の策定が求められる。 

今までにも数多くの半導体製造装置におけるパーティクル現象の研究がなされてきた

[13][14][15]。中でも、川崎らの研究[16]によってウェハーへのパーティクルの堆積量は、

装置で処理を行った累積ウェハー数に依存することが分かっている。これより、川崎らの

ドライエッチング装置におけるウェハーへの堆積パーティクル付着量の計測データを対数

曲線で近似することで、定式化を行う。近似の結果、αﾄﾞﾗｲｴｯﾁﾝｸﾞは 97.091 に、βﾄﾞﾗｲｴｯﾁﾝｸﾞは 

-14.133 となった。以下に、対数曲線を用いて定式化した装置の劣化式(4-18)を示す。  

i

kkek
ni S

Wtotal
PWP

βα +
=

log
,

 (4-18) 
(k ∈ Bi、n) 

PWPi、n ：製品 i の工程 n におけるパーティクル付着量[/mm2] 

αk、 βk ：装置 k における近似曲線の係数 

Wtotali、n、k ：装置 k で製品 i の工程 n 実施時の累積処理ウェハー数 

Si ：製品 i のウェハーサイズ[mm2] 

Bi、n ：製品 i の工程 n で使用可能な装置の集合 

 

ドライエッチング装置以外の装置のモデル化に関しては、装置ごとの平均堆積パーティ

クル量のデータより比例計算を用いて定式化を行う。表 4.4.1 に各装置の平均堆積パーテ

ィクル量のデータを示す[17]。なお、現実では洗浄工程において多くのパーティクルが除

去されることが予測される。これより、付着したパーティクルの 1%がウェハーに残存し

て堆積し、良品率に影響を与えるものとしている。 
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表 4.4.1 各装置の平均パーティクル数 

平均パーティクル数
/ウェハー

ウェット洗浄装置 10
熱酸化炉装置 2
イオン注入装置 20
CVD装置 10
PVD（スパッタ）装置 10
ステッパ装置 1
ドライエッチング装置 50
アッシャ（レジスト除去）装置 10
アニール装置 2
CMP装置 0

装置

 
 

また、製品の良品率はウェハーの汚染状態に応じて決定されるため、その定式化を行う

必要がある。ウェハーの汚染状態と良品率の関係に関しては、様々な研究がなされている。

中でも、Markle et al.の提案する以下の式(4-19)を用いる[18]。 

)(
,

1
1 2

, iii

i
i

n
niii

i FWW
XP

PWPPA
y

+
=

+
=

∑
　  (4-19) 

yi ：品種 i の歩留まり 

Ai ：クリティカルチップサイズ[mm2] 

Xi ：品種 i の最小汚染パーティクルサイズ[nm] 

Wi ：加工線幅[nm] 

Fi ：パターンピッチ[nm] 

 

この式は、ウェハーの回路設計やサイズの特性を反映させた劣化・故障式となっている。

ここでいうクリティカルチップサイズとは、チップ中で、パーティクルが付着した時に機

能障害が起こりうる領域のことである。パーティクルはサイズが小さいほど回路に入り込

みやすくなる。そして、最小汚染パーティクルサイズ Xiはチップの回路機能を阻害しうる

チップサイズのことである。加工線幅は回路設計の幅で、パターンピッチは回路線の間隔

のことである。 

 

②各製品種の生産プロセス解析 

a．対象とする製品 

ライフサイクルが変動しにくく評価期間を決定しやすいという理由から

MPU(Micro-Processing Unit)を対象とする。表 4.4.2 に対象製品とその特性を示す。A~F
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の順に高スペックな半導体チップを想定している。なお、表の値のチップサイズ、線幅、

ウェハーサイズは製品情報より抜粋した[19]。 

 

表 4.4.2 各製品の特性と受注量 

品種 ウェハーサイズ ウェハー/ロット チップ面積 線幅 ロット受注

製品A 300mm 48枚 296mm
2 45nm 4/年

製品B 300mm 48枚 296mm
2 45nm 4/年

製品C 300mm 48枚 296mm
2 45nm 4/年

製品D 300mm 48枚 81mm
2 32nm 4/年

製品E 300mm 48枚 81mm
2 32nm 4/年

製品F 300mm 48枚 81mm
2 32nm 4/年  

 

b．対象製品の生産プロセス 

高スペックな半導体チップほどチップ層が多くなるため、工程数も多くなると考えられ

る。これより、製品 A、 B、 C の工程数を 120 とし、製品 D、 E、 F の工程数を 100

とした。更に、半導体製造の工程フローの一例を参考に、各製品の工程フローを設定した

[20]。また、各工程の所要時間は Akçali et al.の研究より表 4.4.3 のように設定した[21]。

各製品の製造のための装置の使用回数を表 4.4.3 に示す。 

 

表 4.4.3 各装置の工程所要時間と総使用回数 

装置名
所要時間

[hour]

総使用回数

A, B, C D, E, F

ウェット洗浄 4 25 20

熱酸化炉 4 12 11

イオン注入 4 11 9

CVD 5 13 10

スパッタ 4 3 3

ステッパ 5 20 16

ドライエッチング 4 12 11

アッシャ 4 14 12

アニール 4 7 5

CMP 4 3 3
 

 

③製品受注量のモデル化 

通常は、MPU のロットサイズはウェハー48 枚であり、工場の半導体チップの最大年間

生産量は 360,000 枚であることから[22]、表 4.4.2 に示すような対象製品受注頻度を設定

した。また、受注は定期的に定量に発生するものと仮定している。 
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④ロス項目とパラメータの取得 

a．ロス項目の列挙 

３．１節でも述べたように、ロス項目は人、設備、外部環境の三つの側面から算出する。

そして、ロス項目は定量的に金額で表せるもので列挙する。図 4.4.2 にロス項目を展開し

たものを示す。 

 

ロス項目

人 設備

人件費

保全 運転

修繕費

作業費 部品代

停止時間

在庫・
仕掛ロス

納期
ロス

欠品
ロス

減価
償却費

良品率機器寿命

 

図 4.4.2 ロス項目の展開図 

 

対象とする設備は、外部環境に与えるロスは少ないと判断したため、人と設備に関して

のみ展開を行っている。人に関しては、メンテナンスや運転、在庫管理などにともなう人

件費を考慮する。設備に関しては、保全と運転の両面からロス項目を展開していく。保全

に関しては実施自体に要する作業費と部品代、停止時間により発生しうる在庫・仕掛ロス

と納期遅れロスを考慮する。また、運転に関しては良品率の変動により、受注を満たせな

い場合の欠品ロスを考慮する。また、保全と運転の両者が関わる要因として、機器寿命に

よる減価償却費の変化を考慮する。 

なお、想定する装置は、劣化・故障よりも陳腐化が原因により廃棄されると考えられる。

その理由としては、半導体製造装置の活発な中古市場の存在が挙げられる。これは、より

精度の低い製品を作っている設備に、自社の設備の装置を売却することによって成り立っ

ていると考えられる。これより、機器寿命は O&M 活動の影響を受けないものとし、減価

償却費の変化は考慮しないものとする。 

 

b．各項目のロスの計算方法とロス評価パラメータ 

ロス項目は多岐にわたり、その全てを詳細に評価することは困難である。これより、評
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価指標を限界利益とし、設備で発生する代表的なロス項目を変動費として評価するものと

する。 

 

(ⅰ) 売上 

売上は、販売量と販売価格の積によって算出される。表 4.4.4 に各製品の販売価格を示

す。 

また、製品 i の販売量 Saiは以下の式(4-20)によって算出される 

 iiii yaSSa ××= γ)/(  (4-20) 
なお、ai はチップサイズである。また、γはウェハーサイズとチップサイズからどれだ

けの数のチップが取得できるかを算出するための調整係数である。深川らの取得チップ数

を最大化するためのウェハーのカッティング手法から、その値を 0.8 と仮定した[23]。 

 

表 4.4.4 各製品種の販売単価 

品種 単価

製品A 0.103M円

製品B 0.053M円

製品C 0.035M円

製品D 0.032M円

製品E 0.023M円

製品F 0.013M円  

 

(ⅱ) メンテナンスコスト 

本問題におけるメンテナンスコストは人件費、クリーニングで使用する薬品代を考慮す

る。そして、人件費は 5,000 円/hour、薬品代は 10,000 円/回としている。検査実施の所要

時間を 2hour、処置実施の所要時間を 4hour とすると、それぞれの作業で発生するコスト

は以下の表 4.4.5 のようになる。 

 

表 4.4.5 各メンテナンス活動の必要コスト 

作業 必要人数 所要時間 人件費 薬品代 合計

検査 1人 2hour ¥10,000 0 ¥10,000

処置 2人 4hour ¥40,000 ¥10,000 ¥50,000

検査 + 処置 2人 4hour ¥40,000 ¥10,000 ¥50,000
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(ⅲ) 在庫・仕掛ロス 

本問題における在庫・仕掛コストは、管理に必要な人件費と、資産を眠らせていること

で発生する金利ロスを考慮する。人件費はメンテナンスコストの計算の場合と同様に、

5,000 円/hour としている。在庫・仕掛の所有による金利ロスに関する研究としては、中谷

らの研究がある[24]。この研究では、在庫・仕掛ロス単価は工程を経ることに価値が付加

され向上していくものとしている。これより、現在の加工品の価値を原料価格と販売価格

から線形的に推定した値を用いて算出する。その算出式(4-21)を以下に示す。 

 

∑∑
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 (4-21) 

S  ：全てのジョブ j の合計金利ロス 

sj、n ：ジョブ j の工程 n で発生した金利ロス[円] 

Rj、n ：ジョブ j の工程 n における製品の価値[円] 

r  ：1 期当たりの利率 

tj、n  ：ジョブ j の工程 n の在庫・仕掛期間[期] 

 

このように、製品の完成が近ければ近いほど、発生する金利ロスも大きな値になるため、

それを考慮した管理が必要である。なお、利率を 0.03[%/month]とし、ウェハーの原料価

格は 8,000[円/枚]としている。 

 

(ⅳ) 納期遅れロス 

納期遅れロスは納期遅れにより発生する違約金の罰金単価と、納期遅れ期間の積により

計算する。予め納期遅れが発生するような計画を立てることは考えられないので、納期遅

れにより罰金単価は 0.10[M 円/hour]と高めに設定した。  

 

(ⅳ) 欠品ロス 

欠品ロスは良品率の低下により発生する欠品の罰金単価と、欠品製品数の積により計算

する。納期遅れの場合と違い、欠品の場合は製品を納品すること自体ができなくなってし

まうため、納期遅れの場合より高く罰金ロスを設定した。なお、罰金単価は 1.00[M 円]と

設定している。 
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⑤O&M 統合計画の策定範囲の決定 

対象産業の決算報告周期より、四半期を評価期間としている。また、計画の策定範囲で

あるが、ジョブの投入開始期は受注より 10 日以内としている。メンテナンス方式は時間

基準保全と状態基準保全のどちらかを選択するものとしている。なお、時間基準保全では

装置のクリーニングを、状態基準保全ではウェハーへのパーティクル付着量の増加分を検

査する。メンテナンス周期の策定範囲は次節で行う感度分析の結果をもとに設定する。 

 

（３）評価結果と考察 

基本条件における装置数は 3、納期は 30 日とする。 

また、ラグランジュ乗数更新のステップサイズαは 0.05、最大回数を 10 とする。モン

テカルロシミュレーションの試行回数は 100 回とした。  

 

①メンテナンス周期に基づく感度分析の実施 

感度分析を行う際には、メンテナンス方式は時間基準保全を用いる。また、ジョブの投

入開始期は全て 1 期で統一している。メンテナンス周期を変化させたときの限界利益と変

動費項目の評価結果を図 4.4.3 に示す。 
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図 4.4.3 メンテナンス周期による感度分析の実施 

 

②遺伝的アルゴリズムによる最適な O&M 計画の決定 

メンテナンス方式は時間基準保全、状態基準保全から選択する。また、感度分析の結果

よりメンテナンス基本周期は 20～70[hour]とする。各ジョブの投入開始期の範囲は受注を
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受けてから 10 日以内とする。染色体数は 200、世代数は 100 とし、CCM による次世代生

成のための交叉繰り返し回数は 10 回、突然変異率は 0.05 とする。 

最適な O&M 統合計画の限界利益は 3,697[M 円]となった。この場合、劣化進展速度の

遅い装置ほど状態基準保全が用いられている。また、工程数の少ない製品は遅く投入され

る傾向がある。図 4.4.4 に最大値、最小値、平均値の推移を示す。 

また、最適な O&M 計画の各装置のメンテナンス方式とメンテナンス周期、そして各ジ

ョブの投入開始期を図 4.4.5、表 4.4.6 に示す。 

平均値 最大値 最小値
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図 4.4.4 遺伝的アルゴリズムによる世代ごとの値の推移 
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図 4.4.5 最適な個体の計画のメンテナンス周期とメンテナンス方式 

 

 

 

 

 

 

 



164 
 

表 4.4.6 最適な個体の各ジョブの投入開始期 

ジョブ
ジョブ
工程数

ジョブ実施の
最低所要時間

ジョブ投入
開始期

1 120 505 hour 1 hour

2 120 505 hour 3 hour

3 120 505 hour 7 hour

4 100 401 hour 102 hour

5 100 401 hour 133 hour

6 100 401 hour 40 hour
 

 

③考察 

a．メンテナンス周期による感度分析 

 図 4.4.3 に示すようにメンテナンス周期が長くなるほど、装置への負荷が大きくなる

ため歩留まり率が低下する。そして、売上高も減少していく。 

 また、歩留まり率の低下にともない、欠品による罰金ロスも増加していっている。 

 メンテナンス周期が短くなると、設備の稼働率が落ちるため納期遅れ罰金ロスが増加

する。また、メンテナンスコストも増加する 

 これより、図 4.4.3 ではメンテナンス周期が 50[hour]のときに限界利益は最大値を取

っている。 

b．最適な O&M 計画 

 図 4.4.4 より、各世代の最大値が徐々に改善されているのが分かる。また、時折最低

値の値が改悪されているのは突然変異が原因である。このように、突然変異により新

たな特性を持つ染色体を発現させることで、更なる良解が生まれる可能性を残してい

る。 

 図 4.4.4 より、劣化進展の早い装置ほど、時間基準保全が使用されている。また、使

用回数の多く劣化進展が早いほどメンテナンス周期は短くなっている。 

 劣化進展が遅い装置は、メンテナンスコストを少しでも抑えるために状態基準保全が

多く適用されている。 

 表 4.4.6 より、ジョブ投入開始期は、工程数の少ない製品ほど遅くなっており、不必

要な在庫・仕掛コストを抑えようとしていることが読み取れる。 

 

４．４．２ 石油精製業における検証 

（１）特徴 

石油精製業における重油直接脱硫装置は、水素と触媒を加え高温・高圧下で分解・脱硫
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を行うことで、重油中の硫黄分を低下させる装置である。装置は、加熱管内で重油を反応

させる伝熱部、バーナーで加熱を行う燃焼部、燃焼用ガスの導入と廃ガスの排出を行う通

風装置、設備の状態監視を行う計測機器から成り立っている。 

本事例の業種は装置工業であり、製油所内は 24 時間稼動し続ける一貫した連続プロセ

ス生産である。対象装置の安全かつ効率的な生産のためにはメンテナンスが不可欠であり、

一定期間毎にシャットダウンメンテナンス(SDM：Shutdown Maintenance)を実施してい

る。 

 

（２）計画策定上の設定条件 

①対象とする劣化・故障モードとそのモデル化 

本問題では、以下に説明する７つの劣化・故障モードを対象とする。また、それぞれの

劣化モードは独立ではなく、互いの劣化に影響を与えるものもあるので、注意が必要であ

る。 

 

a．触媒効力の低下 

対象装置では、脱硫反応を起こさせるために触媒が用いられている。触媒は運転時間の

増加にともないその効力が低下する。触媒による脱硫の効果は、製品の収率に大きく関わ

るため、定期的な触媒の交換による収率の維持が不可欠となる。触媒の効力低下の進展速

度と、影響についてはクリープ損傷の項で述べる。 

 

b．コーキング 

対象装置では、管内で炭素化反応が起こり、加熱管内壁に炭素(コーク)が堆積する。そ

して、コークは断熱作用をもたらすため、運転時間の増加にともない加熱管内の流体温度

が次第に低下し、製品の収率が下がる。よって、収率を一定に保つためには、コークを除

去するデコーキングというメンテナンスを実施する必要がある。コーキングの進展速度と

影響については、クリープ損傷の項で述べる。 

 

c．クリープ損傷 

加熱管の表面温度を上げ続けると、クリープと呼ばれる管の劣化速度が加速する。クリ

ープは高温、持続応力という条件下で発生する劣化であり、加熱管を高温下に長時間置く

とクリープ劣化が進展し最終的には破断に至る[25]。高温下では加熱管内壁に堆積した炭

素が管の内壁を侵食し、メタルダスティングと呼ばれる管の減肉が進行する。減肉により
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管の断面積が減少すると、管にかかる応力が増加する。この結果、クリープ劣化の進行が

助長される。よって、装置の安全かつ効率的な生産のためには、定期的なメンテナンスの

実施が必要となる。 

クリープ損傷による加熱管の寿命のモデル化を行うために、まずは触媒効力低下、コー

キングと、加熱管の表面温度の上昇の関係について明確にする。そして、次に加熱管の表

面温度と加熱管の寿命の関係を明確にすることで、管の寿命評価のモデル化を行う。 

 

(ⅰ) 加熱管の表面温度 

クリープ劣化の進行を評価するために、加熱管の必要表面温度の推移をモデル化する。

表面温度の上昇は触媒効力の低下と、堆積した炭素による断熱作用を補うための、バーナ

ー燃焼温度の上昇によって引き起こされる。図 4.4.6、4.4.7 に表面温度の推移を定式化し

たものを示す。加熱管の表面温度の推移の実データから、コークの断熱作用による温度上

昇は運転時間の増加にともない線形的に増加していくものと仮定する。また、触媒効力低 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.6 加熱管の必要表面温度の推移 

 

下による温度上昇も線形的に増加するものと仮定する。ただし、連続運転 300 日以降は触

媒効力低下による温度上昇の速度が上がるものとする。また、バーナーの燃焼温度を上昇

させる際には、それによる燃料費の増加も考慮する必要がある。燃料費は加熱管の表面温

度の増加にともない線形的に増えるものと仮定して、単位時間当たりの必要燃料費を算出

する。また、加熱管の表面温度は部位によって差が出るため、最も温度が高い部位をモデ

ル化の対象としているものとする。 

また、収率を一定に保つための時間当たりの必要表面温度の上昇は、触媒効力低下では

5.1[℃/ヶ月]、コーキングでは 2.7[℃/ヶ月]としている。 

温
度

【
℃

】

内部流体温度

運転時間

コーキングによる温度上昇
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必要表面温度
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Th:必要加熱管表面温度
To:内部流体温度
Tc:コークの断熱作用による温度増加
Ts:触媒効力の低下による温度増加
Tot:その他の要因による温度上昇

Th = To + Tc + Ts + Tot

流れ

コ
ー
ク

加
熱
管
断
面

To

Ts

Tot

Tc

Th

温
度

【
℃

】

 
図 4.4.7 加熱管の必要表面温度の定式化 

 

(ⅱ) 加熱管の寿命 

加熱管の寿命消費を算出する方法として、クリープ破断時間の推定式を利用する。クリ

ープの研究に関しては、Manson-Haferd らによって、長時間に及ぶクリープ破断時間を

算出する推定式が提唱されている[26]。以下に示す Manson-Haferd の推定式を用いて、

加熱管の寿命消費率を算出する。  

( )[ ] ( )
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

×−++= ∑
=

5

0
log15.273loglog

k

k
kaaR SbTTtt  (4-22) 

応力と温度を S [MPa]、T [℃]、対象設備における使用材質の最適定数を ta、Ta、回帰

係数を bk とし、クリープ破断の推定時間 tR を算出する。この式から単位時間当たりの加

熱管の寿命消費を算出し、足し合わせることで現在までの寿命消費率を算出する。更に、

クリープ破断時間の分布は正規分布であると仮定し、破断確率を求める。これらの値、お

よび破断時間 tRの標準誤差としては物質材料研究機構のデータを用いる[27]。 

図 4.4.8 は、クリープ寿命の不確定性と、寿命消費率の推移の関係を示したものである。

正規分布曲線全体に対する斜線の部分の面積がクリープ破段の発生確率となる。その値は

正規分布の累積分布関数の値より算出する。 

クリープ寿命のばらつきを正規分布と仮定

寿命消費率(%)

クリープ破断確率 p
(10-4以下に保つ)

加熱管の現在の寿命消費率

100%0%

N ( μ , σ )
μ=100%
σ=5.035%

（確率密度関数）

 

図 4.4.8 寿命消費率と破断確率の関係 
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重油直接脱硫装置ではクリープ破断時に多大な損失を招くため、破断予防を前提とした

管理を行う必要がある。よって、クリープ破断のリスクを低く抑えるために、許容寿命消

費率を運用方針に基づき設定し、その値を基準にメンテナンスを実施する。ここでいうリ

スクとは基本的な確率と実際の結果との間に生じる不確定性を指すものとする[28]。本問

題における許容寿命消費率は、加熱管の破断確率が 10-4となる値としている。 

 

d．メタルダスティングによる加熱管の減肉 

メタルダスティングによる減肉の従来研究は様々なものがある。しかし、運転・環境条

件、更には材質を加味した減肉の進行速度の定式化を行うことは現状では容易ではない。

よって、加熱管の減肉は、運転時間の増加にともない一定の速度で進行するものとし、そ

の進行速度は実データから設定する。そして、その進行速度を 0.001[mm/ヶ月]と設定した。

更に、加熱管の肉厚には許容値を設定し、許容値を超えたら加熱管を交換する。本問題で

は、その値を管の厚さの 10%と設定している。 

 

e．炉内レンガのせり出し・脱落 

炉内耐火レンガは炉壁が高温燃焼ガスにより腐食されるのを防ぐ役割を持っている。レ

ンガ同士は隙間をモルタルと呼ばれるセメントのような素材で固定されている。 

炉内レンガのせり出し、脱落は以下に述べる過程で進行する。炉内にはバーナーの燃焼

によって発生する高温燃焼ガスが充満しており、運転時間の経過にともないモルタルが腐

食されヒビが生じる。そして、ヒビから炉壁に到達した燃焼ガスがレンガと炉壁の間にス

ケール層を生成し、次第にレンガが傾く。レンガの傾きが一定値を超えるとレンガが脱落

する。レンガが脱落した際には設備を停止してレンガを補修する必要がある。よって、レ

ンガの緊急事後保全時には多大な生産損失が発生することになる。 

レンガが傾く速度は一定であると仮定し、処置適用値を超えたら補修を施すものとする。

また、寿命を評価するためのワイブル分布は、形状パラメータ m を 12 に、尺度パラメー

タηを 40 に設定した。劣化進展のモデル化を行う際には、ワイブル分布より乱数発生に

基づき故障時点を設定し、劣化進展は線形的に進むと仮定して行う。 

 

f．バーナーチップ詰まり、バーナータイル破損 

バーナーチップ、バーナータイルはバーナーから出た炎を適正な形に保ち、加熱管に安

定した熱量を供給するという役割を持っている。バーナーチップとバーナータイルが破損

するとバーナー炎が傾き、加熱管に対して熱が伝わりにくくなる。よって、バーナーチッ
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プ、バーナータイルが破損した場合は、他のバーナーの熱量を上げることで熱量を一定に

保つ。バーナーは運転中も加熱管からの取り外しが可能なので、バーナーチップの交換は

運転中に行う。また、バーナータイル破損時は次回の SDM まで待ち、設備停止時に補修

を行う。バーナーチップ詰まりのワイブル分布の形状パラメータを 12、尺度パラメータを

24 とする。また、バーナータイル破損の形状パラメータは 14、尺度パラメータは 30 とす

る。 

 

②各製品種の生産プロセス解析 

a．対象とする製品 

本問題では前述の通り、重油を脱硫することによって得られる脱硫重油のみを対象製品

とする。  

 

b．対象製品の生産プロセス 

本問題で対象とする設備は、加熱管、脱硫という直列プロセスを取るので、特に工程ご

との実施可能装置を考慮する必要はない。また、対象は連続プロセス生産であるため、１

つのプロセスでの生産量が全プロセスに反映される。これより、工程ごとの所要時間など

も考慮する必要はない。  

 

③製品受注量のモデル化 

本問題では、受注や納期という概念は導入せず、製造した製品は全て売り切れるという

想定で評価を行う。これより、受注量のモデル化については考慮しないものとする。 

 

④ロス項目と評価パラメータの取得 

a．ロス項目の列挙 

ロス項目を展開したものを図 4.4.9 に示す。本問題では、人に関しては人件費、設備に

関してはメンテナンスと運転の両面を考慮する。メンテナンスに関しては、作業費、部品

代による修繕費を、停止時間による生産ロスを考慮する。また、運転に関しては、生産量

の増減による生産ロスと、運転条件に関わる燃料費ロスを考慮する。また、メンテナンス

と運転の両者が関わる要因として、機器寿命による減価償却費の変化を考慮する。そして、

外部条件への影響としては、火災事故が発生した際の賠償金などを考慮する。 
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ロス算出

人 設備 外部環境

補償金

保全

生産量

作業費 部品代 生産ロス 燃料費ロス

運転

修繕費 停止時間

生産ロス 賠償金

運転費用怪我

減価償却費

機器寿命

 

図 4.4.9 ロス項目の展開 

 

b．各項目のロスの計算方法とロス評価パラメータ 

(ⅰ) 売上 

売上は、販売単価と販売量の積によって算出する。その際の販売による限界利益単価は

8,440[円/KL]である。また、販売量は、生産レベルが 100%のときに 6,400[KL]としてい

る。 

 

(ⅱ) 生産ロス 

生産ロスでは、100%の生産レベルで運転を行った場合と比較したときの、生産量の減少

分を考慮する。そして、生産ロスはその生産量の減少分と、販売価格の積によって算出す

る。 

 

(ⅲ) 予防保全コスト 

予防保全コストは、人件費、部品代の和によって算出する。 

 

(ⅳ) 燃料費ロス 

ここでは、必要表面温度の上昇により余分に発生する燃料費を考慮する。燃料費は、加

熱管の表面温度上昇とともに線形的に増加していくと仮定している。そして通常時の燃料

費に対するその増加分を燃料費ロスとしている。また、初期温度における燃料費は 1,000[円

/KL]としている。 

 

(ⅴ) 緊急事後保全ロス 

緊急事後保全ロスでは、予防保全コストの場合と比較して、余分に発生すロスを考慮す

る。それは、加熱管破断時の周囲への賠償金や、バーナーチップ破損による燃料費ロスな

どが例に挙げられる。また、燃料費ロスは、時間当たりの燃料費ロス単価と、処置終了ま
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での必要時間の積によって算出する。なお、加熱管破断時の賠償金は 3,000,000,000[円]

としている。また、バーナータイル破損時の燃料費ロスを 10[円/KL]、バーナーチップ破

損時の燃料費ロスを 20[円/KL]とする。 

 

ｃ．ロス評価パラメータ 

表 4.4.7 に、各ロス項目の算出方針に基づき決定された、メンテナンス活動のロス評価

パラメータを示す。 

 

表 4.4.7 各メンテナンス活動のロス評価値 

(k-yen)

-

-

-

-

運転 メンテナンス
補償費 合計値

生産ロス
燃料費

ロス
処置費 検査費

SDM 3,240,960 0 10,000 *2 0 3,250,960
SDM

(デコーキング含む) 3,619,072 0 220,000 *2 0 3,839,072

デコーキング 1,998,592 0 210,000 0 0 2,208,592

高温
クリープ

交換 4,861,440 0 2,000,000 0 0 6,861,440
緊急事後 4,861,440 0 2,000,000 0 3,000,000 6,861,440

MDによる
減肉

交換 4,861,440 0 2,000,000 0 0 6,861,440
4,861,440 0 2,000,000 0 3,000,000 6,861,440

レンガの
脱落

交換 0 0 2,003 0 0 2,003
1,620,480 0 2,003 0 0 1,622,483

タイルの
破損

交換 0 0 1,002 0 0 1,002
0 *1 1,002 0 0 1,002

チップ
詰まり

補修 0 0 1,004 0 0 1,004
0 *1 1,004 0 0 1,004

緊急事後

緊急事後

緊急事後

緊急事後
 

*1 燃料費ロスは運転時間に比例 

*2 検査費は SDM 周期に依存 

 

⑤O&M 統合計画の策定範囲の決定 

メンテナンス面での計画の策定条件を述べる。メンテナンス方式は変化させず一般的に

用いられているものを適用するものとし、高温クリープは CBM、メタルダスティングは

CBM、炉内耐火レンガは CBM、バーナーチップは TBM、バーナータイルは TBM を用い

るものとする。次に、検査・処置周期の範囲を設定する。1 期を 1 ヶ月とし、SDM(CDM)

周期を 10～21 期、TBM 周期は 8～35 期とする。SDM 周期は、触媒効力の特性から 21
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期までとした。TBM 周期は、劣化・故障モードの MTTF よりその範囲を定めた。 

運転面では、生産レベルを 75～100%とし、運転圧力は 13.2[Mpa]で常時一定であると

仮定する。生産レベルは扱う製品の性質から、最低値を高く設定した。また、運転圧力は

実データをもとに設定した。 

ここで設定した条件内で O&M 計画が策定される。 

 

（３）評価結果と考察 

①感度分析の実施 

まずは、問題の特性を把握するために、SDM 周期と生産レベルという O&M で特に影

響力の大きい構成要素に関して感度分析を行う。その評価結果を図 4.4.10、図 4.4.11 に示

す。 

 

予防保全コスト
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図 4.4.10 生産レベルに基づく感度分析の評価結果 
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図 4.4.11 SDM 周期に基づく感度分析の評価結果 

 

②最適な O&M 計画の導出 

定められた計画の策定範囲の中で、限界利益を最大化する O&M 計画を探索する。なお、

遺伝子数は 50、世代数は 30、突然変異率を 0.05 としている。その結果、ロスの期待値は

2.89[億円/月]となった。 

なお、更なる解の改善のために、焼きなまし法(以下、SA: Simulated Annealing)による

近傍探索を導入した評価を行った。感度分析による影響力の大きさから、近傍探索を適用

する変数は SDM 周期とした。SA を実施する際の近傍の定義は、SDM 実施期を前後のど

ちらかにずらしてできる全ての計画候補であり、遷移先はその中から乱数発生により選択

されるものとしている。GA と SA を組み合わせて導入した場合と、GA のみを実施した場

合の最適値の世代ごとの推移を図 4.4.12 に示す。なお、最適 O&M 計画の組み合わせを表

4.4.8 に示す。GA と SA を組み合わせた最適化を行った結果、ロスの期待値は 2.88 とな

り、GA のみのときと比較して 0.1%の改善が行えた。これは 1 ヶ月当たり 100[万円]の改

善に相当する。 
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図 4.4.12 世代ごとの最適値の推移 

 

表 4.4.8 最適な O&M 計画の組み合わせ 

SDM周期

デコーキング

SDM
機会保全

優先
保全

ノズル交換

SDM
機会保全

優先
保全

17 26 22 8 -

期

1 2 800・・・

・・・100 100 100

タイル補修

SDM
機会保全

優先
保全

25 -  
 

③考察 

a．メンテナンス周期と生産レベルによる感度分析 

 図 4.4.10 より、生産レベルを上げると機器寿命が短くなることが分かる。 

 また、生産レベルを上げすぎると、機器寿命が短期化し予防保全による生産損失の占め

る量が多くなる。 

 これより、メンテナンスを適切に組み合わせ、機器の状態を良好に保ちつつ生産レベル

を上げていくべきだということが分かる。 

 図 4.4.11 より、SDM 周期を短くすると、メンテナンスによる生産ロスが増加し、緊急

事後保全コストは減少していくことが分かる。 

 また、メンテナンス周期が長くなると加熱管の使用可能期間は減少していき、一期当た

りの予防保全コストは増加する。 

b．GA による最適な O&M 計画の導出 

 図 4.4.12 より、SA と GA を組み合わせることで、より解の改善を行えていることが読

み取れる。SDM を一定間隔で行わずに、前後に自由度を持たせることでよりロスを改

善できることが分かる。 

 対象設備では、生産ロスが大きな影響を持つため、表 4.4.8 では生産レベルはほぼ全て
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の期で 100%が採用されていた。 

 最適な O&M 計画で選択されているメンテナンス周期は、感度分析の結果と比較しても

妥当な結果になっている。 

 

４．５ まとめ 

生産設備の運用計画策定における特性を、加工組立産業と装置産業という観点から分類

し、それぞれの計画策定手法について説明した。ここで、両産業の計画策定を行う際に考

慮すべき差異を以下の観点からまとめていく。 

 対象設備の典型的な生産プロセス 

 O&M 計画策定の決定変数 

 特徴的なロス項目 

 計画候補の評価方法 

これらの観点から見た両者の特徴を表 4.5.1 に示す。 

 

表 4.5.1 両産業の特徴の差のまとめ 

装置産業 加工組立産業

対象設備の想定する生産
プロセス

全プロセスが連動する
連続プロセス生産

種々のプロセスで処理を繰り
返す流れ生産

オペレーション計画の特徴
的な決定変数

毎期の生産量 各工程の開始・終了時刻

特徴的なロス項目
運転費用

機器寿命の変化による
減価償却費の変動

納期遅れロス
欠品ロス

O&M計画候補の評価方法
メンテナンスの実施時
以外は生産を行ってい
ると仮定して評価

全てのO&Mの工程をイベント
として発せさせて評価

 

一般に、加工組立産業では複数のプロセスで処理を繰り返すことで製品を製造するのに

対して、装置産業では製造は連動した一連の連続プロセス生産で行われる。これより、オ

ペレーションスケジュールを決定する際には、装置産業では全ての装置を一つの生産装置

として扱ったスケジューリングが可能であるが、加工組立産業の場合には装置ごとにメン

テナンスとオペレーションの実施スケジュールを決定する必要がある。 

一方で、O&M 計画の決定変数では、装置産業の場合は全ての装置のメンテナンス方式

とメンテナンス周期、そして毎期の生産量により決定される運転スケジュールを考慮した。
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なぜなら、先にも述べたように、装置産業では全ての装置を一つの生産装置として扱った

スケジューリングが可能だからである。これに対して、加工組立産業では、メンテナンス

実施時以外の全ての時間において生産を実施しているとは仮定できないため、オペレーシ

ョン計画としては全ての工程において開始時間と終了時間を明確にする必要がある。 

次に、各産業の特徴的なロス項目について説明する。装置産業では、一般に収率を保つ

ための運転負荷の操作が頻繁に行われるため、ロス項目としては運転負荷の変化にともな

う運転費用や機器寿命の変化に特徴がある。一方で加工組立産業では、ある程度の割合の

不良品の発生は予め想定されているため、その中で納期遅れロスや欠品ロスがどのように

発生するかという点を評価する必要があるという点に特徴がある。 

O&M 計画候補を評価する際には、各装置の工程計画である O&M スケジュールを基に

行う。ただし、両産業の特性から、装置産業ではメンテナンスを実施していない時間は生

産活動を実施しているという前提を置いて評価を行っている。 

このように、両産業の特徴を考慮したロスを最小化した計画策定手法を構築した。なお、

両者の問題設定に該当しない特性を持つ生産設備が存在するならば、それを考慮して手法

を改良する必要がある。
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第５章 調査研究のまとめと今後の課題 

５．１ 調査研究のまとめ 

 本調査研究では、運転と保全の統合的な管理の実現に向けて保全情報と運転情報の相互

活用システムについて検討した。そもそも設備保全活動とは効率的、継続的な運転を可能

にするために行うものであり、その効果は、運転効率の向上を通じて経営に貢献すること

によって評価されるからである。一般に、運転と保全の関係は 2 種類に大別される。一つ

は、それぞれの活動のスケジュール上の制約関係である。例えば、シャットダウンメンテ

ナンス（SDM）を行えば、その間、運転を休止する必要がある。逆に、納期が迫っている

などの理由により運転を優先させなければならない場合は、保全の実施が先送りされるこ

とがある。運転と保全のもう一つの関係は、設備状態を通じた関係である。運転は設備状

態の劣化を引き起こす一方、保全はそれを回復させる。設備の状態の変化は、一方で状態

に応じた運転（CBO: Condition Based Operation）を要求し、また、他方で状態に基づく

保全（CBM: Condition Based Maintenance）を可能とする。これらの 2 種類の相互関係

を適切に考慮して、運転と保全を総合的に管理することが求められる。 

 本報告書では、第 1 章において、まず、様々な業種における運転と保全の統合に関して、

現状と課題を整理するとともに、保全管理システムの機能と活用の現状についてまとめた。 

 保全の考え方は、業種によって差があり、保全管理のサイクルもそれによって異なって

くる。例えば電力施設などでは、比較的長期的な計画に基づき運転と保全が行われている

のに対して、自動車工場などでは日々の顧客の注文が直接生産計画に反映され、それを乱

さないような保全活動が求められる。  

 いずれの業種においても、運転管理と保全管理のシステム化はそれぞれ行われているが、

両者のシステム的連携は必ずしも進んでいるとはいえない。この原因の一つには、運転に

ついては、改善が運転（生産）効率の向上に直結し、その効果が直ちに明らかとなるが、

保全の場合は、予防保全の実施が突発故障や機会損失の低減にどれだけつながっているの

かが直ちには見えないという両者の特性の違いがあると考えられる。この結果、どうして

も運転が優先され、その制約のもとで保全が行われるという一方向の関係になりがちであ

る。 

 第 2 章においては、現状においても運転情報と保全情報の相互活用が比較的よくなされ

ていると考えられる自動車工場と電力施設の現状を述べた。前者は、加工組立系の工場の

典型例であり、多種多様な設備で様々な劣化・故障モードが発生する。それらに対応する

ために、運転および保全上の改善を継続的に行い、故障を抑え、高い設備総合効率を達成

することで生産要求に応えている。システム的には、製造管理システムの情報が保全管理
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システムに入力され、それを基に不具合原因の解析が行われ、種々の改善活動が実施され

ている。また、このような活動の一環として、工場で発生する不具合情報を設備設計や改

善に反映させるいわゆる MP 活動も盛んに行われている。以上のように、自動車工場の例

では、日々変化する市場動向に対応するために短い管理サイクルで運転と保全の活動が行

われていることもあって、製造現場での運転と保全の連携は比較的よくとれていると考え

られる。しかし、無駄のない予防保全が実施できているかどうかという点に関しては、未

だ課題を残しており、例えば運転負荷を考慮した保全の優先度付けなどは、運転と保全の

統合の観点からの今後の課題といえる。 

 一方、電力施設においては、安定的な電力供給という目的を達成するために、長期的な

計画の下で運転と保全の管理がなされている。想定される劣化・故障モードは、長年の運

転経験と理論解析により比較的よく把握されており、運転履歴などに基づく設備機器の健

全性評価も行われている。ただし、比較的管理サイクルが長いこともあり、運転と保全が

予め定められた制約の下でそれぞれ計画を立てている形となっていて、自動車工場などと

比較するとより静的な関係の下での連携といえる。今後、運転と保全の管理サイクルの頻

度を高め、より動的な連携を可能にしていくためには、運転のための監視制御システムと

設備管理システムの情報連携を実現する必要がある。 

 第 3 章においては、保全情報と運転情報の相互活用のための情報システムについて、現

状の設備管理システムと ISO 18435-1 の ADID (Application Domain Integration 

Diagram) を参照しながら詳しく論じている。 

 第 4 章においては、保全情報と運転情報の活用のあり方の一つとして、保全と運転にと

もなうロスを最小化するような統合保全・運転計画の手法について述べている。ここでは、

策定可能な計画案について、それを実施した時の保全と運転に関するロスをモンテカルロ

シミュレーションにより評価し、最適な計画を決定する手法を提案している。また、この

手法を半導体製造設備と石油精製設備に適用した例を示している。 

 

５．２ 今後の課題 

 本調査研究においては、保全情報と運転情報の相互活用を図るという観点から、業種別

の保全管理の特徴、および保全管理システムの現状と活用形態を整理するとともに、運転

と保全の連携がある程度実現されている先進的な事例を把握することができた。また、保

全情報と運転情報の相互活用のための情報システムについて検討を行い、情報連携の具体

的なあり方について検討を加えた。更に、シミュレーション評価に基づく運転と保全の統

合計画策定手法を示し、適用例によってその有効性を示した。 
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 以上の研究により、保全情報と運転情報の相互活用について、その意義、システムの概

念、相互活用による効果評価の方法などが明らかになった。今後は、この研究成果を基に

して、相互活用のためのシステムの構築とその具体的な活用を推進していく必要があり、

そのための課題として以下のような項目が挙げられる。 

（１）予防保全は、それが有効であるほど、何も起こらなかったという実績しか残さない

ので、その効果を定量的に評価することは難しい。しかし、運転と保全を統合的に考え、

全体最適化を図っていくためには、運転と保全の改善効果あるいはそれらにともなうロス

を同一の尺度で測る必要がある。このためには、保全の効果を推定する仕組みが必要であ

り、そのための技術として本調査研究では評価シミュレーション手法を提案した。今後は、

このようなシミュレーション評価を様々な業種で活用できるようにシステムの汎用化を図

る必要がある。また一方では、個々の業種毎に、シミュレーションに必要な劣化・故障モ

デルなどの整備を行うことによって、評価結果の妥当性を向上させることが必要である。 

（２）企業でのヒアリングの結果によると、現状でも運転と保全の連携はある程度図られ

ているという認識が一般的である。しかし、多くの場合、連携の内容はこの章の冒頭で述

べた運転と保全のスケジュール上の関係においてであり、もう一つの関係である設備状態

を通じた関係において、運転と保全の連携を図っている例は少ない。例えば、実際の運転

負荷と劣化進行や故障発生の相関を定量的に求めた結果を設備診断に役立てることで、保

全の実施時期を的確に判断するといったことができれば、より効率的な保全が可能となる。 

（３）以上のようなことを現実に可能にするためには、運転管理システムと保全管理シス

テムとの間の情報交換が容易になっていることが必要である。そのためには、例えば、ISO 

18435 のような情報交換に関わる標準化の推進は不可欠であり、その実現に向けたさらな

る努力が求められる。 
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製紙工場調査 

 

１．製紙工場の保全管理 

本調査は、ISO（国際標準化機構）で実施している設備診断と設備保全に関する国際規

格作成の事業に我が国の意向を反映させるため、保全情報や運転計画情報の共有について

先進（最新）の設備診断技術や設備保全技術を有する製紙会社の事業所の実態を調査した

ものである。ヒアリング調査時の議題は以下の通りとした。 

①ＷＧ主査から本調査研究の主旨の説明 

②製紙工場からの生産方式、保守・保全活動についての説明 

③工場見学 

④質疑応答 

 

１．１ 訪問製紙会社の概要 

（１）工場概要 

特徴：機械パルプ、化学パルプ、古紙パルプなどの多彩な原料を使い、４台の抄紙機、

１台の塗工機により高品質の新聞用紙とコート紙を生産している。 

 

敷地面積    ： 623,233 ㎡  

従業員数    ： 333 人（2010 年 4 月 1 日現在） 

パルプ設備能力 ： 木材パルプ  1,230 トン/日 

          古紙パルプ  1,430 トン／日 

抄紙機設備能力 ： ４台 1,800 トン／日 

塗工機設備能力 ： １台 400 トン／日 

動力設備能力  ： ボイラー５缶  最大蒸気量 910 トン／時 

タービン５基  出力 181,000KW 

（予備缶・予備機を含む） 

用水      ： 阿武隈川 最大取水量  300,000 ㎥／日 

年間生産量   ： 紙    592,860 トン 

主要製品    ： 新聞用紙、塗工紙、中質紙 
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１．２ 製紙工程 

ボイラー、古紙処理設備、調整設備、抄紙機、ワインダーなどを見学した。 

 

図１．２．１ 製紙簡易工程図 

 

１．３ 設備保全の取り組み 

（１）設備の保全計画を立てる上での特徴について 

設備は、２４時間フル操業している。設備は、月毎の抄紙機の短期休転（0.5～1 日間）

と、1～2 回/年の長期一斉休転（7～14 日間）があり、この間で保全計画を立てる。 

① 『抄紙機プラント』の抄紙機用具のライフサイクルに合わせて保全計画を立てる。 

    1 ヶ月毎に停機して抄造用具（ワイヤー、プレス毛布、ロール、ドクターなどの消耗

品）を取替え、そのタイミングで種々のメンテナンスを行う。 

＊ワイヤーやロール（ロールの表面性が悪ければ、ロールを換える）の交換を行う。 

また、ポンプの調子が悪ければ、ポンプのメンテを行う。 

長くても、１日の休転である。 

② 『エネルギープラント』、『原質プラント』、『環境プラント』の長期一斉休転に合わせ

て保全計画を立てる。 

  1～2 回/年ごとに停機し各部の掃除を行い、また各種（圧力容器など）官庁検査を受

ける。この間に種々のメンテナンスを行う。 

③ 計画では、長期休転計画、工事関係休転計画、現場関係休転計画が作成される。 

 ａ．長期休転計画では、休転の日程と関連する設備の工事計画が示される。 

 ｂ．工事関係休転計画では、休転設備の担当部署と工事内容、工事時間割などが示 
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される。 

 ｃ．現場関係休転計画では、作業項目に応じた担当者と作業ポイント、安全対策、 

作業時間および必要により応援者などが示される。 

 

（２） 運転計画と保全計画相互で、調整又は相互活用について 

製紙プラントは操業部門とメンテナンス部門が別れており、操業情報と保全情報を、各々

相互活用して一体となって生産を実行している、というのが製紙会社の特徴である。 

① .操業情報の入手と保全情報のアナウンス(保全部門の立場から) 

月～金の午前中に開催される操業管理会議(操業・品質・安全・保全・事務などに関す

る連絡会で、工場内の全部門長が出席)や、保全部門が設備点検の際に運転情報を入手し、

保全部門からメンテナンスに関する情報を操業部門にアナウンスする。 

   管理会議は、報告が中心である。トラブルがあった時は、会議の前までに関係者で調

整して、マシンの停止時期、あるいは、スローダウンの実施などを報告する。あるいは、

その会議で重要な決定をする場合がある。 

  ② 計画停機と突発停機時 

   計画停機時は、故障の兆候がありその設備を修理する場合は、操業・保全部門と打合

せにより休転修理内容などを決定する。 

   突発停機時は、突発的に故障が発生し設備を修理する場合も、同様の対応。停機によ

り変更となった操業計画を見直す。 

    ※計画停機の場合は、設備点検で故障の兆候を発見した場合はどのタイミングで修理

するかが重要となる。 

      － 設備診断により余寿命判断を行い、かつ操業負荷の軽い日時を選択し修理を実施

する。 

    ※操業現場も計画体転当日までの秒速ダウンや、紙の種類の変更などの調整により停

止損失の軽減を図る。 

（３）調整又は相互活用がなされている場合、どのような情報が交換されているか。 

① 操業部門→保全部門へ 

ａ． 操業計画表(抄造予定、休転予定)。 

   ｂ． 休転での操業計画表(掃除・洗浄・用具替え予定、保全部門への依頼内容記載…

打合せで確定)など。各抄紙機について、何をして、何を止めるという情報を全部

門に連絡する。休転での操業計画表が全部門にいく。 

② 保全部門→操業部門へ 
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  ａ． 休転での保全計画表(操業部門へ伝える修理計画内容記載…打合せで確定)など 

長期の休転で１週間～２週間止める時は、予定表を作って保全計画を立てている。 

 

１．４ その他の質疑応答 

Ｑ．装置が異常の場合の止める、止めない、スローダウンするなどの判断について。 

Ａ．設備装置の状態により判断している。 

機械のスピードを変えて生産量を調整することはない。機械を止めて生産量を調

整している。 

２４時間止めずに、１２時間とするのは、人間の配置上の問題もある。 

Ｑ．ロール交換について 

Ａ．今までの経験値でどのくらいの劣化度かみて定期化、即対応化を判断している。 

Ｑ．軸受けの交換理由は何か？ 

Ａ．潤滑不良だ。給排油のライントラブルだ。 

温度と振動で捉えている。ベアリングの音も常時診ている。 

Ｑ．月１回の停止について 

Ａ．本工場では、月２回は止めている。 

ロールの表面の状況によって作業する。ロールの面によっては、交換時期を変更

する。 

Ｑ．突発のストップをした時の受注への対応に問題は出ないか？ 

Ａ．出る。その場合は、紙の種類にもよるが、他の工場からの製品を出して受注を守

る。 

Ｑ．受注管理は、本社か？ 

Ａ．そうだ。 

Ｑ．保全での突発停止と定期保全の割合は？ 

Ａ．突発停止の目標を５時間／月以内としている。通常は、メンテナンスで止めるよ

り、製品的に品質が悪くなって止めることが多い。 

Ｑ．パーツを共有化しているか？ 

Ａ．3年前はエリアメンテナンス（エリア担当）の形態であったが、今は全体を見て

おり共通化が進んでいる。あらゆるパーツだ。同じものがなくても、工夫すれば

使える。 

Ｑ．保全の方式は？ 

Ａ．今までは、タイムベースでのメンテナンスが主体。現状は、コンディションベー
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スで管理するためにデータを収集中である。 

Ｑ．オーバーメンテがないようだが、保全精度を年々上げていくということは、ＣＢ

Ｍが基本。タイムベースと比べたときの効果は？ 

Ａ．予備品の購入費が大幅に下がった。 

 配管は経年劣化。配管は肉厚管理している。要所、要所を切って行う。 

 配管などもＣＢＭ化に持っていこうとしている。 

Ｑ．設備の交換などの基準はあるか？ 

Ａ．各現場でもっている。それぞれの現場の判断。 

Ｑ．それらの知識をデータ化して基準化することは無いか？ 

Ａ．していきたい。 

Ｑ．全社データベースで共有化しているか？ 

Ａ．配管減肉％の基準はある。同じ箇所で穴があくことは、分っているので、そこは、

現場で管理している。共有化にもって行きたい。 

Ｑ．日常点検について 

Ａ．外注を含めた人員で音、音度などを見ている。 

工場の近辺地域に振動計を設置し、モニターしている。ロールの磨耗の可能とし

てみている？  

Ｑ．保全の今年度の課題は？ 

Ａ．突発故障の減少だ。エネルギープラントは、止めると全プラントに影響が出るの

で、止められないという事情がある。 

Ｑ．故障情報について？ 

Ａ．故障情報は、全社で共有している。本社でまとめている。 

Ｑ．データベース化しているか？ 

Ａ．していない。 

ただし、エクセルベースでの故障情報（今まで培ってきた故障上の解析をまとめ

たもの）として全社展開している。特に、新たな故障情報については展開を重要

視している。 

保全会議 1 回／月での通知も実施している。 

Ｑ．本社の設備技術と工場の保全は、どう関係しているか？本社の横串機能はあるか？ 

Ａ．メンテに限らず、会社方針が出される。 

Ｑ．本社発のコミットメント目標はあるか？ 

Ａ．一部保全に関する部分ある。 
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Ｑ．季節変化はあるか？ 

Ａ．季節というより、塩害などは大きい←電気関連に影響する。 

 

１．５ まとめ 

製紙会社の設備管理は、今まで培ってきたノウハウを積み上げて基準を整備し、それら

を効果的に生かすことにより、設備の良好な運転を継続している。今後、他の業種と同様

に、現場の保守担当者（高齢化が顕著）と不足感とそれを補う委託会社の担当者を含めて

負荷増大と、保全に関するノウハウの継承の難しさを含めて、今後は更に人（熟練経験者）

に依存する比率からシステム支援を活用する比率を多くする方向に舵を切ってくるものと

思われる。 

ただし、現場の知識と知恵のデータは豊富にあるが、まとめ切れていない。また、まと

めるための人員も確保できていない、ということも含めてシステム化を容易にするツール

などの提供が望まれる。 
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講演資料―Ⅱ 
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－禁無断転載－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２－Ｒ－５ 

保全情報、運転情報の相互活用システムに関する調査研究 
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